
会計検査院法第30条の3の規定に基づく報告書

「政府開発援助（ＯＤＡ）に関する会計検査の結果につい

て」

平 成 1 8 年 9 月

会 計 検 査 院



参議院決算委員会において、平成17年6月7日、国家財政の経理及び国有財産の管理に関

する調査のため、会計検査院に対し、ＯＤＡ事業の執行状況について会計検査を行い、そ

の結果を報告するよう要請することが決定され、同月8日参議院議長を経て、会計検査院長

に対し会計検査及びその結果の報告を求める要請がなされた。これに対して、会計検査院

は、同日、検査官会議において本要請を受諾することを決定した。

本報告書は、上記の要請により実施した会計検査の結果について、会計検査院長から参

議院議長に対して報告するものである。

平 成 1 8 年 9 月

会 計 検 査 院
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第1 検査の背景

1 検査の要請の内容

会計検査院は、平成17年6月8日、参議院から、下記事項について会計検査を行い、そ

の結果を報告することを求める要請を受けた。

一、会計検査及びその結果の報告を求める事項

（一）検査の対象

外務省、独立行政法人国際協力機構(ＪＩＣＡ)、国際協力銀行(ＪＢＩＣ)

（二）検査の内容

政府開発援助(ＯＤＡ)についての次の各事項

１ 開発コンサルタント、ＮＰＯ等への委託契約の状況について

特に

・対コスタリカＯＤＡにおける株式会社パシフィックコンサルタンツインター

ナショナル（ＰＣＩ）に係る不祥事の概要、同種事案の有無

・外務省、ＪＩＣＡ及びＪＢＩＣのＰＣＩ等日本の開発コンサルタント会社に

対する事務・業務の委託契約の状況

２ 草の根・人間の安全保障無償援助の実施状況について

３ スマトラ沖地震の緊急援助の実施状況について

2 平成15年度決算審査措置要求決議の内容

参議院決算委員会は、17年6月7日に検査を要請する旨の上記の決議を行っているが、

同日に「平成15年度決算審査措置要求決議」を行っている。

このうち、上記検査の要請に関する項目の内容は、以下のとおりである。

12 ＯＤＡにおける不正事案について

昨年9月、コスタリカへのＯＤＡ事業「テンピスケ川中流域農業総合開発計画」

で、同国政府機関「国土地理院」への再委託料として（株）パシフィックコンサル

タンツインターナショナル（ＰＣＩ）に支払われた約231,000ドル（約2,500万円）

のうち、コスタリカ側に支払われた約59,000ドルを除いた約172,000ドル（約1,800

万円）が政府機関の口座に入金されないまま使途不明になっていることが、独立行

政法人国際協力機構（ＪＩＣＡ）の調査で明らかになった。ＪＩＣＡは、「不正又
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は不誠実な行為」があったとして、同年12月、指名停止6か月の処分を行った。な

お、ＰＣＩは、コスタリカ側に支払われた約59,000ドルを除いた約172,000ドル（プ

ラス利息分）を今年1月ＪＩＣＡに返還した。

上記事案を受けてＪＩＣＡは、ＰＣＩが過去5年間に受注した類似の案件について

調査を実施し、本委員会においてその結果を聴取した。それによれば、調査の結果4

か国4案件において実態と異なる再委託契約を行いＪＩＣＡに対して不正な請求を行

っていたことが新たに判明したことを踏まえて、ＪＩＣＡはＰＣＩに対して新たに9

か月の指名停止措置をとり、不正請求額合計1,527万円相当及び利息分の返還を請求

した。

ＯＤＡの実施に際して、再度開発コンサルタント会社の不祥事が起きることのな

いよう、外務省は、再発防止のためにより透明性の高い事業を遂行するように指導

監督すべきであり、またＪＩＣＡは、再委託契約手続の各段階を見直して、再委託

先に関する情報のＪＩＣＡ在外事務所への報告の徹底、入札時の同事務所員による

立会いの励行、再委託契約にかかわるすべての会計書類のＪＩＣＡへの提出、ＪＩ

ＣＡ在外事務所が設置されていない地域への現地調査団派遣など監督体制強化の措

置を講ずべきである。

ＰＣＩを始めとするＯＤＡに関するコンサルタント会社への委託業務についての

会計検査については、過去に不正事案がなかったかなどの実態を十分に調査した

上、実施すべきである。

13 草の根・人間の安全保障無償について

グローバル化が急進する中、感染症、環境問題といった国境を超える問題が世界中

で広がっている。また、多発する地域紛争や経済的な要因により、難民や国内避難民

などの非自発的な人の移動が大きな問題となっている。こうした問題を克服するため

には、人間の生存、生活、尊厳を直接に脅かす深刻かつ広範な脅威から人々を保護

し、個人やコミュニティが自立するための能力を育成することが必要である。これが

「人間の安全保障」の考え方であり、我が国は、人間の安全保障分野における取組を

推し進めるために、1999年3月国連に「人間の安全保障基金」を設置し、積極的に支

援を行ってきた。

平成15年度予算から、開発途上国の現地住民に直接裨益するきめ細かな援助として
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高い評価を得てきている草の根無償資金協力（平成14年度予算100億円）に、人間の

安全保障の考えをより強く反映させ、「草の根・人間の安全保障無償」として、主に

ＮＧＯを被供与団体とし、迅速な実施が求められる緊急の支援にも対応していくこと

とした（平成15年度草の根・人間の安全保障無償資金協力予算150億円）。

供与限度額の原則1,000万円以下は草の根無償資金協力時と変更はないが、最大供

与額を従来の5,000万円から1億円に引き上げた。

政府は、15年度から実施した「草の根・人間の安全保障無償」について、それまで

の草の根無償と比較して、その意義、効果等について調査・検討する必要がある。

15 スマトラ沖地震に対する緊急援助の実施状況について

昨年末に発生したスマトラ沖地震及びインド洋津波被害に関し、我が国は5億ドル

を限度とする協力を関係国及び国際機関等に対して無償で供与することを決定した。

このうちの半分の2億5,000万ドルはユニセフ、世界食糧基金等の国際機関経由で、残

りの2億5,000万ドルはインドネシア、スリランカ等の被災国に直接送金されている。

しかし、後者の二国間供与分については、資金が相手側に届いているにもかかわら

ず、調達がまだ実施されていない部分がある。

政府は、今後の緊急支援においてその趣旨が生かされないというものがないよう、

スマトラ沖地震に関し緊急支援として供与した援助について、その実施状況を調査す

る必要がある。
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第2 開発コンサルタント、ＮＰＯ等への委託契約の状況について

1 検査の対象、着眼点及び方法

(1) 検査の対象及び着眼点

会計検査院は、開発コンサルタント会社、特定非営利活動法人（Non Profit Organ

ization。以下「ＮＰＯ」という。）等（以下、これらを総称して「コンサルタント」

という。）への委託契約の状況について、我が国の援助実施機関である外務省、国際

協力銀行（Japan Bank for International Cooperation。以下「ＪＢＩＣ」とい

う。）及び独立行政法人国際協力機構（Japan International Cooperation Agency。

以下「ＪＩＣＡ」という。）が、12年度から16年度までの5年間にコンサルタントと締

結した事務・業務の委託契約を対象として検査した。

ＪＩＣＡがコスタリカ共和国（以下「コスタリカ」という。）で実施した開発調査

「テンピスケ川中流域農業総合開発計画」において、ＪＩＣＡが株式会社パシフィッ

クコンサルタンツインターナショナル（以下「ＰＣＩ」という。）と締結した委託契

約に係る業務の一部の再委託契約の実施に関し不祥事が発覚した。この不祥事は、Ｐ

ＣＩがコスタリカ国土地理院と締結した再委託契約に係る経費の一部が使途不明とな

ったというものである。会計検査院は、このことを踏まえ、ＪＩＣＡに対して事実関

係及び現地における調査の結果について説明を求めるとともに、委託契約及び精算の

適否に着眼して検査した。

また、同種事案の有無については、ＪＩＣＡ及びＪＢＩＣ(以下「ＪＩＣＡ等」とい

う。)がＰＣＩと締結した委託契約のうち、現地で再委託契約が締結されているものの

すべてを対象とし、現地における調査をＪＩＣＡ等に求めるとともに、委託契約及び

精算の適否に着眼して検査した。さらに、ＰＣＩ以外のコンサルタントと締結した契

約についても、ＰＣＩに対すると同様の現地における調査を行うようＪＩＣＡ等に求

めた。ＪＩＣＡ等はこれを受けて、現地で再委託契約が締結された委託契約の中から、

契約年度、業務が実施された国における在外事務所の有無、委託契約の相手方である

コンサルタント、再委託された契約金額等を考慮した96契約を対象として、現地にお

ける調査等を行うこととした。そして、会計検査院は、これらの96契約を対象として

検査した。

(2) 検査の方法
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会計検査院は、我が国の援助実施機関がコンサルタントと締結した委託契約の状況

について、各援助実施機関から決算書等の関係書類に基づき業務実施等に関する説明

を聴取した。

対コスタリカＯＤＡにおけるＰＣＩに係る不祥事や同種事案の有無については、Ｊ

ＩＣＡ等から委託契約書、ＰＣＩから提出された再委託契約書、領収書、成果品等関

係する証憑の提示を受けるなどして国内での書類審査の状況を聴取するとともに、Ｊ

ＩＣＡ等に対し現地での再委託先に対する調査を実施するよう求めた。

また、ＰＣＩに対しては、本社に赴き、社員から社内の会計処理について関係書類

に基づき説明を聴取し、また、同社が保存している本件「テンピスケ川中流域農業総

合開発計画」に関する銀行の出入金の記録等の証憑を精査するなどして検査を実施し

た。

さらに、会計検査院は、コスタリカに職員を派遣し、再委託先等の関係者から事情

を聴取するとともに、関係書類を確認している。

なお、本件事案の検査の過程において、外務本省、ＪＢＩＣ本店、ＪＩＣＡ本部等

に対する会計実地検査及びコスタリカにおける現地調査に要した人日数は41.2人日で

ある。

2 検査の結果

(1) コンサルタントへの委託契約の概要

我が国の援助実施機関が委託契約を締結しているコンサルタントには、開発コンサ

ルタント会社のほかに、財団法人、社団法人、ＮＰＯ、国立大学法人、個人等が含ま

れている。

ア 援助実施機関における委託契約の状況

ＯＤＡにおいては、対象となる分野が多岐にわたっており、援助実施機関から委

託されたコンサルタントが専門的知見を活かして、現地で様々な調査を実施してい

くことになる。

援助実施機関ごとの委託契約の状況は、表2-1のとおりとなっている。
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表2-1 援助実施機関ごとの委託契約状況表
（単位：件、百万円）

外 務 省 ＪＢＩＣ ＪＩＣＡ
年度

件数 金 額 件数 金 額 件数 金 額

12 21 230 141 3,406 890 33,976
13 31 343 123 3,667 914 32,220
14 11 98 201 4,873 861 29,182
15 24 391 260 5,326 964 29,038
16 18 315 191 3,206 1,173 26,380

計 105 1,380 916 20,480 4,802 150,798

（注）外務省は1件100万円以上、ＪＢＩＣは1件200万円以上、ＪＩ
ＣＡはすべての委託契約を対象として集計している。

表2-1に示した委託契約の状況を、①開発コンサルタント会社、財団法人及び社団

法人並びに②ＮＰＯ、国立大学法人、個人等のコンサルタントの態様別に示すと、

表2-2のとおりとなっている。

表2-2 コンサルタント態様別の委託契約状況表

（注）外務省は1件100万円以上、ＪＢＩＣは1件200万円以上、ＪＩＣＡはすべての委託契約を対象
として集計している。

また、表2-2のコンサルタント態様別の委託契約のうち、①の開発コンサルタント

会社等として示したものの中で契約の相手方がＰＣＩであるものは、表2-3のとおり

となっている。

(単位：件、百万円）

件数 金額 件数 金額 件数 金額 件数 金額 件数 金額 件数 金額

12 19 212 2 18 126 3,180 15 225 869 33,891 21 84
13 30 313 1 29 106 3,418 17 248 884 31,682 30 537
14 8 77 3 21 167 4,287 34 586 826 28,783 35 398
15 23 384 1 6 222 4,853 38 473 929 28,441 35 597
16 15 286 3 29 151 2,792 40 414 1,096 25,574 77 806
計 95 1,275 10 105 772 18,533 144 1,947 4,604 148,374 198 2,424

年
度

①開発ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ
会社等

②ＮＰＯ等①開発ｺﾝｻﾙﾀ
ﾝﾄ会社等

②ＮＰＯ等①開発ｺﾝｻﾙ
ﾀﾝﾄ会社等

②ＮＰＯ
等

Ｊ Ｉ Ｃ Ａ外　務　省 Ｊ Ｂ Ｉ Ｃ
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表2-3 契約の相手方がＰＣＩであるもの
（単位：件、百万円）

年 外 務 省 Ｊ Ｂ Ｉ Ｃ Ｊ Ｉ Ｃ Ａ

度 件数 金 額 件数 金 額 件数 金 額

12 － － 5 245 71 4,755
13 3 28 10 391 74 4,537
14 － － 8 526 62 5,055
15 2 21 12 517 79 4,830
16 － － 10 119 53 3,077

計 5 50 45 1,800 339 22,256

（注）外務省は1件100万円以上、ＪＢＩＣは1件200万円以上、
ＪＩＣＡはすべての委託契約を対象として集計している。

イ ＪＩＣＡにおけるコンサルタント委託契約の概要

ＪＩＣＡは、表2-4のとおり、コンサルタントと事務・業務の委託契約を次の3種

類の契約形態により締結している。すなわち、

① 役務提供契約は、ＪＩＣＡが調査団を編成し、調査を直接実施する場合に採ら

れる契約形態であり、コンサルタントは現地調査に参加し知識等を提供するなど

するものである。

② 業務実施契約は、コンサルタントが独自に調査団を編成して調査を実施するな

どの場合に採られる契約形態であり、コンサルタントは調査の実施から調査報告

書の作成までの責任を負うものである。

③ 業務実施契約簡易型は、業務実施契約の手続を簡素化した契約形態であり、技

術協力プロジェクトのうち個別の短期専門家の派遣等の場合に採られるものであ

る。

そして、上記②の業務実施契約を締結して実施する調査の例としては、開発調査

や無償資金協力の基本設計調査がある。

開発調査は、開発途上国の社会・経済の発展に役立つ公共的な各種事業のうち、

優先度や緊急性が高い事業の開発計画作りを報告書の作成をもって支援するととも

に、その過程で相手国の関係者に対して、計画策定方法、調査・分析技術等を移転

するものであり、開発途上国の開発の青写真作りに協力するものである。

また、無償資金協力の基本設計調査は、無償資金協力のプロジェクトとして適切

な規模や内容について、主として技術的観点から検討するものである。ＪＩＣＡは、

外務省からの調査案件採択の通知を受け、コンサルタントを含む調査団の調査によ



- 8 -

って、プロジェクトに関わる開発計画の目的、効果等及びプロジェクトとしての公

共性、管理・運営体制、技術協力との連携等を検討するとともに、事業費の積算を

行うものである。

ＪＩＣＡは、これらの調査の実施に当たっては、その内容が高度な専門性・特殊

性を有するとして、コンサルタントに業務の実施を委託しているが、そのうち、Ｎ

ＰＯと業務実施契約を締結した実績は17年3月末までのところない。

表2-4 ＪＩＣＡのコンサルタント契約実績
（単位：件、百万円）

役務提供契約 業務実施契約 業務実施契約簡易型 計
年度

件数 金 額 件数 金 額 件数 金 額 件数 金 額

12 558 2,472 332 31,504 - - 890 33,976
13 599 2,600 315 29,620 - - 914 32,220
14 546 2,306 315 26,875 - - 861 29,182
15 642 3,051 298 25,792 24 193 964 29,038
16 642 2,449 318 22,319 213 1,612 1,173 26,380

計 2,987 12,879 1,578 136,112 237 1,806 4,802 150,798

表2-4に示したＪＩＣＡのコンサルタント契約実績のうち、契約の相手方がＰＣＩ

であるものを示すと、表2-5のとおりとなっている。

表2-5 ＪＩＣＡとＰＣＩとの契約実績
（単位：件、百万円）

役務提供契約 業務実施契約 業務実施契約簡易型 計
年度

件数 金 額 件数 金 額 件数 金 額 件数 金 額

12 15 57 56 4,698 - - 71 4,755
13 22 92 52 4,445 - - 74 4,537
14 6 45 56 5,010 - - 62 5,055
15 21 112 58 4,717 - - 79 4,830
16 10 26 41 3,023 2 27 53 3,077

計 74 333 263 21,894 2 27 339 22,256

ウ 外務省及びＪＢＩＣにおけるコンサルタント委託契約の概要

外務省及びＪＢＩＣにおけるコンサルタント委託契約の実績は表2-1～表2-3に示

したとおりとなっている。

(ｱ) 外務省における委託契約の概要

外務省は、ＮＰＯを含むコンサルタントとの間で委託契約を締結し、ＯＤＡ評

価有識者会議による国別評価等、評価に係る調査等を実施している。
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(ｲ) ＪＢＩＣにおける委託契約の概要

ＪＢＩＣは、予算の範囲内で業務の一部をコンサルタントに委託して、円借款

事業に係る各種の評価及び有償資金協力促進調査等を実施している。そして、こ

れらの評価及び調査の実施に当たり、現地調査を含む情報収集については、国内

外の経験・知見を幅広く活用することにしており、開発コンサルタント会社だけ

ではなく、ＮＰＯ、大学、地方自治体も含めた外部の専門家への委託調査も活用

している。

(2) 対コスタリカＯＤＡにおける株式会社パシフィックコンサルタンツインターナショ

ナル（ＰＣＩ）に係る不祥事の概要、同種事案の有無

検査を要請された対コスタリカＯＤＡにおけるＰＣＩの不祥事について、「平成15

年度決算審査措置要求決議」の「12 ＯＤＡにおける不正事案について」では、「テ

ンピスケ川中流域農業総合開発計画」に係るＰＣＩへの委託契約で「不正又は不誠実

な行為」があったことを「開発コンサルタント会社の不祥事」としている。

ア 対コスタリカＯＤＡ「テンピスケ川中流域農業総合開発計画」におけるＪＩＣ

ＡとＰＣＩの契約及び精算

(ｱ) 不祥事の発覚の経緯

15年5月に、コスタリカ公共事業運輸省から、本件の再委託契約に関し、同省の

付属機関である国土地理院（Instituto Geografico Nacional。以下「ＩＧＮ」と

いう。）内部の経理処理に不明瞭な点があるとして、ＪＩＣＡコスタリカ駐在員

事務所あてに資料提出の依頼があった。その後、同省では公金不正流用の疑いで、

ＩＧＮの長官及び職員に対する聴聞を進めるなどしていた。一方、16年4月に、コ

スタリカ公共省検察局から両人の刑事責任を追及する捜査の一環としてＪＩＣＡ

同事務所に対し本件再委託契約の事実関係に関する照会があった。そこで、同月

にＪＩＣＡは事実確認のために改めてＰＣＩへの事情聴取等の調査を開始した。

(ｲ) テンピスケ川中流域農業総合開発計画の概要

本件開発調査は、コスタリカ政府が11年10月15日に我が国に対して行った要請

に基づき、同国グアナカステ県リベリア市、サンタクルス郡及びカリージョ郡を

含むテンピスケ川中流に属する地域約35,000ヘクタールを対象に、上下流国立公

園等の環境保全に配慮した、かんがい排水農業の確立、地域洪水防御対策及び中



- 10 -

小農民の持続的農業開発の振興を図ることを目的として、対象地区の既存農業総

合開発計画（アレナルテンピスケかんがい事業）の再評価及び概定開発計画を策

定し、その計画を前提とした実現可能性調査を実施するものである。

さらに、コスタリカ側の関係者に対し、個々の項目についての調査手法及び計

画立案の手順、考え方等についての技術移転・指導を行うものである。

(ｳ) 契約の概要

ＪＩＣＡは、「テンピスケ川中流域農業総合開発計画」の実施に当たり、ＰＣ

Ｉ及び内外エンジニアリング株式会社で構成する共同企業体と、表2-6のとおり、

業務実施契約を締結していた。そして、共同企業体は、12年10月から14年10月ま

での間本件調査を実施し、共同企業体の代表社であるＰＣＩは、ＪＩＣＡに対し

て各年度ごとに精算報告書を提出していた。これによれば、契約金額は計423,94

2,750円でこのうち再委託分は計35,379,000円、精算金額は計419,349,000円でこ

のうち再委託分は計34,537,000円となっていた。

なお、第1年次（12年度）の契約金額が減額になったのは、再委託分の一部が第

2年次に先送りされたことなどによるものである。

表2-6 「テンピスケ川中流域農業総合開発計画」に係る契約及び精算の状況
（単位：円）

契 約 精 算
契約年月日

契約金額 うち再委託分 精算金額 うち再委託分

［第1年次］
（12年度）
12/10/12(当初) 191,732,100 30,497,000
13/ 2/13(減額分) ▲6,057,450 ▲4,625,000

13/ 2/13(変更後) 185,674,650 25,872,000 183,197,700 25,074,000

［第2年次］
（13年度）
13/ 6/ 1(当初) 201,796,350 9,507,000
13/12/11(増額分) 25,172,700 0

13/12/11(変更後) 226,969,050 9,507,000 224,852,250 9,463,000

［第3年次］
（14年度）
14/ 7/ 1 11,299,050 － 11,299,050 －

計 423,942,750 35,379,000 419,349,000 34,537,000

そして、ＪＩＣＡは、表2-7のとおり、各年次の契約に基づき前金払を行い、業
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務終了後、再委託分も含めＰＣＩから業務完了報告書の提出を受け、成果品の検

査を行い、精算金額を確定した上、ＰＣＩに対する支払を完了していた。

表2-7 ＪＩＣＡからＰＣＩへの支払の状況
（単位：円）

事項 前 金 払 完 了 払
計

年次 年 月 日 金 額 年 月 日 金 額

第1年次 12年10月25日 76,692,000 13年 5月25日 106,505,700 183,197,700

第2年次 13年 7月 3日 80,718,000 14年 5月10日 144,134,250 224,852,250

第3年次 14年 7月 8日 4,519,000 14年12月13日 6,780,050 11,299,050

計 419,349,000

(ｴ) 再委託の契約及び精算の状況

上記の各契約において、ＪＩＣＡが現地での再委託を認めた項目は、表2-8のと

おり、契約金額で計35,379,000円、精算金額で計34,537,000円となっていた。こ

のうち、ＰＣＩがＩＧＮと再委託契約を締結した地形図作成及び測量（河川、平

面図及び路線測量）業務については、契約金額で計26,798,000円、精算金額で計

26,213,000円となっていた。
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表2-8 再委託の契約及び精算の状況
（単位：円）

年次 契約相手方 項 目 契約金額 精算金額

第1
ＩＧＮ 地形図作成及び河川測量 20,836,000 20,251,000

ＩＧＮ以外 水質調査 1,766,000 1,553,000
集落及び市場調査 3,270,000 3,270,000

25,872,000 25,074,000

第2

ＩＧＮ 平面図測量 1,614,000 1,614,000
路線測量 4,348,000 4,348,000

ＩＧＮ以外 地質ボーリング調査 1,515,000 1,477,000
水質調査 2,030,000 2,024,000

9,507,000 9,463,000

計 35,379,000 34,537,000

再委託のうちＩＧＮ分の合計 26,798,000 26,213,000

そして、ＰＣＩは、ＩＧＮと英語文による再委託契約書を作成した上、表2-9の

とおり、総額231,067米ドルの再委託契約を締結したとしていた。

表2-9 ＰＣＩがＩＧＮと締結したとする再委託契約の内容
（単位：米ドル）

項 目 契約年月日 再委託契約金額

第1年次 地形図作成 13年 2月19日 139,482
河 川 測 量 13年 2月 2日 43,505

小 計 182,987

第 2年次 平面図測量 13年10月25日 13,000
路 線 測 量 13年10月25日 35,080

小 計 48,080

計 231,067

ａ 第1年次の再委託契約

(a) 契約

ＰＣＩは、表2-9のとおり、13年2月に、第1年次の再委託業務について、Ｉ

ＧＮと計182,987米ドルで再委託契約を締結したとしていた。
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しかし、実際は、表2-10のとおり、12年11月11日に、地形図作成について

は契約金額を117,000米ドル、河川測量については契約金額を35,320米ドル、

計152,320米ドルとするスペイン語文による合意書形式の文書「Acuerdo」

（以下「合意文書」という。）が実質的な契約書として別途作成されていた。

そして、合意文書の金額とＰＣＩがＩＧＮと締結したとする再委託契約の金

額には、30,667米ドルの差額が生じていた。

表2-10 実際の第1年次再委託状況
（単位：米ドル）

合 意 文 書 ＩＧＮと締結した
項 目 とする再委託契約 差 引

契 約 日 金額(A) 契 約 日 金額(B) (B)－( )A

地形図作成 12年11月11日 117,000 13年 2月19日 139,482 22,482
河 川 測 量 12年11月11日 35,320 13年 2月 2日 43,505 8,185

計 152,320 182,987 30,667

ＰＣＩの説明によれば、この合意文書は、ＩＧＮの測地・地形図部技術者

である職員Ａが持参したものであり、調査の進ちょくの遅れを防ぐため、Ｉ

ＧＮが作業を開始するための内部処理に必要であると同人に言われ、ＪＩＣ

Ａに再委託契約の承認申請を行う前に作成したとしている。

ＰＣＩは、ＩＧＮとの再委託契約に伴う事務のすべてを職員Ａとの間で行

っていた。ＰＣＩは、この経緯について、ＩＧＮとの契約交渉時に職員数名

と会った際、職員Ａ本人から当該業務に関しては自分が窓口になるからすべ

て自分に集中して欲しい旨の申し出があったためであると説明している。

合意文書において、コスタリカ側はＩＧＮ長官が署名している。また、日

本側の署名者欄には、ＰＣＩの業務主任者Ｂの氏名がタイプ打ちされている

が、実際には現地で会計を担当していたＰＣＩの業務従事者Ｃが署名してい

る。ＰＣＩは、この点について、合意文書には、本来、業務実施の総括管理

者であり、契約に基づく受注者の権限を有する業務主任者Ｂが署名すべきで

あったところ、実際には、その指示を受けた業務従事者Ｃが署名をしたもの

であると説明している。

一方、ＰＣＩがＩＧＮと締結したとしてＪＩＣＡに提出した再委託契約書

は、ＰＣＩの業務従事者Ｃが職員Ａに署名をさせた上、偽造したもので、こ
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れに記載された契約金額は、合意文書記載の契約金額を地形図作成で22,482

米ドル、河川測量で8,185米ドル、計30,667米ドル水増ししたものであった。

また、再委託契約を締結するにはＪＩＣＡの承認を得る必要があるが、そ

の際には複数社（極力3社以上)の見積りが必要になるため、ＰＣＩは3社から

見積りを徴して、ＪＩＣＡに提出し、価格の妥当性を検討したかのように装

っていた。しかし、ＩＧＮを除く2社は架空の会社であり、この見積書は、Ｊ

ＩＣＡの承認を得るため、現地からＰＣＩ本社に契約書類等を送付した際、

職員Ａに依頼して偽造させていたものであった。

(b) 精算

ＰＣＩは、13年3月30日に第1年次の契約金額精算報告書をＪＩＣＡに提出

していた。そして、再委託等収支明細及びこれに添付されていた領収書等に

よれば、表2-11のとおり、ＪＩＣＡに提出された再委託契約書の契約金額と

同額の計182,987米ドルをＩＧＮに支払ったとして精算していた。

表2-11 第1年次の再委託精算状況
（単位：米ドル）

年 月 日 支 払 の 内 容 支払金額

13年 2月19日 地形図作成費初回支払 41,800
3月 5日 地形図作成費最終支払 97,682
2月 6日 河川測量費初回支払 13,000
3月 5日 河川測量費最終支払 30,505

計 182,987

しかし、会計検査院が現地において実際に確認したところ、ＰＣＩがＪＩ

ＣＡに提出していた領収書は、ＩＧＮの正規の領収書の様式とは全く異なっ

ており、現地で偽造されたものであった。

ｂ 第2年次の再委託契約

(a) 契約

ＰＣＩは、表2-9のとおり、13年10月に、第2年次の再委託業務について、

ＩＧＮと計48,080米ドルで再委託契約を締結したとしていた。

しかし、実際は、平面図測量及び路線測量に係る見積額を29,700米ドルと

する見積書を職員Ａから受け取り、この見積額に18,380米ドルを水増しして

契約金額を48,080米ドルとする再委託契約書を架空のＩＧＮ職員の名を用い
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て偽造していた。

(b) 精算

ＰＣＩは、14年3月29日に第2年次の契約金額精算報告書をＪＩＣＡに提出

していた。そして、再委託等収支明細及びこれに添付されていた領収書等に

よれば、表2-12のとおり、ＪＩＣＡに提出された再委託契約書の契約金額と

同額の計48,080米ドルをＩＧＮに支払ったとして精算していた。

表2-12 第2年次の再委託精算状況
（単位：米ドル）

年 月 日 支 払 の 内 容 支払金額

13年10月29日 平面図測量費初回支払 3,900
11月22日 平面図測量費最終支払 9,100
10月29日 路線測量費初回支払 10,500
11月22日 路線測量費最終支払 24,580

計 48,080

しかし、実際は、ＰＣＩがＪＩＣＡに提出していたＩＧＮの領収書は、第1年

次と同様に現地で偽造されたものであった。

上記ａ、ｂのとおり、再委託契約及び精算の実態は、第1年次の差額30,667米ド

ル及び第2年次の差額18,380米ドル、計49,047米ドルが、表2-13のとおり、水増し

されたものであり、精算のためにＪＩＣＡに提出していた再委託契約書及び領収

書は、ＰＣＩ側で偽造したものであった。

表2-13 ＰＣＩの水増しの状況
（単位：米ドル）

［第1年次］

ＰＣＩがＪＩＣＡに示 合意文書
したＩＧＮとの契約金 152,320
額 →

182,987 水増し 30,667

［第2年次］ 水増しの合計
49,047

ＰＣＩがＪＩＣＡに示 職員Ａの見積書
したＩＧＮとの契約金 → 29,700
額

48,080 水増し 18,380

(ｵ) ＰＣＩの会計処理

ＰＣＩの説明によれば、現地で調査を実施する際、業務主任者が当面必要な経
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費に充てるため仮払金として現金を持参し、現地に到着後銀行口座を開設し、本

社はその口座に業務主任者の要請を受けて必要な金額を入金することとしており、

本件の開発調査では、現地銀行に米ドル建て口座を開設し、入出金は同口座を通

じて行っていたとしている。

業務主任者Ｂ及び業務従事者Ｃの両名は、水増しをした金額により再委託契約

を締結しその契約金額に見合う支払を行ったとして、ＰＣＩ本社に偽造した契約

書及びＩＧＮの領収書を提出していた。そして、ＰＣＩの説明によれば、両名は、

上記の水増しした金額をＩＧＮとの再委託業務とは関係のない車両借上費、ワー

クショップ参加経費等に充てていたとのことである。また、両名は、それらの支

払を証明する領収書等の証憑について、ＪＩＣＡに提出する関係書類以外は不要

であると判断して現地で廃棄していたとのことである。このため、会計検査院と

しては、水増しされた金額の使途については確認できていない。

一方、ＰＣＩ本社は、現地に合意文書の形式で実質的な契約書が存在していた

ことなどは承知しておらず、業務主任者Ｂから提出された再委託契約書及び領収

書の金額が水増しされたものであるとの疑問を抱くことなく、提出された契約関

係書類に基づいて社内の経理処理を行うとともに、これら書類に基づいて精算報

告書を作成してＪＩＣＡに提出していたと説明している。

(ｶ) ＰＣＩからＩＧＮへの支払額について

本件再委託業務の実施に伴うＰＣＩからＩＧＮへの支払額については、ＰＣＩ

の業務主任者Ｂが口座を開設した現地銀行に保存されていた振出済小切手の写し

と取引明細書の一部の写しをＰＣＩ本社が取り寄せており、ＩＧＮ職員Ａを受取

人とした米ドル建て小切手が、12年11月29日から13年11月7日までの9回にわたり、

額面計87,120米ドル振り出されていた（表2-14参照）。このほか、第1年次の最終

支払となった13年3月15日には、職員Ａを受取人とした小切手とは別に、ＩＧＮを

受取人とした額面55,000米ドルの小切手が振り出されており（表2-14参照）、会

計検査院もこれらを確認した。ＰＣＩは、この小切手について、ＩＧＮあてでは

あるが、職員Ａに手渡したと説明している。

また、ＰＣＩは、これらのほかにも、職員Ａに対して、小切手の振出し又は現

金の交付があったとしている。しかし、小切手の振出し又は現金の交付の都度、

職員Ａから受け取っていた仮の領収書についても、業務主任者Ｂ及び業務従事者
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Ｃが現地で廃棄していたとのことである。このため、会計検査院としては、これ

らの小切手の振出し又は現金の交付については確認できていない。

表2-14 小切手の振出記録
（単位：米ドル）

年 月 日 金 額 受取人名義

［第1年次］
12年11月29日 7,000 職 員 Ａ

12月 8日 19,500 職 員 Ａ
13年 1月15日 17,000 職 員 Ａ

1月31日 11,600 職 員 Ａ
3月15日 7,120 職 員 Ａ
3月15日 55,000 Ｉ Ｇ Ｎ

第1年次計 117,220

［第2年次］
13年10月19日 3,500 職 員 Ａ

11月 2日 6,500 職 員 Ａ
11月 7日 5,900 職 員 Ａ
11月 7日 9,000 職 員 Ａ

第2年次計 24,900

職員Ａ 87,120
第1、第2年次合計 142,120

ＩＧＮ 55,000

ＪＩＣＡが入手したＩＧＮ公金口座の取引明細書の写しによれば、ＰＣＩ側か

らの入金は、13年3月27日に17,745,750コロン、同年11月13日に1,215,180コロン、

計18,960,930コロンとなっており、いずれも現地通貨であるコロンで入金されて

いる（表2-15参照）。会計検査院は、コスタリカ公共事業運輸省内部監査局から、

これを米貨に換算すると58,613.31米ドルになるという説明を現地で聴取した。

そして、ＪＩＣＡは、この18,960,930コロンが58,000米ドルないしは59,000米

ドルに相当するものであるとし、17年2月22日の参議院決算委員会で、「ＪＩＣＡ

がＰＣＩに支払いました額は23万1千ドルでございました。そのうち、コスタリカ

側に支払われましたのが5万8千ドルでございます。その差額17万3千ドルにつきま

しては、ＪＩＣＡは遅延利息分を加えた額を不正請求として返還を求めまし

た。」と、また、同年4月25日の同委員会で、「そして、23万1千ドルの委託契約

の支払の分のうち先方に確実に渡っておったという5万9千ドル、これだけは先方

に証拠書類がございましたけれども、その差額を返還するということに合意し

た」とそれぞれ答弁した。そして、ＪＩＣＡがＰＣＩに支払っていた金額とＩＧ
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Ｎ公金口座に実際に入金されていた金額との差額である不正請求額計19,589,455

円及び利息分等の返還を請求し、17年1月31日までにＰＣＩから27,238,113円を返

還させた。

表2-15 ＰＣＩからＩＧＮへの支払状況

ＪＩＣＡからＰ ＰＣＩの小切手振出 ＩＧＮ公金口座への入金
ＣＩへの支払

契約金額
26,798,000円 142,120米ドル 18,960,930コロン
231,067米 米貨換算
ドル相当 受取人名義：職員Ａ 58,613.31米ドル

87,120米ドル
精算金額 受取人名義：IGN（職員Ａに手渡）
26,213,000円 55,000米ドル

以上のことから、ＰＣＩが振り出した小切手と取引明細書の一部の写し及びＩ

ＧＮ公金口座の取引明細書の写しによって、ＰＣＩが振り出したこれらの小切手

はすべて職員Ａが受け取り、その一部の58,613.31米ドルについては、ＩＧＮ公金

口座に入金されていることが確認できた。しかし、それ以外にＰＣＩからＩＧＮ

に支払われた額については確認できていない。

なお、コスタリカ側において現在も捜査が継続されており、ＩＧＮが受け取っ

た金額等に関して今後新しい事実が確認される可能性も否定できない。

(ｷ) ＩＧＮ以外の契約相手方との再委託契約

本件の開発調査では、表2-8のとおり、ＩＧＮ以外の契約相手方とも再委託契約

を締結しているものがある。このうち、契約及び精算に適正を欠いていたものが

次のとおり1件見受けられた。

ＰＣＩは、第2年次の水質調査について、現地の大学の研究機関と12年8月22日

に16,000米ドルで再委託契約を締結し、同額で業務を完了したとして14年3月29日

に精算報告書に再委託契約書、領収書等を添付してＪＩＣＡに提出していた。

しかし、実際には、12年7月15日に15,338米ドルで再委託契約を締結し、同額を

支払っていて、662米ドルの開差が生じており、ＪＩＣＡに提出されていた再委託

契約書及び領収書は現地で偽造されたものであった。ＰＣＩは、これについて、

他の再委託契約で実施した地質ボーリング調査が、契約金額では不足することと

なったため、その補填に充てたり、車両借上費の一部に充てたりしたとしている
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が、会計検査院としては、証憑でこれらを確認できていない。

イ 参議院決算委員会に既に報告されている同種事案

ＪＩＣＡは、「テンピスケ川中流域農業総合開発計画」の再委託契約に係る不祥

事が明らかになった後、ＰＣＩに対して、過去5年間に受注したすべての契約につい

て社内調査を行うよう要請した。一方、ＪＩＣＡ自らも再委託契約を伴う業務実施

契約について、国内において、契約書、精算報告書等の会計書類を審査した。そし

て、このうち、ＪＩＣＡの在外事務所がない国を中心とした11箇国に、本部又は近

隣の在外事務所から職員を派遣して再委託先に赴くなどして現地における調査を行

った。

そして、ＪＩＣＡは、ＰＣＩに要請した社内調査については、適正を欠く行為は

確認されなかったという報告を17年4月28日に同社から受けていた。しかし、ＪＩＣ

Ａによる現地における調査の結果、表2-16に示す4箇国4案件に係る再委託契約13件

について、ＪＩＣＡに提出されていた再委託契約書の額よりも少額の再委託契約書

が存在していたり、ＪＩＣＡに提出されていた再委託契約書、領収書等に記載のあ

る再委託先が架空のものであったりなどしていて、適正を欠く行為があったことが

判明した。そして、ＪＩＣＡは、これについて、17年6月7日の参議院決算委員会で

「不正に請求された1527万円相当に利息分を加えた金額の自主返還をＰＣＩに対し

要請いたしました。」と答弁した。

その後、ＪＩＣＡでは精査を行い、表2-16のとおり、ＰＣＩに対し、不正請求額

計15,361,089円及び利息分等の返還を請求し、17年9月22日までにＰＣＩから21,30

3,740円を返還させた。
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表2-16 4箇国4案件に係る適正を欠く事態の概要

上記の事態について、一例を示すと事例1のとおりである。

<事例1>

12、13両年度 グアテマラ共和国：全国観光開発調査

契約金額 339,083,850円（うち再委託分24,159,000円）

精算金額 335,513,850円 不正請求とされる金額 2,620,317円

（調査の概要）

この調査は、2020年を目標とする全国観光開発マスタープランを策定するこ

と及び、本調査の実施を通じてグアテマラ側の関係者に対する調査手法等の技

術移転を行うことなどを目的として実施したものである。

そして、本件調査に必要な市場調査（第1、2両年次）並びに観光資源台帳作

成、環境影響調査、自然環境補足調査及び社会環境補足調査（いずれも第2年

次）の6件について、再委託により実施したものである。

（事態の概要）

ＰＣＩは、社会環境補足調査以外の5件の再委託契約については計147,220米

ドルを、また、社会環境補足調査については45,000米ドルを支払ったとして、

精算報告書に再委託契約書、領収書等を添付してＪＩＣＡに提出し、精算を行

(単位：円）

件数 内容 金額
農産加工業育成ﾊﾟｲﾛｯﾄ
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

1,137,884

乳製品流通改善ﾊﾟｲﾛｯﾄ
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

2,050,796

自然条件調査(1) 214,610

自然条件調査(2) 1,033,830

交通調査(1) 2,026,330

マップ電子情報化 2,999,660

観光インベントリーアン
ケート調査

2,485,904

水質調査 791,758

(第1年次) 12 94,920,000 1件 4,182,000 1件 市場調査 704,100

市場調査 982,442

自然環境補足調査 377,675

環境影響調査 516,900

観光資源台帳作成 39,200

うち不正請求があったとされるもの

再委託契約

契約金額
件数 合計金額

コスタリカ 沿岸地域観光土地利用計画調査

15,361,089

(第3年次)

9,465,000275,058,00011

グアテマラ
13

ボスニア・
ヘルツェゴ
ビナ

運輸交通マスタープラン調査

エクアドル

国名 案件名 年度

(第2年次) 244,163,850
全国観光開発調査

12 243,118,050

15 91,666,050(第2年次)
シエラ南部地域生産活性化・貧困
削減計画調査

2件

3件

3件

44,137,0004件

2件 7,810,000

3件

4箇国 4案件 － 948,925,950

4件

13件15件 85,571,000

5件 19,977,000
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っていた。

しかし、社会環境補足調査以外の5件の再委託契約については、ＪＩＣＡに

提出されていた再委託契約書の額よりも少額の再委託契約書（計123,404米ド

ル）を再委託先が保有しており、また、これに係る再委託先の領収書は業務主

任者からＰＣＩ本社に提出されて社内の経理処理が行われており、これらによ

ると計23,816米ドルの差額が生じていた。そして、ＪＩＣＡに提出されていた

契約書及び領収書は現地で偽造されたものであった。

これは、業務主任者が現地で再委託契約を締結したところ、実際にはその契

約金額がＪＩＣＡとの業務実施契約における当該再委託契約の金額を下回った

のに、ＪＩＣＡには業務実施契約における当該再委託契約の金額どおりに支払

ったとして精算したものである。

そして、ＰＣＩは、これらの差額の使途について、業務主任者は当初、追加

調査等のために使用しようと考えたが、最終的に追加調査の必要がなくなり、

自社で経費負担することとしていた人件費、旅費等に流用したと説明してい

る。

これについては、業務主任者からＰＣＩ本社に証憑が提出されており、社内

の経理処理が行われていたが、ＰＣＩ本社では、社内の経理処理の担当とＪＩ

ＣＡに対する精算の担当との連携が図られていなかったために、ＪＩＣＡに対

しては、現地で偽造した契約書及び領収書に基づいて精算報告書を作成し、提

出していた。

なお、ＰＣＩは、これら4箇国4案件についてのＪＩＣＡの調査結果を受け、同社

としても確認の調査を行ったところ、表2-16に示した再委託契約13件のほか、ボス

ニア・ヘルツェゴビナの運輸交通マスタープラン調査及びグアテマラ共和国の全国

観光開発調査の2案件に係る再委託契約2件で、ＪＩＣＡに提出されていた再委託契

約書の額よりも少額の再委託契約書が存在していたことが新たに判明しており、現

在も、ＪＩＣＡにおいて精査を行っている。

ウ 発生原因及びＪＩＣＡの対応

以上のように、ＪＩＣＡがＰＣＩと締結した業務実施契約に係る再委託契約にお

いて適正を欠くものが認められた。

(ｱ) 発生原因

このような事態が生じていたのは、再委託先のＩＧＮにおいて実施した業務に

係る経費をめぐって不明瞭な経理処理が生じたことにもよるが、主として次のこ

とによると認められた。

ａ ＰＣＩにおいて、
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再委託に関し、現地の事情の変化により調査方法の変更や経費の流用等の必

要が生じた場合は、ＪＩＣＡと協議して契約を変更する要があったのに、開発

調査等は、比較的短期間に調査を終える必要があることから、業務主任者等が、

手続に時間を要すると考えてこれを行わずに、再委託契約書、領収書等を偽造

したり、支払を証明する領収書等を廃棄したりするなど、適正な会計処理を行

っていなかったこと。また、本社でも、調査の実施とともに現地における支払

について業務主任者の裁量に任せており、この支払に対するチェック体制が確

立されていなかったこと。

ｂ ＪＩＣＡにおいて、

再委託契約の事前の審査・承認や提出された精算報告書、証憑の形式的な審

査確認は行われていたが、海外に存在する再委託先の選定、再委託契約の実施

状況等についての実質的な把握が十分行われていなかったこと。

(ｲ) ＪＩＣＡの対応

ａ ＰＣＩに対する処分

ＪＩＣＡは、ＰＣＩが「テンピスケ川中流域農業総合開発計画」の業務実施

契約の実施に当たり、第1年次にＩＧＮと「Acuerdo」という事実上の再委託契

約を締結していたことなどが「契約競争参加資格者指名停止等措置細則」（平

成16年細則（調）第18号。以下「措置細則」という。）に定める措置要件の

「契約業務を過失により粗雑にしたと認められるとき」に該当するとして、16

年9月15日から11月14日までの2箇月間指名停止とする措置を執った。

その後、上記の調査に係る再委託業務について水増し請求の事態が明らかと

なり、ＪＩＣＡは、ＰＣＩのこれらの行為が措置要件の「不正又は不誠実な行

為をし、契約業務の相手方として不適当であると認められるとき」に該当する

と判断した。措置細則では、この場合の指名停止の期間を当該認定をした日か

ら1箇月以上9箇月以内と定めており、ＪＩＣＡは16年12月21日から17年6月20日

まで更に6箇月間指名停止とする措置を執った。

さらに、ＰＣＩは、ＪＩＣＡからの他の契約についての調査の要請に対して、

17年4月28日、不正な行為は確認されなかったと報告していたが、ＪＩＣＡの調

査により、ＰＣＩが4箇国4案件の調査に係る現地再委託業務について水増し又

は架空の請求という不正又は不誠実な行為を行っていたことが判明した。そこ
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で、ＪＩＣＡは、一連のＰＣＩの不正な行為は極めて悪質なものと判断して、

極めて悪質な事由があるため、必要があるときは、指名停止の期間を2倍まで延

長することができる旨の措置細則の規定を適用し、それまでの措置に加えて、

17年6月21日から18年3月20日まで更に9箇月間指名停止とする措置を執った。

なお、我が国ＯＤＡ事業の適正かつ効率的な実施を確保する観点から、外務

省及びＪＢＩＣにおいても、ＪＩＣＡがＰＣＩに対して執った上記の指名停止

措置と同様の措置を執った。

ｂ ＪＩＣＡにおける再発防止策

ＪＩＣＡは、17年1月12日に調達部から「コンサルタント契約の現地再委託業

務に係る事故防止策について」と題する文書をコンサルタントに発した。

さらに、ＪＩＣＡは、4箇国4案件の事態が判明した時点で、同様の事案が発

生することを防止するために、弁護士等外部有識者の参加を得て検討委員会を

発足させ、検討を進めた結果、事後チェックの強化と事前手続の合理化、効率

化等の面から手続の見直しを行い、17年12月に「コンサルタント等契約におけ

る現地再委託契約手続きガイドライン」（以下「ガイドライン」という。）を

制定し、18年1月16日以降に業務実施契約を締結する案件から適用することとし

た。

このガイドラインの内容は、具体的には次のとおりである。

① コンサルタントが入札を行う場合又は1件当たり1000万円以上の再委託契約

を締結する場合には原則として在外事務所が立ち会ったり、コンサルタント

が再委託契約を締結した後、速やかに再委託先の選定経緯の報告と再委託契

約書の写しの提出を受け、再委託先への確認を徹底する。また、再委託契約

業務完了後の第三者機関による抽出検査を導入する。

② 被援助国側の事業環境の変化にも即応できるよう、従来の再委託契約手続

における事前の審査・承認手続を廃止し、コンサルタントの責任と権限を明

確にした上で一定の裁量を与え、コンサルタントに再委託契約のための仕様

書の作成、再委託先の選定、再委託契約の締結等を自らの責任の下で行わせ

るなどして、その契約手続を機動的なものにする。

③ 一つの業務実施契約内で複数の再委託を行う場合、再委託契約の締結前で

あれば、コンサルタントの裁量で、再委託契約充当分経費の総額内において、
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各々の再委託契約経費の調整を認める。

また、ＪＩＣＡでは、外部からの情報提供に常時対応できる体制を整備する

ため、コンサルタントとの契約等ＪＩＣＡの契約業務の履行に係る不正関連情

報の通報を受け付ける「不正関連情報等提供窓口」を設置した。

エ 国会からの検査要請後に新たに判明した同種事案

(ｱ) ＪＩＣＡとＰＣＩの契約に係る同種事案

12年度から16年度までの5年間に、ＪＩＣＡがＰＣＩと締結した業務実施契約は

表2-5に示したとおり計263件ある。このうち、再委託契約が締結されているもの

から、「テンピスケ川中流域農業総合開発計画」及び表2-16の4箇国4案件に係る

ものを除くと、表2-17のとおり、47箇国80案件、115契約、175億2230万余円であ

り、それらに係る再委託契約は410件、契約金額は32億0791万余円相当となってい

る。

表2-17 ＪＩＣＡとＰＣＩの業務実施契約で再委託契約が締結されていたもの
(単位：箇国、件、千円)

再委託契約が締結されていた業務実施契約 左に係る再委託契約

国 数 案件数 契約件数 契約金額 契約件数 契約金額

47 80 115 17,522,308 410 3,207,913

会計検査院は、前記の事態も踏まえ、ＪＩＣＡがＰＣＩと締結した業務実施契

約のうち、再委託契約が締結されているものすべてを対象として、ＪＩＣＡに対

し、国内において会計書類を再度審査するとともに、再委託先に赴くなどして、

現地で次の点に留意して調査を実施し、その結果を報告するよう求めた。

① 再委託業務が契約どおりに実際に行われ、成果品がＰＣＩに納入されている

か。

② ＰＣＩがＪＩＣＡに提出した領収書に記載された金額と再委託先が実際にＰ

ＣＩから受け取った金額に相違がないか。

③ 再委託契約書及び領収書の署名者が実在の人物で、それぞれの署名は本人の

署名に間違いないか。

会計検査院は、ＪＩＣＡが実施した上記の国内での書類審査、現地における調

査の結果を聴取し、再委託契約書、領収書、成果品等関係する証憑の提示を受け

るなどして検査を実施した。また、ＰＣＩからは、同社がＪＩＣＡ等から委託を
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受けて事業を行う場合の会計処理について聴取し、また、同社が保存している銀

行口座の出入金の記録等の証憑を精査するとともに、社員に説明を求めた。

その結果、新たに11箇国13案件に係る再委託契約36件で、ＪＩＣＡに提出され

ていた再委託契約書の額よりも少額の再委託契約書が存在したり、ＪＩＣＡに提

出されていた再委託契約書に記載された再委託先と契約が締結されていなかった

りしていて、経理処理や精算手続が事実と異なり適切でなかったものが表2-18の

とおりあった。

なお、このほか、ＪＩＣＡにおいて現地調査は実施したが、再委託先が既に存

在していなかったり、その協力が得られなかったりなどして、事態の把握をする

ことができなかったものがある。

表2-18の中で、経理処理や精算手続が適切でなかったものとして掲げた金額は、

ＪＩＣＡに提出されていた再委託契約書の額よりも少額の再委託契約書が存在し

た場合には、両契約金額の差額を、また、ＪＩＣＡに提出されていた再委託契約

書に記載された再委託先と契約が締結されていなかった場合には、その再委託契

約書に記載された契約金額全額を、それぞれ邦貨換算して表示したものである。

ＰＣＩは、これらの差額の使途について、他の経費に流用したり、再委託する

予定であった業務を自ら実施したりしたと説明している。

今後、ＪＩＣＡは、ＰＣＩが実施した業務の内容、証憑等の精査を引き続き行

い、返還請求の要否の検討及びその額の確定をすることにしている。

会計検査院としては、それらの精査が終了した段階で、その報告を受け検査を

引き続き実施する。



　　　　　　　　（単位：円）

件数 内  容 金　額

土壌調査

水質調査

(第2年次) 15 110,140,800 2件 4,322,000 1件 農村社会及び市場調査 418,000

雨水計・水位計設置 859,000

水質調査

土壌調査

農村社会及び市場調査 816,000

平面図作成 58,000

第2次地方給水計画基本
設計調査

(第1年次) 15 34,127,100 1件 5,211,000 1件 自然条件調査 788,000

大カイロ都市圏総合交通
計画調査ﾌｪｰｽﾞ2

(第1年次) 14 158,631,900 4件 16,276,000 1件 道路交通調査 2,785,000

建物・地域社会経済調査 3,423,000

デジタルマップ作成 6,832,000

(第1年次
その1)

13 162,873,900 1件 971,000 1件 ＧＩＳ構築 590,000

(第2年次) 14 140,383,950 1件 2,346,000 1件 土地利用実態調査 2,198,000

土質調査 1,407,000

測量調査 82,000

建物現況調査 4,509,000

ＧＩＳデータベース構築 4,384,000

既存データ購入費 3,624,000

ＧＩＳデータベース構築 2,138,000

地質データベース構築 1,842,000

ナイジェリア
オヨ州給水衛生改善計画
基本設計調査

(第1年次) 13 84,189,000 6件 30,090,000 1件 社会経済調査 840,000

グアナバラ湾の環境に関
する管理及び改善調査

(第2年次) 14 258,871,200 2件 16,980,000 1件 水質調査 7,405,000

初期環境調査 6,024,000

農産物市場調査 9,063,000

農村社会調査 7,685,000

267,000

再委託契約

経理処理や精算手続が適切でなく今後支払内
容の精査を必要とするもの件数 合計金額

3件

1,349,000 2件 862,000

2件

2件

3件

2件

3件

案件名 年度 契約金額

2件

ゴルガン平原かんがい排
水及び農業開発計画調査

ガラス川沿岸農業基盤整
備計画

14(第1年次)

(第1年次) 13

5,303,000

95,566,0004件

22,952,0003件

2件 14,135,000

2件12 32,892,300
バセテール漁業複合施設
建設計画基本設計調査

ザーホラスカ低地持続的
農業開発支援調査

13(第2年次)
ボゴタ首都圏防災対策基
本設計調査

18,731,0003件310,119,600

1,754,000

968,000(第2年次) 14

3件

2件49,480,200

2件104,422,500

46,226,250

328,515,600

14(第2年次)

イスタンブール地震防災計
画調査

(第1年次) 13

109,786,950

226,783,200

12(第2年次)
トカンチンス州北部地域農
牧開発計画調査

表2-18

コロンビア

スロバキア

ｾﾝﾄｸﾘｽﾄ
ﾌｧｰ・ﾈｰｳﾞｨｽ

トルコ

ブラジル

ＪＩＣＡとＰＣＩの業務実施契約で経理処理や精算手続が適切でなかったもの（11箇国13案件）の概要

国名

イラン

ウガンダ

エジプト
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　　　　　　　　（単位：円）

件数 内  容 金　額

再委託契約

経理処理や精算手続が適切でなく今後支払内
容の精査を必要とするもの件数 合計金額

案件名 年度 契約金額国名

(第1年次) 12 132,642,300 2件 8,320,000 1件 観光市場調査 921,000

社会・経済影響調査 662,000

数値化及び編集 1,320,000

観光市場調査 491,000

ＧＩＳ構築 949,000

施設・機材調査 5,839,000

ｹｰｽﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄを中心とした医
療ｻｰﾋﾞｽ調査

4,048,000

ＰＨＣﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑの実施現況調
査

1,585,000

村落レベル世帯調査 11,044,000

栄養状況及び主要疾患の疫
学調査

7,896,000

(注)

36件

3件

6件

(第2年次)

(第2年次)
保健・医療サービス改善計
画調査

中部地域観光総合開発計
画調査

11,420,0003件226,345,35013

－

32,719,0006件271,029,15013

13案件

ベトナム

ラオス

11箇国

　経理処理や精算手続が適切でなかったものの金額は、ＪＩＣＡに提出されていた再委託契約書の額よりも少額の再委託契
約書が存在した事態についてはそれら差額を、再委託契約書に記載された再委託先と契約が締結されていなかった事態
についてはその契約金額を、それぞれ邦貨換算して表示したもので、今後更に精査する必要があるものである。また、千円
未満の端数については、切捨て処理している。

103,654,0002,787,461,250 49件 289,413,000

- 27 -
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上記の事態について、一例を示すと事例2のとおりである。

<事例2>

13年度 ラオス人民民主共和国：保健･医療サービス改善計画調査(第2年次）

契約金額271,029,150円（うち再委託分32,719,000円）

（調査の概要）

この調査は、保健・医療サービス改善に係る主要データのレヴュー及び関連

する現地調査を実施し、マスタープランを策定すること、並びに、本調査の実

施を通して、ラオス側の関係者に対する調査手法等の技術移転を行うことを目

的としている。

そして、本調査に必要なＧＩＳ（地理情報システム）構築、施設･機材調査

等6件について、再委託により実施したものである。

（事態の概要）

ＰＣＩは、上記の再委託契約6件について、契約どおり244,589米ドルを支払

ったとして精算報告書に再委託契約書、領収書等を添付してＪＩＣＡに提出

し、精算を行っていた。

しかし、ＧＩＳ構築以外の施設･機材調査ほか4件については、ＪＩＣＡに提

出されていた再委託契約書に記載された再委託先と契約が締結されておらず、

また、ＰＣＩは、計225,789米ドルを支払ったとしていたが、ＪＩＣＡに提出

されていた契約書及び領収書は現地で偽造されたものであった。ＰＣＩは、こ

のことについて、現地調査を開始した後、業務を適切に実施できる再委託先が

存在しないことが判明したため、再委託せずに自ら業務を実施し、差額につい

ては医師その他専門家の雇用等調査の実施のために使用したと説明している。

また、ＧＩＳ構築については、ＰＣＩが再委託先からの請求書に基づき実際

に再委託先に支払い、社内の経理処理を行った金額は、ＪＩＣＡに提出された

領収書等の金額18,800米ドルよりも少ない11,685米ドルで、7,115米ドルの差

額が生じており、ＪＩＣＡに提出されていた契約書及び領収書は現地で偽造さ

れたものであった。ＰＣＩは、この差額について、ＪＩＣＡから依頼されたワ

ークショップ開催等のために使用したと説明している。

ＪＩＣＡによるこれらの関係証憑の確認には、更に時間を要する状況となっ

ている。

(ｲ) 外務省及びＪＢＩＣとＰＣＩの契約に係る同種事案

会計検査院は、外務省が12年度から16年度までの過去5年間にＰＣＩと締結した

すべての委託契約を対象として検査したところ、ＰＣＩが再委託契約を締結して

いたものはなかった。
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また、会計検査院は、ＪＢＩＣに対し、ＪＢＩＣが12年度から16年度までの過

去5年間にＰＣＩと締結したすべての委託契約を対象として、ＪＢＩＣが保存して

いた精算報告書により再委託契約の有無を調査するよう求めたところ、ＰＣＩが

再委託契約を締結していたものが、表2-19のとおり、5箇国6案件（契約金額計4億

6079万余円）において見受けられた。そこで、会計検査院は、ＪＢＩＣに対し、

上記の精算報告書を各駐在員事務所に送付し、各事務所は再委託先に赴くなどし

て、

① 再委託契約の契約金額は正しいか、

② 再委託先は実在するか、

③ 再委託業務は契約どおり行われていたか

について、現地における調査を実施し、その結果を報告するよう求めた。

表2-19 ＪＢＩＣとＰＣＩとの契約実績
（単位：件、千円）

ＪＢＩＣとＰＣＩとの契約 うち再委託を含むもの
年度

案件数 契 約 金 額 案件数 契 約 金 額

12 5 245,681 1 68,243
13 10 391,080 3 182,502
14 8 526,823 1 96,193
15 12 517,345 1 113,850
16 10 119,469 - -

計 45 1,800,400 6 460,790

（注）1件200万円以上の委託契約を対象として集計している。

そして、会計検査院は、ＪＢＩＣが実施した現地における調査の結果を聴取し、

再委託契約書、領収書等関係する証憑の提示を受けるなどして検査を実施した。

その結果、1案件については、契約書及び領収書記載の再委託先が現地調査時点

には既に存在しておらず、事態を把握することができなかったが、残り4箇国5案

件に係る再委託契約8件（再委託契約金額邦貨換算額36,157,043円）のうち、1箇

国2案件に係る再委託契約2件について、ＪＢＩＣに提出されていた再委託契約書

の額よりも少額の再委託契約書が存在していて、経理処理や精算手続が事実と異

なり適切でなかったことが判明した。ＪＢＩＣでは精査を行い、過大に支払われ

た額4,711,892円及び利息分等の返還を請求し、18年8月25日までにＰＣＩから5,

707,084円を返還させた。その概要は表2-20のとおりである。
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表2-20 ＪＢＩＣとＰＣＩの契約に係る同種事案概要
（単位：件、円）

再 委 託 契 約
国 年 契約金額

うち経理処理や精算手続が適切で案 件 名 件 支払合計
なく過大に支払われたもの名 度 (精算金額) 数 金 額

件数 業務内容 金 額

イ 78,471,750 2 13,842,650 1 水質・堆 1,193,292「アサハン水力発電

ン 積物内容アルミ製錬事業」援

ド ( 調査助効果促進調査 SAP (75,763,733)
S）第2フェーズに係ネ
る業務委託シ 13

ア
共 48,171,900 1 9,563,000 1 社会調査 3,518,600「ジャボタベック圏

鉄道網総合インパク和
(48,171,900)国 ト評価」に係る調査

業務委託

計 126,643,650 3 23,405,650 2 4,711,892

ＪＢＩＣでは、コンサルタントは、現地で再委託する場合の費用を、業務に直

接に関連する費用である直接業務費のうち、現地において円貨以外の通貨で支払

う現地業務費に計上することができることとしている。そして、妥当な事由があ

れば、現地再委託の費用が変更になっても、契約時に定めた直接業務費の総額の

範囲内で流用して精算を行うことができることとしている。ＰＣＩは、今回の事

案は、ＰＣＩ側において変更事由を説明の上、流用の手続をしていれば問題はな

かったのにこれを行わなかったために生じたと説明している。

また、ＪＢＩＣは、16年4月に委託契約に係る精算方法等を示した「経費算出に

伴う契約・支払いに係る積算・精算の運用指針」（以下「運用指針」という。）

を定め、コンサルタントに対して周知していたが、経理処理や精算手続が適切で

なかったものがあったことから、ＰＣＩに対して運用指針に則した適正な精算を

行うよう改めて指導するとともに、他のコンサルタントに対しても指導を徹底し

た。

オ ＪＩＣＡ等とＰＣＩ以外のコンサルタントとの契約

会計検査院は、ＰＣＩ以外のコンサルタントについても同様に、再委託契約を含

む委託契約について、現地における調査を実施するようＪＩＣＡ等に求めた。

ＪＩＣＡがコンサルタントと締結した業務実施契約のうち、現地での再委託契約

を含む契約を示すと表2-21のとおりである。
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表2-21 業務実施契約のうち現地での再委託契約を含むもの
（単位：件、％）

年度 契約件数 うち再委託契約を含む契約 比率

12 332 180 54.2
13 315 175 55.5
14 315 180 57.1
15 298 157 52.6
16 318 167 52.5

計 1,578 859 54.4

そして、ＪＩＣＡは、ＰＣＩ以外のコンサルタントと締結した契約で、再委託契

約が締結されていたもののうち、受注実績が上位を占めるコンサルタントとの契約

や在外事務所が存在しない国において実施された案件で再委託契約が1000万円以上

のものである19案件31契約について、再委託先に赴いて再委託契約の有無及び契約

金額の確認を行うなどの現地における調査を実施した。それに加えて、ＪＩＣＡが

上記現地における調査の対象とした案件に係るコンサルタント各社に対して、その

他の案件についても自ら調査を行い、その結果をＪＩＣＡに報告するよう求めたも

のが41案件54契約ある。

また、ＪＢＩＣは、ＰＣＩ以外のコンサルタントと締結した契約金額が3000万円

以上の契約で、再委託契約が締結されていたもののうち11件について、ＪＢＩＣが

保存していた精算報告書を各駐在員事務所に送付し、各事務所が再委託先に赴くな

どして再委託契約の有無及び契約金額の確認を行うなどの現地における調査を実施

した。

これらＰＣＩ以外のコンサルタントに対する調査の状況は表2-22のとおりである。
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表2-22 ＰＣＩ以外のコンサルタントに対する調査の状況
(単位：件、箇国、千円)

ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ数 国数 案件数 契約数 契 約 金 額 再委託金額

ＪＩＣＡ 20 39 60 85 12,305,245 2,223,733

注(1)

ＪＢＩＣ 8 7 11 11 566,897 70,891

注(2) 注(2)

計 23 43 71 96 12,872,142 2,294,624

注(1) ＪＢＩＣの契約のうち、2契約については複数国を対象としているが、これについて
はそれぞれ1箇国として計上している。

注(2) コンサルタント数、国数の合計については、ＪＩＣＡとＪＢＩＣで重複しているもの
があり、合計欄は純計で表示している。

会計検査院は、これらの調査の結果として、契約又は精算に当たり適切を欠いて

いた事態は見受けられなかったとの報告を18年5月までに受けている。会計検査院と

しては、今後これらの調査結果について報告の内容を検証することとする。

(3) 外務省、ＪＩＣＡ及びＪＢＩＣのＰＣＩ等日本の開発コンサルタント会社に対する

事務・業務の委託契約の状況

ア ＪＩＣＡにおける契約の事務手続

ＪＩＣＡにおけるコンサルタントに対する委託契約については、次の(ｱ)から(ｴ)

のとおり、事務手続が行われている（図2-1参照）。

(ｱ) 契約の締結

ＪＩＣＡは、「独立行政法人国際協力機構会計規程」（15年規程（経）第9号）、

「一般契約事務取扱細則」（15年細則（調）第8号）等を制定し、その規定に従っ

て契約業務を行っている。さらに、「コンサルタント等契約事務取扱細則」（15

年細則（調）第9号、以下「取扱細則」という。）を制定し、コンサルタントと締

結する業務実施契約、役務提供契約等に関する事務の取扱いについて必要な事項

を定めている。また、コンサルタントと契約を締結する場合には、あらかじめ案

件情報の公示を行うことを原則としている。この公示には受注者に求める能力や

経験の目安を「参加要件」として記載している。

(ｲ) 契約の相手方の選定の原則

上記の会計規程では、技術提案書（以下「プロポーザル」という。）等の評価

結果により契約相手方を決定する場合等においては、随意契約によることができ
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図2-1 ＪＩＣＡの業務実施契約の流れ
ＪＩＣＡ

担当部 調達部 開発コンサルタント

事前調査

実施計画書作成 公示案の作成 案件の公示
関心表明の提出

契約請求

選定準備作業
①業務指示書の検討
②評価表の作成

選定委員会（第１回）
①業務指示書の決定
②評価表の決定

業務指示書の配布

プロポーザル・見積
書の作成・提出

プロポーザル・見積
書の受理

プロポーザルの評価

選定委員会（第２回）
①プロポーザルの評価
②契約交渉順位の決定

契約交渉

契約金額の確定・契約の締結

業務の実施 業務の実施
・監督

実績評価 業務完了報告書（成果
品）の作成・提出

業務完了報告書
(成果品)の検査

精算報告書の作成
提出

精算報告書の検査

精算金額の確定・通知 請求書の作成・提出

最終支払 請求書の点
検
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ると定めている。そして、取扱細則では、業務実施契約においては、原則として、

プロポーザルにより、コンサルタントの業務を達成するための能力等を評価する

ことによって、競争的に契約の相手方を選定する方式（以下「プロポーザル方

式」という。）によることとされている。

プロポーザル方式の手続は、次のとおりとなっている。

① ＪＩＣＡは、コンサルタントに提示する業務指示書を作成する。この業務指

示書には、業務の目的、内容、業務の工程、業務量等プロポーザルを行うのに

必要な事項を記載する。

② ＪＩＣＡは、プロポーザルの提出を求めるコンサルタントを指名し、業務指

示書の提示とプロポーザルの提出依頼を行う。このプロポーザルには、業務の

実施方法やコンサルタントの経験、能力等の事項を記載させる。また、プロポ

ーザルの提出に当たっては、当該業務の実施を前提とした見積価格とその算出

根拠を記載した書面も添付させる。

③ ＪＩＣＡは、指名コンサルタントから提出されたプロポーザルを受理した後、

プロポーザルを評価し、評点の高い順に応じコンサルタントとの交渉順位を決

定する。第1順位と第2順位以下との評点の差が僅少である場合は、提出された

見積価格等を参考として交渉順位を決定する。そして、交渉順位を決定したと

きは、第1順位のコンサルタントと契約金額その他契約の締結に必要な事項につ

いて契約交渉を行う。その際、契約金額については、提出された見積価格が、

ＪＩＣＡにおいて実施計画書を作成する際、経費の積上げにより予定価格に準

ずるものとして算出した概算予算額の範囲内であるかなどを基礎に決定する。

その結果、契約の相手方となるコンサルタントを決定し、契約を締結する。

(ｳ) 指名基準

取扱細則により、業務実施契約においてコンサルタントを指名しようとすると

きは、原則として、案件情報の公示に基づいて関心表明書を提出したコンサルタ

ントを指名することとされている。

(ｴ) プロポーザル方式によらない選定方法

取扱細則では、次の場合等においてはプロポーザル方式によらないで契約の相

手方を選定できると定めている（以下、この選定方法による契約を「特命随契方

式」という。）。
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① コンサルタントとの契約によって実施する業務の全体工程が2年度以上にわた

る場合であって、プロポーザル方式により選定した初年度の契約の相手方を、

引き続き翌年度以降において契約の相手方として選定する場合。

② 極めて緊急な場合や、ＪＩＣＡの行為を公にすることがＪＩＣＡにとって不

利益である場合等特別な事由がある場合。

このうち、開発調査の業務は、全体工程が複数年にわたる場合が多いことから、

2年度目以降の契約はこの選定方法によっている。

イ ＪＩＣＡにおける業務実施契約及び再委託契約の締結

(ｱ) 業務実施契約

ＪＩＣＡがコンサルタントと締結する業務実施契約書には、次のような条項が

設けられている。

① 受注者は、契約に定めるもののほか、附属書である、「共通仕様書」、「特

記仕様書」、「契約金額の内訳書」及び「業務従事者名簿」に従い調査を実施

しなければならない。

② 受注者は、従事者名簿において、業務主任者を定めなければならない。そし

て、業務主任者は業務の実施についての総括管理をつかさどるほか、契約に基

づく受注者の権限を有する。

③ 受注者は、業務を完了したときは、遅滞なく、発注者に対して業務完了報告

書、成果品及び契約金額精算報告書を提出しなければならない。また、契約金

額の精算については、受注者は、精算を必要とする所定の費目についての精算

を行うに当たって、精算報告書の提出と同時に必要な証拠書類一式を発注者に

提出し、発注者の確定を求めなければならない。

④ 発注者は、精算報告書を検査の上、契約金額の範囲内において契約金額を精

算することにより、金額を確定し、これを受注者に通知しなければならない。

なお、軽微な金額の変更の場合を除き、コンサルタントの裁量による当該費用

の流用は認めない取扱いとしている。ただし、再委託契約については、前記の17

年12月に制定したガイドラインにおいて、一つの業務実施契約内で複数の再委託

を行う場合、その締結前であれば、コンサルタントの裁量で、再委託契約充当分

経費の総額内において当該費用の流用を認めることとされている。

(ｲ) 再委託契約
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ＪＩＣＡでは、現地における再委託契約の締結に当たっては、技術的に現地の

資源で対応可能なこと、経済的に我が国から技術者を派遣するより安価であるこ

とを前提としている。

ＪＩＣＡの事業担当部は、事前調査において、本格調査の内容検討を行ってお

り、本格調査で業務の一部を再委託する必要性が認められる場合は、業務実施能

力等の視点から再委託先を検討し、可能な範囲で価格調査等を行っている。そし

て、事前調査の結果や類似業務の実績に基づき、必要に応じて再委託業務の経費

の見積りを行い、本格調査の実施計画書を作成している。また、再委託を認める

業務については、その旨を業務指示書に明記し、これをコンサルタントに配付し

ている。その後コンサルタントが再委託を希望する場合はプロポーザルにおいて

再委託を提案することになる。

コンサルタントが共通仕様書に基づき作成する業務計画書には、業務の実施方

針のうち、その他項目として、再委託業務の仕様を示すこととされている。

発注者であるＪＩＣＡは、契約の適正な履行を確保するため、監督職員、分任

監督職員を定めることとされている。そして、この監督職員等は、ＪＩＣＡが定

める「コンサルタント等契約に係る監督・検査に関する取扱要領」により、「発

注者があらかじめ権限を与えた範囲における業務計画書の変更及び再委託契約に

ついての協議」や「緊急時における業務計画書の変更及び再委託契約についての

協議」を行うことができることとされている。

受注者が調査業務の一部の実施を第三者に委託し、又は請け負わせる場合には、

発注者は、受注者に対して、受託者又は下請負人の名称その他必要な事項の通知

を求めることができることとされている。

そして、以前は、開発調査を受注したコンサルタントが、調査の一部を再委託

する場合、仕様書を作成し、ＪＩＣＡの承認を得た後に3社の見積りを徴し、技術

力（業務実施能力）及び価格を考慮して再委託先を選定し、ＪＩＣＡにその結果

を報告するとともに、現地再委託契約書の案を提出して、ＪＩＣＡから承認を得

た後に再委託契約を締結することとされていた。

ガイドラインにおいては、コンサルタントに再委託契約のための仕様書の作成、

再委託先の選定、再委託契約の締結等自らの責任の下で行わせることとされてい

る。
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なお、現地に適切な再委託先がなくコンサルタントが自ら調査を行うこととな

ったり、当初予定していなかった新たな調査の必要が生じたりしたなどの場合に

は、ＪＩＣＡと協議の上、再委託に関し契約の変更を行うこととなる。

コンサルタントが業務実施契約による業務を終了したときには、業務完了報告

書を提出することが義務づけられており、この中で、業務関連事項として現地再

委託業務内容を含めなければならないこととされている。

さらに、ＪＩＣＡに提出する精算報告書に添付する再委託契約の精算書類とし

ては、再委託契約書（写し）、再委託先からの請求書及び領収書が定められてい

る。ＪＩＣＡは、精算報告書の確認時にこれらの内容を審査確認して再委託契約

書に基づきコンサルタントから再委託先に支払がなされたかを確認することにな

っている。

ウ ＪＩＣＡにおけるコンサルタントとの契約の実績

ＪＩＣＡは、コンサルタントについて登録制度を設けており、コンサルタント登

録している法人が業務実施契約の契約の対象となる。18年3月31日現在の登録法人数

は680であり、この中には、ＮＰＯ16、国立大学法人18、学校法人5が含まれている。

12年度から16年度までの業務実施契約の実績をコンサルタントごとにみると、契

約額の合計の上位10社の実績は表2-23のとおりである。

業務実施契約においては、上位10社で契約件数の3分の2、契約額の2分の1を占め

ており、中でも、ＰＣＩを含む上位2社で契約件数、契約額ともに3割前後を占める

状況となっている。
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表2-23 業務実施契約における契約額上位10社
（上段：契約件数(単位：件)、下段：契約額（単位：百万円））

ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ名 12年度 13年度 14年度 15年度 16年度 計(比 率)

1 ＰＣＩ 56 52 56 58 41 263( 16.6)
4,698 4,445 5,010 4,717 3,023 21,894( 16.0)

2 日本工営(株) 57 57 47 53 67 281( 17.8)
4,179 4,125 3,122 3,084 3,037 17,548( 12.8)

3 国際航業(株) 18 18 15 12 11 74( 4.7)
1,365 1,832 1,568 1,315 750 6,832( 5.0)

4 (財)国際開発セ 18 13 13 14 18 76( 4.8)
ンター 992 779 834 1,178 1,525 5,308( 3.9)

5 (株)三祐コンサ 22 18 18 14 11 83( 5.2)
ルタンツ 1,379 950 979 766 388 4,464( 3.2)

6 (株)コーエイ総 12 11 10 13 14 60( 3.8)
合研究所 739 635 722 1,025 893 4,016( 2.9)

7 八千代エンジニ 15 15 13 13 23 79( 5.0)
ヤリング(株) 957 723 545 593 777 3,597( 2.6)

8 ユニコインター 14 11 10 12 10 57( 3.6)
ナショナル(株) 1,031 873 424 439 768 3,538( 2.5)

9 (株)片平ｴﾝｼﾞﾆｱﾘ 10 4 7 7 12 40( 2.5)
ﾝｸﾞ･ｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ 892 386 474 672 589 3,014( 2.2)

10 ｼｽﾃﾑ科学ｺﾝｻﾙﾀﾝﾂ 8 12 8 10 7 45( 2.8)
(株) 602 611 427 809 371 2,823( 2.0)

5年間の合計上位10社 1,058( 67.0)
73,038( 53.6)

業務実施契約合計 332 315 315 298 318 1,578(100.0)
31,504 29,620 26,875 25,792 22,319 136,112(100.0)

業務実施契約の実績を、開発調査及び無償資金協力の基本設計調査等の別に示す

と表2-24のとおりとなっている。
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表2-24 業務実施契約の内訳

(注) 12～15年度の開発調査の件数・金額は、社会、農村水産、鉱工業各開発調査部の契約を、
16年度は社会、人間、農村、経済各開発部、地球環境部の契約及び在外事務所契約の一部の
契約をそれぞれ集計した。

12年度から16年度までの対象分野別の契約実績は表2-25のとおりとなっている。

ＪＩＣＡがコンサルタントと業務実施契約を締結して実施する調査の対象分野とし

ては、運輸・交通及び社会基盤が、件数、金額とも大きな比重を占めているが、人

的資源開発等ソフト面での調査も増加してきており、多種多様な分野に及んでいる。

(単位：件、百万円）

件数 金  額 1件当たり
の単価

件数 金  額 1件当たり
の単価

件数 金  額 1件当たり
の単価

(A) (B) (B/A） (A) (B) (B/A） (A) (B) (B/A）
12 227 26,374 116.18 105 5,129 48.85 332 31,504 94.89
13 218 25,098 115.13 97 4,521 46.61 315 29,620 94.03
14 197 21,840 110.86 118 5,035 41.67 315 26,875 85.32
15 176 21,122 120.01 122 4,670 38.28 298 25,792 86.55
16 181 18,110 100.05 137 4,209 30.72 318 22,319 70.18

計 999 112,546 112.65 579 23,566 40.70 1,578 136,112 86.25

開 発 調 査 基本設計調査等 計

年度



- 40 -

表2-25 業務実施契約における調査対象分野別契約実績
（単位：件、百万円）

12年度 13年度 14年度 15年度 16年度
分 類

件数 金 額 件数 金 額 件数 金 額 件数 金 額 件数 金 額

計画・行政 39 3,672 43 3,295 36 3,325 18 1,857 27 2,476

環境 13 1,181 14 1,170 14 1,569 15 1,567 10 774

社会配慮 3 351 3 297 4 284 2 76 － －

人的資源 9 746 10 937 15 907 27 2,143 30 1,812

都市衛生 28 3,999 23 1,901 26 2,334 16 2,069 20 1,151

運輸・交通 52 6,070 40 5,005 47 5,624 40 4,222 62 5,235

社会基盤 72 7,002 70 7,038 75 6,904 61 5,987 48 4,272

通信・放送 2 48 9 646 7 520 1 47 3 82

農業 15 1,321 16 1,662 21 1,342 36 2,696 33 2,191

林業 11 1,165 10 885 6 345 7 475 9 542

水産 17 849 18 1,161 15 677 10 473 10 481

鉱業 4 420 5 353 3 282 2 159 1 138

工業 19 1,434 10 1,039 5 447 10 656 11 841

エネルギー 27 1,800 25 2,263 23 1,428 24 1,601 22 1,172

商業・観光 8 695 5 812 2 33 5 730 5 318

科学・文化 － － － － － － 1 22 3 51

保健・医療 13 742 13 1,057 15 710 22 962 23 713

社会福祉 － － 1 91 1 135 1 42 1 58

計 332 31,504 315 29,620 315 26,875 298 25,792 318 22,319
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業務実施契約におけるコンサルタントの選定方式別の契約実績は表2-26のとおり

となっている。

表2-26 業務実施契約のコンサルタント選定方式別契約実績
（単位：件、百万円）

年 プロポーザル方式 特命随契方式 計

度 件数 金 額 件数 金 額 件数 金 額

12 201 17,156 131 14,347 332 31,504
13 150 11,055 165 18,564 315 29,620
14 168 12,617 147 14,258 315 26,875
15 131 9,331 167 16,461 298 25,792
16 185 10,993 133 11,325 318 22,319

計 835 61,153 743 74,958 1,578 136,112

また、プロポーザルの提出状況や特命随契方式とした理由は、表2-27のとおりと

なっている。

表2-27 プロポーザルの提出状況や特命随契方式とした理由
（単位：件、百万円）

プロポーザル方式 特命随契方式
年

複数社から 1社だけか 新方式 初年度から引き その他の理由
度 提出のあっ ら提出のあ (注) 続き契約の相手 に該当するも

たもの ったもの 方としたもの の

12 件数 130 64 7 125 6
金額 9,622 5,873 1,659 14,119 228

13 件数 108 39 3 156 9
金額 7,243 3,546 264 18,337 227

14 件数 129 38 1 141 6
金額 10,178 2,408 29 13,935 323

15 件数 103 28 167 -
金額 6,983 2,347 16,461 -

16 件数 122 63 127 6
金額 6,823 4,170 11,095 230

計 件数 592 232 11 716 27
金額 40,851 18,347 1,954 73,948 1,009

(注) プロポーザル方式のうちの新方式は、港湾（漁港を除く）・鉄道分野の開発調査につい
て、特命により選定される公益法人とプロポーザルにより選定される民間コンサルタント
との共同企業体を契約の相手先とする契約方式であったが、15年度以降廃止されている。

エ 外務省及びＪＢＩＣにおけるコンサルタントとの契約の状況

(ｱ) 外務省における契約の状況
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前記のとおり、外務省はＮＰＯを含むコンサルタントとの間で委託契約を締結

し、ＯＤＡ評価有識者会議による国別評価等、評価に係る調査等を実施している。

そして、その実績は表2-1～2-3に示したとおりであり、（項）経済協力費から支

出されている。

国が契約を締結する場合には、会計法（昭和22年法律第35号）、予算決算及び

会計令（昭和22年勅令第165号）等に従い、原則として一般競争に付さなければな

らないとされているが、契約の性質又は目的により競争に加わるべき者が少数で

一般競争に付する必要がない場合及び一般競争に付することが不利と認められる

場合においては、指名競争に付するものとされている。また、契約の性質又は目

的が競争を許さない場合、緊急の必要により競争に付することができない場合等

は随意契約によることができるとされている。

外務省がコンサルタントと締結する契約はいずれも随意契約によっているが、

公平性、透明性等を確保するため、プロポーザル方式により契約の相手方を決定

している。

その方法としては、外務省のホームページに公示し、業務説明会を開催して業

務指示書を提示するなどした後、提出されたプロポーザルを審査し、一定の評点

を得たコンサルタントに対し面接を行い、プロポーザルの審査及び面接の総合点

で第1位となった者を契約の相手方として決定する。なお、複数のコンサルタント

が候補順位として1位となった場合は、プロポーザルに添付して提出させる見積書

に記載されている見積価格の最も低い者を契約の相手方として決定することにな

る。

(ｲ) ＪＢＩＣにおける契約の状況

ＪＢＩＣは、海外経済協力業務に関連して必要な調査として、有償資金協力促

進調査を実施しているほか、円借款事業の評価等も実施しており、コンサルタン

トを活用している。

ＪＢＩＣでは、国内外の様々な知見を有効活用するとの理由から、コンサルタ

ントの登録制度を設けていない。

そして、必要に応じて相手国に対して職員を派遣し、その後、委託する具体的

な調査対象案件及び調査内容を決定した上、公示を行う。

ＪＢＩＣの「プロポーザル方式に係るコンサルタント等事務取扱規則」（11年
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制定）において、業務に係る調査等、公募により最もふさわしい調達先を選定す

ることが適当と認められるものは、プロポーザル方式によることとされている。

プロポーザル方式においては、コンサルタントの選定は、原則として、予定価格

を定め、コンサルタントから当該調査等業務の実施に関するプロポーザルを公募

し、その優劣を評価し、契約交渉順位を決定し、ＪＢＩＣの作成した予定価格の

範囲内でコンサルタントと契約を締結することになる。

ＪＢＩＣにおけるコンサルタント選定方式別契約実績は表2-28のとおりとなっ

ている。

表2-28 ＪＢＩＣにおけるコンサルタント選定方式別契約実績
（単位：件、百万円）

年 プロポーザル方式 非ﾌﾟﾛﾎﾟｰｻﾞﾙ方式 計

度 件数 金 額 件数 金 額 件数 金 額

12 27 1,766 114 1,639 141 3,406
13 47 2,807 76 859 123 3,667
14 44 2,733 157 2,140 201 4,873
15 67 2,923 193 2,402 260 5,326
16 83 2,160 108 1,045 191 3,206

計 268 12,392 648 8,088 916 20,480

(注) 1件200万円以上の委託契約を対象として集計している。

ＪＢＩＣがコンサルタントと締結する委託契約の中には、業務の内容により現

地コンサルタントを使用する再委託業務を伴うものがあるが、コンサルタントが

現地コンサルタントを使用する必要があると判断した場合には、事前にＪＢＩＣ

に了解を得て再委託契約を締結することになっている。

前記の16年4月に定めた運用指針において、コンサルタントは、現地で再委託す

る場合の費用を、業務に直接に関連する費用である直接業務費のうち、現地にお

いて円貨以外の通貨で支払う現地業務費に計上することができることとされてい

る。また、妥当な事由があれば、現地再委託の費用が変更になっても、契約時に

定めた直接業務費の総額の範囲内で流用して精算を行うことができることになっ

ている。そして、この現地で再委託する場合の費用については、ＪＢＩＣに提出

する精算報告書に精算内容が分かる再委託契約書と領収書の写しを添付すること

とされている。ＪＢＩＣ管理部では、調査等業務の主管部室に対し、この精算報

告書を精算後最低1年間保存するよう指導している。
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3 検査の結果に対する所見

ＯＤＡにおいては、対象となる分野が多岐にわたっており、高い技術力と援助ニーズ

の多様化に伴う専門性が従来にも増して要求されていることから、コンサルタントの果

たす役割とそれに対する信頼が不可欠となっている。特に、ＪＩＣＡが開発調査等を実

施するためにコンサルタントと締結する業務実施契約においては、その過半において再

委託契約が締結される現状となっている。そうした中で、コンサルタントが現地で締結

した再委託契約の精算に当たって、ＪＩＣＡにおいて、対コスタリカＯＤＡのＰＣＩに

係る不祥事が発覚し、さらに、4箇国4案件について適正を欠く事態があり、また、ＪＢ

ＩＣにおいて1箇国2案件について適切でなかった事態があったことは遺憾である。

コンサルタントは、ＪＩＣＡから事前に承認を得て現地で再委託契約を締結すること

とされていたが、ＪＩＣＡは、承認後は、再委託先及び再委託契約の実施状況の把握を

十分行っていなかった。上記の事態を踏まえ、ＪＩＣＡは、ガイドラインを定め、再委

託契約締結後の契約の確認の徹底と再委託契約業務完了後の第三者機関による抽出検査

の導入等を図っているところである。また、ＪＢＩＣは、運用指針に則した精算を行う

よう指導を徹底しているところである。

ＪＩＣＡ等においては、再委託契約を伴うコンサルタントとの委託契約について、ガ

イドライン等に沿って、適正な契約の履行の確保に徹底を期する必要がある。また、外

務省においては、このような事態が生じることがないように、ＪＩＣＡ等に対し指導監

督等を十分に行う必要がある。

会計検査院としては、今後とも、ＯＤＡに関するコンサルタントとの委託契約につい

て、特に再委託契約に関しては、ＪＩＣＡ等が講じた再発防止策が有効に機能して、適

正な契約の履行が確保されているか、引き続き注視していく。

そして、今回の検査によって、再委託契約に係る経理処理や精算手続が事実と異なっ

ていることが判明したＪＩＣＡとＰＣＩとの委託契約に係る11箇国13案件については、

今後、ＪＩＣＡによる精査の結果の報告を踏まえ、引き続き検査を実施する必要がある。

また、ＰＣＩ以外のコンサルタントとの委託契約について、現地での再委託契約の精

算の適否について報告を求めたところ、ＪＩＣＡでは39箇国における20コンサルタント

に係る60案件、ＪＢＩＣでは7箇国における8コンサルタントに係る11案件の再委託契約

の精算の適否について、特に問題がなかった旨の報告を受けている。これらの71案件に

ついては、ＪＩＣＡ等の報告における調査内容を検証する必要がある。



- 45 -

したがって、これらＰＣＩに係る13案件の検査及びＰＣＩ以外のコンサルタントに係

る71案件の検証の結果については、取りまとめが出来次第報告することとする。
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第3 草の根・人間の安全保障無償援助の実施状況について

1 検査の対象、着眼点及び方法

(1) 検査の対象

会計検査院は、外務省が7箇国10在外公館において13年度から16年度までに実施した

草の根・人間の安全保障無償資金協力（14年度以前は草の根無償資金協力）428件、計

30億2234万余円（金額は邦貨換算額。以下、本文において同じ。）を対象として、援

助の実施状況を検査した。

このうち、実施年度、分野、被供与団体等を勘案して選定した10在外公館の52件、

計4億5303万余円については、援助の対象となった施設、機材等の利用状況を調査した。

(2) 検査の着眼点

会計検査院は、次の点に着眼して検査した。

① 外務本省においては、制度の導入の背景や変遷、近年における援助の目的、対象

はどのようなものか、援助実績及び実施手続はどのようになってきたか。

② 在外公館においては、外務本省が定めた実施手続に従い、契約の締結、資金の供

与、案件の進ちょくを把握するモニタリングなどを適切に行い、案件の終了後、当

初想定した事業効果が発現しているかを検証するフォローアップを実施しているか。

③ 援助の対象となった施設、機材等は、案件当初の目的に即して十分利用されてい

るか。

(3) 検査の方法

外務本省から、援助実績の推移、実施手続等に関する各種資料の提出を受け、説明

を聴取するとともに、10在外公館に職員を派遣して、各案件の実施状況や援助の対象

となった施設、機材等の利用状況について説明を受け、その一部については現場確認

を行うなどして現地調査を実施した。

なお、本件事案の検査の過程において、外務本省及び10在外公館に対する会計実地

検査及び7箇国における現地調査に要した人日数は96.2人日である。

2 検査の結果

(1) 制度の概要
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ア 制度の導入の背景、変遷

我が国は、開発途上国の経済社会開発、民生の安定、福祉の向上等に貢献するこ

とを目的として無償資金協力等の経済協力を実施してきている。このうち草の根・

人間の安全保障無償資金協力は、病院、学校、道路、かんがい施設等の建設及び公

共の輸送用車両等の調達を対象とする一般プロジェクト無償等の無償資金協力の枠

組みの一部として位置付けられている。

本制度は、①開発途上国の援助要請が多様化しており、迅速かつ的確に対応する

必要性があったこと、②我が国以外の主要援助国が小規模な無償援助を実施し、大

きな外交的効果を上げていたことなどから、元年度に、非政府団体（Non-Governme

ntal Organization。以下「ＮＧＯ」という。）等を被供与団体とする小規模無償資

金協力として創設されたものである。元年度には、実施国数32箇国、案件数95件、

予算額3億円であったが、年々予算規模が増大した。7年度には、案件1件当たりの援

助額がＮＧＯ等を対象とする援助としては必ずしも小規模とはいえなくなったこと

から、草の根無償資金協力と改称された。

そして、15年度には、人間の生存、生活、尊厳を直接に脅かす深刻かつ広範な脅

威から人々を保護し、個人やコミュニティが自立するための能力を育成することが

必要であるとの人間の安全保障の考えを反映させることとしたことから、草の根・

人間の安全保障無償資金協力と改称された。

イ 目的、対象等

本制度は、我が国に対する信頼感を醸成させるとともに援助要請への機動的な対

応が可能であるとして実施されてきたもので、開発途上国の所得水準などを考慮し

て決定した国又は地域（16年5月現在132箇国（地域））を対象としている。そして、

多様な開発要請に対し、当該国の経済・社会情勢に精通している我が国の在外公館

が、当該国又は地域において活動しているＮＧＯ、地方公共団体、教育・医療機関

等の実施する比較的小規模な案件に資金を供与し、一般国民等のいわゆる草の根レ

ベルに直接援助の効果が発現することを目的としている。

案件1件当たりの供与限度額については、原則として1000万円以下とされている。

そして、案件の内容に応じて一定の基準を満たす場合には、従来は最大5000万円

（ただし、地雷案件のみ12年度から1億円）までであったが、15年度からは人間の安

全保障の考えを反映する案件をより積極的に支援するとして、最大1億円までに拡充
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された。

また、本制度の援助の申請は、援助を希望する団体から、個別の案件に係る援助

の必要性等の関連情報を適時に入手することが可能な在外公館に対して直接行われ

ることになっている。そして、本制度の援助は、在外公館と被供与団体との間にお

いて贈与契約を締結すれば足り、我が国と被援助国との間において交換公文を締結

する必要がないことなど、一般プロジェクト無償に比べて、援助の実施手続が簡略

化され迅速化が図られていることが特長となっている。

ウ 援助実績

13年度から16年度までの草の根・人間の安全保障無償資金協力（14年度以前は草

の根無償資金協力。以下、本文において同じ。以下「草の根無償」という。）の援

助実績は、表3-1のとおり、予算額が13年度及び14年度は100億円であったものが15

年度及び16年度は150億円と増加し、16年度では、国（地域）数は108、案件数は1,

306件、外務本省が草の根無償として在外公館に資金前渡した金額（送金通貨は米ド

ル等の外貨）は128億9694万余円となっている。

表3-1 年度別援助実績 (単位：百万円､国(地域)､件)

年度 予算額 国(地域)数 案件数 金額

13 10,000 119 1,731 9,986

14 10,000 112 1,415 9,497

15 15,000 113 1,404 11,156

16 15,000 108 1,306 12,896

そして、この援助実績の推移を地域別にみると、表3-2のとおり、13年度及び14年

度は、アジア、中南米及びアフリカの3地域が、上位を占めていたが、これに対し1

5年度及び16年度では、中近東地域が大幅に増加し、中近東、アジア及び中南米の3

地域が、上位を占めている。
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表3-2 地域別援助実績 (単位：件､百万円)

年度 13 14 15 16

地域 件数 金額 件数 金額 件数 金額 件数 金額

(3) (61) (23) (708)
中近東 <7> <603> <26> <2,046>

144 802 169 1,071 297 2,834 350 5,266

(10) (256) (18) (440) (11) (189) (6) (160)
アジア <2> <147> <4> <273> <6> <456> <10> <798>

580 3,764 368 3,030 315 2,714 292 2,805

(1) (49) (2) (66) (4) (85) (4) (65)
中南米 <1> <70>

373 2,194 380 2,478 382 2,776 357 2,593

(1) (19) (2) (33) (8) (174)
アフリカ <2> <150> <1> <59>

335 1,572 234 1,410 177 1,134 117 985

(1) (19) (2) (69) (3) (93)
大洋州 <1> <99>

103 556 91 478 83 683 85 592

(2) (43)注(1)
ＮＩＳ

119 673 122 733 98 727 60 392

(1) (36)
欧州 <1> <64>

77 422 51 295 52 285 45 260

(12) (342) (22) (546) (24) (483) (44) (1,203)
計 <2> <147> <7> <488> <14> <1,159> <38> <2,975>

1,731 9,986 1,415 9,497 1,404 11,156 1,306 12,896

注(1) ＮＩＳ（New Independent States）は、ソビエト社会主義共和国連邦の解体後、新たに独
立した国家である。

注(2) 上段( )書きは1000万円以上5000万円未満、中段< >書きは5000万円以上の案件であり、
内数である。

表3-2のうち、5000万円以上の案件についてみると、13年度から16年度までの合計

は61件、47億7104万余円となっていて、15年度では14件、11億5988万余円、16年度

では38件、29億7586万余円となっている。これらの主な内容は、地雷除去活動支援

であり約半数を占めている。また、15年度以降に総件数、総額が増加しているのは、

中近東地域における給水施設、医療保健、地雷除去等の援助を行っていることによ

るものである。

また、援助実績を国（地域）別にみると、表3-3のとおり、13年度及び14年度では、

中華人民共和国及びカンボジア王国が上位を占めていたが、これに対し15年度及び
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16年度では、アフガニスタン・イスラム共和国及びイラク共和国が上位を占めてい

る。

表3-3 国(地域)別援助実績上位5箇国 (単位：件､百万円)

順位 13 14 15 16

国名 件数 金額 国名 件数 金額 国名 件数 金額 国名 件数 金額

1 中国 (4) (69) 中国 (1) (24) ｱﾌｶﾞ ｱﾌｶﾞ (9) (326)
ﾆｽﾀﾝ <2> <199> ﾆｽﾀﾝ <2> <198>

87 665 70 546 144 1,334 228 2,433

2 ｶﾝﾎﾞ (2) (31) ｶﾝﾎﾞ (2) (73) 中国 (3) (41) ｲﾗｸ (13) (371)
ｼﾞｱ <2> <147> ｼﾞｱ <3> <216> <24> <1,848>

42 390 44 508 76 652 44 2,270

3 ｲﾝﾄﾞ ｺﾛﾝ ｶﾝﾎﾞ (4) (73) ｽﾘﾗﾝ
ﾋﾞｱ ｼﾞｱ <4> <324> ｶ <6> <484>

52 335 48 419 45 622 17 552

4 ﾐｬﾝﾏ ﾊﾟｷｽ (9) (195) ｺﾛﾝ 中国 (1) (18)
ｰ ﾀﾝ ﾋﾞｱ

93 328 38 403 52 471 55 414

5 ｲﾝﾄﾞ ﾎﾞﾘ ﾆｶﾗ ｶﾝﾎﾞ
ﾈｼｱ ﾋﾞｱ ｸﾞｱ ｼﾞｱ <4> <314>

48 317 58 361 62 410 18 401

(注) 上段( )書きは1000万円以上5000万円未満、中段< >書きは5000万円以上の案件であり、
内数である。

また、13年度から16年度までの援助実績を分野別にみると、表3-4のとおり、各年

度とも小学校・中学校建設等の教育研究、民生環境及び医療保健の各分野が件数、

金額とも多くなっている中で、16年度は特に通信運輸の分野に対する金額が大幅に

増加している。
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表3-4 分野別援助実績 (単位：件､百万円)

年度 13 14 15 16

分野 件数 金額 件数 金額 件数 金額 件数 金額

教育研究 755 4,161 657 4,053 593 4,307 597 4,769

民生環境 358 1,958 297 1,799 324 2,360 249 2,668

医療保健 370 2,207 282 1,973 273 2,183 227 2,074

通信運輸 30 170 23 173 48 364 68 1,318

農林水産 110 648 61 375 80 574 83 578

そ の 他 68 619 52 861 57 1,158 68 1,385

複合分野 40 220 43 260 29 207 14 102

計 1,731 9,986 1,415 9,497 1,404 11,156 1,306 12,896

さらに、13年度から16年度までの援助実績を被供与団体別にみると、表3-5のとお

り、各年度とも草の根レベルにおいて活動しているローカルＮＧＯが件数、金額と

も最も多くなっている中で、16年度は特に国・政府機関に対する金額が大幅に増加

している。

表3-5 被供与団体別援助実績 (単位：件､百万円)

年度 13 14 15 16

被供与団体 件数 金額 件数 金額 件数 金額 件数 金額

ローカルNGO 751 3,831 618 3,839 623 4,603 652 5,268(注)

国・政府機関 32 314 28 310 14 158 52 2,175

地方公共団体 325 1,966 267 1,761 332 2,770 265 1,954

国 際 N G O 81 580 113 1,173 109 1,064 72 1,121(注)

教 育 機 関 232 1,233 240 1,414 182 1,235 154 1,038

医 療 機 関 134 840 89 585 84 648 72 762

そ の 他 176 1,217 60 413 60 674 39 576

計 1,731 9,986 1,415 9,497 1,404 11,156 1,306 12,896

(注) ローカルＮＧＯは、草の根無償の被援助国において活動を行っている当該被援助国のＮ
ＧＯである。国際ＮＧＯは、当該被援助国を含む複数の国において国際的な活動を行って
いるＮＧＯである。
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上記の援助実績に関し、外務省の説明によれば、地域や国ごとに予算の配分を行

わず在外公館からの申請案件に対する承認ごとに予算執行しているとしている。そ

して、草の根無償として、従前から人間の安全保障に係る援助を実施してきており、

15年度から人間の安全保障の考えを反映させて改称されたが、援助の内容は変わっ

ていないとしている。

(2) 実施手続

ア ガイドラインの策定

外務本省では、草の根無償の制度の運用に当たっては、小規模無償資金協力とし

て元年度に開始して以来、草の根無償資金協力として実施していた14年度までの間

において、毎年度、実施方針を決めてこれにより実施することとしていた。

そして、15年度には人間の安全保障の考えを反映させるなどその事業規模が拡充

されたことなどから、従来の実施方針に代え、在外公館における案件の申請、契約

の内容などに関する実施手順等をより具体的に示した「草の根・人間の安全保障無

償資金協力実施ガイドライン」（15年4月経済協力局無償資金協力課作成。16年4月

改訂。以下「ガイドライン」という。）を策定し以後これにより実施している。

イ 実施手順

ガイドラインによると、15年度以降の草の根無償の具体的な実施手順は、次のと

おりとなっている（図3-1参照）。
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図3-1 草の根無償の実施手順

調達業者 被供与団体 在外公館 外務本省

申 請 書 の 提 出

申 請 書 の 検 討

案 件 の 選 定

(ｱ) 事 前 調 査

案 件 の 確 定

実施案件のりん請

案 件 の 検 討

実施案件の承認

(ｲ) 贈 与 契 約 の 締 結 資 金 の 送 金

調達契約等の締結

支払請求書の提出
(調達契約書等の確認)

(ｳ) 資 金 の 供 与

案 件 の 実 施 (ｴ) モ ニ タ リ ン グ

(施設の建設や 中間報告書の提出
機材の調達)

最終報告書の提出

(ｵ) フ ォ ロ ー ア ッ プ
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(ｱ) 事前調査

在外公館では、援助を希望する団体から申請書及び同団体の財務諸表、組織図、

過去の活動実績等の関連書類の提出を受けて、案件の選定作業に入る。案件の選

定の後、事前調査を行う。事前調査は、優良な案件を選定し、かつ各案件の実現

可能性を確認することを目的として、原則としてすべての案件について行うこと

とされている。事前調査では、同団体に対し詳細なヒアリングを行い、財務情報

や過去の実績とを合わせて、同団体が信頼に値し案件を執行する能力を備えてい

るかどうかを判断するとともに、可能な限り案件現場を視察し、案件の実現可能

性を確認する際の参考情報を収集することとされている。

また、在外公館では、案件の実施において調達する品目に係る価格審査を行い、

妥当な供与限度額を設定することとされており、援助を希望する団体に、原則と

して3者からの見積書を提出させることとされている。

(ｲ) 贈与契約の締結

在外公館は、案件を選定し事前調査を経て内容を確定した後、外務本省に実施

の承認りん請を行い、これを受けた外務本省は当該案件について審査を行う。外

務本省が行う審査は、在外公館から承認りん請された案件が草の根無償として適

正な規模であるか、内容が草の根無償の趣旨に反しないか、などを検討するもの

である。そして、外務本省の承認が得られた案件については、在外公館と被供与

団体との間で贈与契約が締結されることとなる。

贈与契約書は、被供与団体による案件の実施に役立てることを目的として、在

外公館がその供与限度額の範囲内で資金を供与することや、被供与団体が日本政

府から資金の供与を受けるに当たり、以下のことなどを受諾することをその主な

内容としている。

① 供与された資金を当該案件の実施に必要な物資の調達等のためにのみ適切に

使用し、それ以外の目的に使用しないこと

② 在外公館が要求する関係書類を提出すること

③ 供与された資金が当該案件の実施以外の用途で使用されたことが明らかにな

った場合、在外公館は資金の返還を請求する権利を有していること

④ 当該案件の進ちょくに関して、使用済み資金の使途等を含めた遂行状況につ

いて中間報告を行い、終了したときは最終報告を行うこと
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⑤ 1年以内の決められた期日までに案件を終了すること

在外公館は、被供与団体にこの内容を十分に理解させるとともに、在外公館長

等と被供与団体の代表権を有する者との間において、締結の署名を行うこととさ

れている。

(ｳ) 資金の供与

被供与団体は、贈与契約締結後、調達業者との間で機材の調達等に係る契約

（以下「調達契約」という。）を締結するなどしている。

13年度及び14年度の実施方針によると、在外公館では、資金の供与に当たり、

被供与団体の資金需要の確認を被供与団体から提出を受けた調達契約書又は見積

書により行うこととされていた。そして、15年度以降、ガイドラインによると、

原則として、被供与団体の資金需要の確認を調達契約書により行うこととされて

おり、被供与団体において調達される機材の性質、現地の商慣習等の理由により

調達契約の締結が困難な場合には、見積書の確認による供与も可能であるとされ

ている。

また、会議運営費等の費用が所定の額以上であるなどの場合、在外公館が必要

と判断する場合等には資金を分割供与することとされている。さらに、在外公館

では、供与限度額の範囲内で必要な資金を被供与団体に供与することとし、供与

した資金のうち案件実施において使用されなかった資金がある場合には、被供与

団体からこの資金の返還を受けることとされている。

(ｴ) モニタリング

モニタリングは、施設建設案件であれば施設が適切に建設され、機材調達案件

であれば調達した機材が適切に利用されるなど、贈与契約に記載された期日まで

に、案件が当初の計画どおり進ちょくし、終了したことを確認することであると

されている。

そして、15年度以降、ガイドラインによると、モニタリングの具体的手法につ

いては、現地の事情に照らし在外公館において、適宜決定することとされていて、

当初の計画に支障が生じている場合は、問題を早期に発見し、適切に対処するこ

とが肝要であり、そのために中間報告書及び最終報告書の提出受理や案件現場の

視察を通じ、案件の進ちょく状況を常に把握することが重要であり、可能な限り

案件現場を直接確認することが望ましいとされている。
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案件現場の視察においては、案件の進ちょく状況、施設・機材の設置状況、事

業効果の恩恵を受ける対象者による活用度等についての観察及び関係者からの聞

き取りを行うこととされている。

モニタリングの具体的な内容は以下のとおりである。

ａ 中間報告書の提出受理

中間報告書は、案件の進ちょくの把握、問題の早期の発見や対応を目的とし

て、施設の建設や機材の調達の進ちょく状況、領収書等を確認するため、在外

公館において被供与団体から提出を受け、これを受理するものである。

ｂ 案件の進ちょく状況の確認

在外公館は、案件の進ちょく状況について可能な限り案件現場の視察を行う

こととされている。案件の進ちょく状況の確認を通じて供与資金が適正に使用

されていることを随時確認することとし、視察の結果と中間報告書の内容とを

合わせて、案件の進ちょく状況を総合的に検証することが望ましいとされてい

る。

また、案件現場の視察による進ちょく状況の確認は在外公館の職員自らが実

施することが望ましいが、各在外公館の判断において外部に委嘱して差し支え

ないとされている。

ｃ 計画の変更

贈与契約書で取り決めた内容について、案件当初の目的を逸脱しない軽微な

計画の変更については、在外公館において被供与団体と協議の上、当該変更を

承認して差し支えないとされている。そして、案件当初の目的との整合性につ

いては、贈与契約書等における案件の概要、事業効果に照らして判断すること

とし、計画の変更内容は外務本省に事後報告することとされている。

また、期間の変更、案件の内容等の大きな変更が行われる場合には、外務本

省に計画変更の承認申請を行い、承認を得た後に対処することとされている。

ｄ 最終報告書の提出受理、案件の終了確認

最終報告書は、被供与団体が案件の終了したことや領収書等を添付して資金

の使用状況などを在外公館に対して報告するため、案件の終了期日に沿って提

出するものであり、在外公館はすべての案件についてこれを確実に受理する必

要があるとされている。
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そして、建設した施設や調達した機材について案件現場の視察を行うなどし

て案件の終了を確認することとされている。

(ｵ) フォローアップ

フォローアップは、贈与契約上の案件終了期日を経過し、一定の期間をおいた

後、当初の想定したとおりの事業効果が発現しているかを検証することであると

されている。

そして、15年度以降、ガイドラインによると、案件終了後、在外公館の職員又

は在外公館の委嘱を受けた外部の者（以下「外部委嘱員」という。）が案件現場

に赴きフォローアップを実施することとされており、在外公館は、終了した案件

を事後的に評価し、将来の案件形成にフィードバックする目的で、各案件のフォ

ローアップに努めることとされている。

ウ 外部委嘱制度

草の根無償は、近年、予算規模や対象国、実施案件数が増大し、在外公館におい

ては業務量が増加したことに伴い、より専門的な知見の活用や、実施体制の強化が

求められる状況となった。そこで、専門知識を必要とする業務、及び外部に委嘱す

ることでより一層効率的・効果的な援助が実施され供与資金の適正な執行も確保で

きると判断される業務について、現地で活動している専門家に対し、9年度から、案

件の事前調査を委嘱できることとされた。そして、10年度からは、前記のとおり、

案件の実施状況のモニタリング業務等についても委嘱できることとされ、さらに、

11年度からは団体との協議・調整、書類整理、案件全体の進行監理等の業務につい

ても委嘱できることとされた。

そして、15年度以降、ガイドラインによると、在外公館が検討又は実施すること

にした案件については、案件の形成に係る調査、実施に必要な事前調査、申請書や

報告書等の被供与団体から提出される文書の受理、各種書類の作成等のほか、実施

状況のモニタリング及び終了後のフォローアップについても外部委嘱員に委嘱でき

ることとされている。

(3) 在外公館における草の根無償の実施状況

ア 検査対象とした在外公館における援助実績

7箇国10在外公館において13年度から16年度までに実施した草の根無償428件、計
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30億2234万余円についてみると、在外公館別・年度別の実施状況は、表3-6のとおり

となっている。

表3-6 在外公館別･年度別実施状況 (単位：件､百万円)

在外公館 年度 13 14 15 16 計

件数 13 7 3 6 29
バングラデシュ(大)

金額 91 45 26 50 213

件数 5 3 2 3 13
ブラジル(大)

金額 29 27 14 21 92

件数 11 12 5 5 33
サンパウロ(総)

金額 56 54 46 45 203

件数 6 17 8 1 32
リオデジャネイロ(総)

金額 38 43 41 9 133

件数 11 8 10 9 38
クロアチア(大)

金額 79 23 47 41 192

件数 17 21 17 18 73
エチオピア(大)

金額 116 161 138 160 576

件数 20 26 23 16 85
レバノン(大)

金額 91 144 157 118 511

件数 11 4 4 5 24
東ティモール(大)

金額 98 19 81 36 236

件数 17 17 18 21 73
ベトナム(大)

金額 140 161 174 187 663

件数 13 10 2 3 28
ホーチミン(総)

金額 80 77 15 24 198

計 7箇国 件数 124 125 92 87 428

10在外公館 金額 821 758 745 696 3,022

注(1) 在外公館名欄の(大)は日本国大使館、(総)は日本国総領事館を示す。以下、本文中
の各表において(大)及び(総)の表記は省略している。

注(2) ブラジル連邦共和国ではブラジル(大)、サンパウロ(総)及びリオデジャネイロ(総)
の3在外公館において、ベトナム社会主義共和国ではベトナム(大)及びホーチミン
(総)の2在外公館において、それぞれ検査を実施した。

注(3) 東ティモール(大)は平成16年1月に設立され、これ以前は在インドネシア日本国大
使館が兼轄していた。本文中の以下の各表において同じである。

イ 在外公館における実施体制

検査の対象とした10在外公館における草の根無償の業務を実施する16年度の人員

配置状況についてみると、表3-7のとおり、在外公館職員は、8在外公館で各1名、1

在外公館で2名、1在外公館で3名、計13名となっており、全員が草の根無償以外の業

務と兼任している。そして、現地採用職員は、6在外公館で計9名となっており、こ

のうち1在外公館で2名が専任しているが、5在外公館の7名は草の根無償以外の業務

と兼任している。また、外部委嘱員は、専門的知識を有する者を活用して草の根無
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償の業務を行わせることで業務効率の向上を図ることができるとして、現地採用職

員からの紹介、人材派遣会社の活用等により6在外公館で計8名を配置している。

表3-7 草の根無償の業務を実施する人員配置状況(平成16年度) (単位：人)

在外公館 在外公館職員 現地採用職員 外部委嘱員 計

バングラデシュ ※ 3 ※ 2 2 7

ブラジル ※ 1 ※ 1 0 2

サンパウロ ※ 2 ※ 2 1 5

リオデジャネイロ ※ 1 ※ 1 0 2

クロアチア ※ 1 0 2 3

エチオピア ※ 1 0 1 2

レバノン ※ 1 ※ 1 1 3

東ティモール ※ 1 0 0 1

ベトナム ※ 1 2 0 3

ホーチミン ※ 1 0 1 2

計 10在外公館 ※13 2＋※7 8 30

(注) ※印は草の根無償業務と草の根無償以外の業務との兼任者を示す。

10在外公館における外部委嘱員の13年度以降の配置状況についてみると、表3-8の

とおり、13年度では3在外公館で3名、16年度では6在外公館で8名の配置となってい

た。なお、17年度（18年1月1日現在）には、9在外公館で15名と大幅に増員されてい

た。
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表3-8 外部委嘱員の配置状況 (単位：人)

在外公館 年度 13 14 15 16 17

バングラデシュ 0 2 2 2 2

ブラジル 0 0 0 0 0

サンパウロ 1 1 1 1 1

リオデジャネイロ 0 0 0 0 1

クロアチア 0 0 1 2 2

エチオピア 0 1 1 1 3

レバノン 1 1 1 1 1

東ティモール － － － 0 2

ベトナム 0 0 0 0 1

ホーチミン 1 1 1 1 2

計 10在外公館 3 6 7 8 15

ウ 事前調査の実施状況

事前調査については、優良な案件を選定し、かつ各案件の実現可能性を確認する

ことを目的として、原則としてすべての案件において行うこととされており、各在

外公館では可能な限り案件現場を視察することとされている。

そして、案件現場の視察による事前調査の実施状況についてみると、表3-9のとお

り、前記の428件において、365件（85.3％）が実施されていた。これを在外公館別

にみると、2在外公館では100％、6在外公館では80％を超える実施率となっていたが、

2在外公館では60％程度となっている。また、年度別にみると、13、14両年度は書類

が無く実施の有無が不明なものが4件あり、それぞれ71.8％、79.2％の実施率となっ

ていたが、これに比べて15、16両年度については、緊急な案件であるため現場視察

による事前調査が困難であったとしている2件を除くと、10在外公館で100％実施さ

れている状況であった。
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表3-9 案件現場の視察による事前調査の実施状況 （単位：件、％）

在外公館 年度 13 14 15 16 計

( 84.6) ( 57.1) (100.0) (100.0) ( 82.8)
バングラデシュ 11 4 3 6 24

13 7 3 6 29

(100.0) (100.0) (100.0) (100.0) (100.0)
ブラジル 5 3 2 3 13

5 3 2 3 13

( 90.9) ( 91.7) (100.0) (100.0) ( 93.9)
サンパウロ 10 11 5 5 31

11 12 5 5 33

( 66.7) ( 88.2) (100.0) (100.0) ( 87.5)
リオデジャネイロ 4 15 8 1 28

[2] [2] [4]
6 17 8 1 32

(100.0) (100.0) (100.0) (100.0) (100.0)
クロアチア 11 8 10 9 38

11 8 10 9 38

( 35.3) ( 28.6) ( 94.1) ( 94.4) ( 61.6)
エチオピア 6 6 16 17 45

17 21 17 18 73

( 50.0) (100.0) (100.0) (100.0) ( 88.2)
レバノン 10 26 23 16 75

20 26 23 16 85

( 45.5) ( 25.0) (100.0) (100.0) ( 62.5)
東ティモール 5 1 4 5 15

11 4 4 5 24

( 88.2) ( 94.1) (100.0) (100.0) ( 95.9)
ベトナム 15 16 18 21 70

17 17 18 21 73

( 92.3) ( 90.0) (100.0) (100.0) ( 92.9)
ホーチミン 12 9 2 3 26

13 10 2 3 28

( 71.8) ( 79.2) ( 98.9) ( 98.9) ( 85.3)
計 10在外公館 89 99 91 86 365

[2] [2] [4]
124 125 92 87 428

注(1) 中段は案件現場の視察による事前調査を実施した案件数で内数、上段( )書きは実
施率である。

注(2) [ ]書きは不明なものであり、内数である。
注(3) エチオピアにおける平成15年度及び16年度に案件現場の視察による事前調査を実施

しなかった2案件は、緊急な案件であるため現場視察による事前調査が困難であった
としているものである。

エ 資金の供与
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在外公館は、案件を選定し事前調査を経て内容を確定した後、外務本省に実施の

承認りん請を行い、これを受けた外務本省は、当該案件について審査を行い、在外

公館に当該案件の実施について供与限度額を含めて承認している。

そして、在外公館では、資金の供与に当たり、資金需要の確認を行うために、13

年度及び14年度の実施方針では被供与団体から提出を受けた調達契約書又は見積書

により調達価格を確認することとされていた。15年度以降、ガイドラインでは原則

として調達契約書により調達価格を確認することとされており、被供与団体におい

て調達される機材の性質、現地の商慣習等の理由により調達契約の締結が困難な場

合には、見積書の確認による供与も可能であるとされている。

前記428件の資金需要の確認方法についてみると、調達契約書によるものが135件

（31.5％）、現地の商慣習等の理由により調達契約の締結が困難なことから見積書

によっているものが150件（35.1％）、15年度以前は一部書類が無く資金需要の確認

方法が不明なものが143件（33.4％）となっている状況である。

これを在外公館別にみると、5在外公館では原則として調達契約書により確認を行

っており、5在外公館では見積書により確認を行っていて、このうち2在外公館では

資金の供与前には調達契約の締結が困難であるとしている。

また、資金の供与方法についてみると、前記の428件において、一括払しているも

のが420件（98.1％）、分割払しているものが2在外公館において8件（1.9％）あっ

た。そして、機材を一括して購入する必要があったり、過去に実績があり案件実施

能力が高いと判断した地方公共団体等の団体であったりなどのため一括払している

ものが多いが、被供与団体の資金需要に応じて分割払したとしているものもある。

オ モニタリングの実施状況

(ｱ) 案件の進ちょく状況の確認

贈与契約に記載された期日までに、案件が当初の計画どおり進ちょくし、終了

したことを確認するモニタリングの具体的手法については、現地の事情に照らし、

在外公館において適宜決定することとされていて、在外公館は、可能な限り案件

現場を視察することによって進ちょく状況を直接確認することが望ましいとされ

ている。

案件実施中における現場視察の実施状況についてみると、表3-10のとおり、前

記の428件において、実施しているものが91件（21.3％）、実施していないものが
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307件（71.7％）、書類が無く実施の有無が不明なものが30件（7.0％）となって

いる。また、10在外公館の各年度の平均をみると、13、14両年度については、そ

れぞれ14.5％、15.2％となっており、これに比べて15、16両年度については、そ

れぞれ31.5％、28.7％となっている。

表3-10 案件現場の視察による進ちょく状況確認の状況 (単位：件､％)

在外公館 年度 13 14 15 16 計

(23.1) (57.1) (33.3) (0.0) (27.6)
バングラデシュ 3 4 1 0 8

13 7 3 6 29

(20.0) (33.3) (0.0) (100.0) (38.5)
ブラジル 1 1 0 3 5

5 3 2 3 13

(18.2) (25.0) (0.0) (60.0) (24.2)
サンパウロ 2 3 0 3 8

11 12 5 5 33

(16.7) (0.0) (0.0) (0.0) (3.1)
リオデジャネイロ 1 0 0 0 1

[5] [17] [8] [30]
6 17 8 1 32

(0.0) (0.0) (10.0) (11.1) (5.3)
クロアチア 0 0 1 1 2

11 8 10 9 38

(17.6) (33.3) (41.2) (11.1) (26.0)
エチオピア 3 7 7 2 19

17 21 17 18 73

(10.0) ( 7.7) (69.6) (87.5) (40.0)
レバノン 2 2 16 14 34

20 26 23 16 85

(18.2) (0.0) (75.0) (20.0) (25.0)
東ティモール 2 0 3 1 6

11 4 4 5 24

(0.0) (0.0) (0.0) (4.8) (1.4)
ベトナム 0 0 0 1 1

17 17 18 21 73

(30.8) (20.0) (50.0) (0.0) (25.0)
ホーチミン 4 2 1 0 7

13 10 2 3 28

(14.5) (15.2) (31.5) (28.7) (21.3)
計 10在外公館 18 19 29 25 91

[5] [17] [8] [30]
124 125 92 87 428

注(1) 中段は案件現場の視察による進ちょく状況確認を実施した案件数で内数、上段
( )書きは実施率である。

注(2) [ ]書きは不明なものであり、内数である。

(ｲ) 案件の実施期間

草の根無償は、贈与契約書において贈与契約の締結から1年以内の決められた期
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日まで（以下「契約期間」という。）に案件を終了することとされている。そし

て、前記の428件についてみると、表3-11のとおり、18年1月1日現在で、贈与契約

上の終了期日が到来している案件が405件あり、このうち最終報告書が提出される

などして在外公館が案件の終了を確認したとしているものが382件（94.3％）、未

終了となっていたものが23件（5.7％）となっている。

表3-11 贈与契約締結後の案件の実施期間(平成18年1月1日現在) (単位：件)

贈与契約上の終了期日到来 405件 未到来23件

終了 382件 未 終 未
終 了 終

在外公館 契約期 契約期間内に終了しなかったもの 計 了 了
間内に
終了 契約締結日から終了までの期間 23件

～1年6 1年6箇 2年～3 3年～4
箇月 月～2 年 年

年

バングラデシュ 9 7 2 1 0 19 4 0 6

ブラジル 6 3 2 0 0 11 0 1 1

サンパウロ 29 3 0 1 0 33 0 0 0

リオデジャネイロ 13 16 2 0 0 31 1 0 0

クロアチア 21 13 1 0 0 35 1 1 1

エチオピア 27 14 8 5 3 57 8 5 3

レバノン 59 9 4 2 0 74 8 2 1

東ティモール 19 3 0 2 0 24 0 0 0

ベトナム 53 14 3 0 0 70 1 0 2

ホーチミン 21 5 0 1 1 28 0 0 0

87 22 12 4 23 9 14
計 10在外公館

257 125 382

上記382件のうち、贈与契約の契約期間内に終了しているものは257件（63.5

％）であった。残り125件（30.8％）は、贈与契約の契約期間内に終了していない

ものであり、このうち、契約締結日から案件終了までの期間が2年を超えているも

のは計16件であった。これらの案件が大幅に遅延した理由及び態様は次のとおり

である。
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① 降雨により資材運搬等が遅延したことなどにより工期が延びたなど、予期し

がたい事情によるもの 5件

② 被供与団体が施設の設計を変更したことなどにより工期が延びたなど、被供

与団体側の事情によるもの 10件

③ 納入業者が供与機材のうちの一部である輸入機材の納入に時間を要したとい

う業者側の事情によるもの 1件

また、贈与契約上の終了期日が到来しているのに未終了となっていた23件につ

いて、贈与契約締結日からの経過期間をみると、表3-12のとおりとなっている。

表3-12 未終了となっていた案件の経過期間(平成18年1月1日現在) (単位：件)

贈与契約締結日からの経過期間
在外公館

1年～1 1年6箇 2年～3 3年～4 4年～5 計
年6箇月 月～2年 年 年 年

バングラデシュ 0 0 2 1 1 4

リオデジャネイロ 0 0 0 1 0 1

クロアチア 1 0 0 0 0 1

エチオピア 1 6 0 1 0 8

レバノン 7 0 0 0 1 8

ベトナム 1 0 0 0 0 1

計 6在外公館 10 6 2 3 2 23

上記23件の贈与契約締結日からの経過期間は、すべて1年を超えており、2年を

超えているものが4在外公館で7件あり、この中には、4年を超えるものもある状況

となっている。この7件が大幅に遅延している理由及び態様は次のとおりである。

① 大部分の機材は調達が終わっていて事業活動は実施されているが、調達予定

の機材の一部について機種変更し調達に時間を要するなどのため、事業が終了

していないもの 6件

② 機材の購入後、団体が内部分裂し、一方が機材を売却し、他方が資金返還請

求の裁判を提訴していて、事業が終了していないもの 1件

(ｳ) 契約期間の変更

案件当初の目的を逸脱しない軽微な計画の変更については、在外公館において
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被供与団体と協議の上、当該変更を承認して差し支えないとされている。また、

契約期間の変更、案件の内容等の大きな変更が行われる場合には、外務本省に計

画変更の承認申請を行い、承認を得た後に対処することとされている。

ガイドラインにおいて大きな変更とされている契約期間の延長についてみると、

贈与契約の契約期間内に終了していなかった前記の125件と未終了となっていた2

3件の計148件のうち、被供与団体から在外公館に変更の申請が行われ、在外公館

において承認する手続が執られていたのは4在外公館で14件（9.5％）に過ぎず、

6在外公館では契約期間の延長手続が執られていなかった。

(ｴ) 最終報告書の提出

最終報告書は、被供与団体が案件の終了したことや領収書等を添付して資金の

使用状況などを在外公館に対して報告するため、案件の終了期日に沿って提出す

るものであり、在外公館はすべての案件についてこれを確実に受理する必要があ

るとされている。そして、前記428件のうち、18年1月1日現在で案件が終了してい

るもの計391件について、最終報告書の提出状況をみると、表3-13のとおり、案件

の終了日から1箇月以内に提出を受けたものが195件、1箇月を超え3箇月以内のも

のが67件、3箇月を超え6箇月以内のものが49件となっていて、6箇月を超えたもの

が58件、未だ提出を受けていないものが22件あった。

このように最終報告書が終了期日に沿って提出されていない案件が見受けられ

た。なお、未提出となっている案件については、在外公館において、電話で被供

与団体と連絡を取ったり、案件現場の視察を行ったりなどして状況を把握したと

している。
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表3-13 最終報告書の提出状況(平成18年1月1日現在) (単位：件)

在外公館 案件終了日 1箇月超～ 3箇月超～ 6箇月 未提出 計
～1箇月以内 3箇月以内 6箇月以内 超

バングラデシュ 12 5 2 0 0 19

ブラジル 3 5 3 0 1 12

サンパウロ 0 4 17 10 2 33

リオデジャネイロ 12 11 3 5 0 31

クロアチア 30 2 1 3 0 36

エチオピア 35 11 5 3 8 62

レバノン 61 3 1 11 0 76

東ティモール 14 6 2 1 1 24

ベトナム 16 12 11 21 10 70

ホーチミン 12 8 4 4 0 28

計 10在外公館 195 67 49 58 22 391

(ｵ) 終了時確認の実施

案件の終了については、建設した施設や調達した機材の案件現場の視察を行う

などして確認することとされている。

前記428件のうち、案件が終了している計391件について、案件現場の視察によ

る終了時確認が実施されたものは、表3-14のとおり、270件で、全体の実施率は6

9.1％となっているものの、中には実施率が低い在外公館もある状況となっている。
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表3-14 案件現場の視察による終了時確認の実施状況 (単位：件､％)

終 了 左のうち案件現場視察終了時確認
在外公館

案件数 実施案件数 実施率

バングラデシュ 19 4 21.1

ブラジル 12 12 100.0

サンパウロ 33 33 100.0

リオデジャネイロ 31 20 64.5

クロアチア 36 11 30.6

エチオピア 62 39 62.9

レバノン 76 72 94.7

東ティモール 24 15 62.5

ベトナム 70 52 74.3

ホーチミン 28 12 42.9

計 10在外公館 391 270 69.1

実施率の低い在外公館では、道路等のインフラ整備が遅れていることや案件が

遠方に位置し現場確認が困難であることなどから、案件現場の視察による終了時

確認が十分実施できない事情もあり、被供与団体に対し、最終報告書に案件が終

了したことが確認できる写真を添付させ、これにより終了時確認を補完する措置

を執っているものもある。

カ フォローアップの実施状況

案件が終了し、一定の期間が経過した後、当初想定した事業効果が発現している

かを検証するフォローアップについては、在外公館の職員又は外部委嘱員が案件現

場に赴き実施することとされている。そして、前記428件中、18年1月1日現在で終了

期日が到来し案件の終了したもののうち、終了後一定期間が経過した13年度から15

年度までに実施された330件のフォローアップの実施状況についてみると、表3-15の

とおり、実施しているものが110件（33.3％）、実施していないものが220件（66.7

％）となっていた。これを在外公館別にみると、実施率が100％となっている在外公

館がある一方で、50％に満たない在外公館も多く見受けられた。
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表3-15 案件終了後の現場におけるフォローアップの実施状況 (単位：件､％)

終 了 左のうち案件終了後の現場におけるﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟ
在外公館

案件数 実施案件数 実施率

バングラデシュ 19 6 31.6

ブラジル 10 10 100.0

サンパウロ 28 22 78.6

リオデジャネイロ 30 8 26.7

クロアチア 29 3 10.3

エチオピア 50 14 28.0

レバノン 68 21 30.9

東ティモール 19 11 57.9

ベトナム 52 4 7.7

ホーチミン 25 11 44.0

計 10在外公館 330 110 33.3

(4) 援助の対象となった施設等の利用状況

ア 調査対象事業の選定

前記428件のうち、贈与契約上の終了期日到来後一定期間が経過した13年度から1

5年度までに実施された341件から、実施年度、分野、被供与団体等を勘案して選定

した10在外公館の52事業を対象として、援助の対象となった施設、機材等の利用状

況について調査した（52事業の概要については80ページの別表3-1参照）。

イ 調査の状況

会計検査院は、18年2月から5月までに10在外公館に職員を派遣し、現況について

説明を受けるとともに、施設等の利用状況について実地に調査した。このうち、在

リオデジャネイロ日本国総領事館の1事業は治安の問題により案件現場の確認ができ

なかったが、残り51事業はすべて案件現場の確認を行った。その結果、表3-16の4事

業は、会計検査院の調査時において事業が完了していなかったり、事業は完了して

いるものの事業本来の目的で一度も施設等が利用されていなかったりしていて、案

件当初の目的に即して利用されているとは認められなかった。
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表3-16 案件当初の目的に即して利用されているとは認められなかった事業

在外公館 年 事業名 分野 被供与 金額(円) 態様
度 団 体

リオデジ 13 ムール貝・牡蠣養殖 農林水産 ローカル 7,310,561 機材の売却
ャネイロ 計画 ＮＧＯ など

エチオピ 15 アカキ青少年育成セ 教育研究 ローカル 9,988,018 施設が未完
ア ンター設置計画 ＮＧＯ 成、機材が

未調達

エチオピ 15 ギザウ博士記念総合 医療保健 ローカル 9,645,442 施設が未完
ア 病院建設計画 ＮＧＯ 成

クロアチ 13 ヴェリキ・グラダツ 教育研究･ ローカル 4,689,100 施設等が未
ア 村小学校再建計画 医療保健 ＮＧＯ 利用

表3-16に示した4事業の概要及び現況は、次のとおりであった。

(ｱ) ムール貝・牡蠣養殖計画（ブラジル連邦共和国）

この事業は、ブラジル連邦共和国リオデジャネイロ州アハイアル・ド・カーボ

市において、自生するムール貝の採取を防止して環境の保全を図るとともに、貝

類採取従事者の所得の安定や向上を図るため、ムール貝や牡蠣の養殖用設備や貝

類加工処理施設の設置等を内容とするものである。

在リオデジャネイロ日本国総領事館では、14年2月に、本件事業を実施する団体

との間で同年7月を完了期日とする贈与契約を締結し、同年3月に、資金68,323米

ドル（邦貨換算額7,310,561円、伯貨換算額158,509.36レアル）を供与している。

本件事業については、治安の問題により会計検査院が案件現場の確認ができな

いことから、同総領事館の草の根無償担当者からの資料の提出及び説明により調

査した。

調査したところ、同総領事館では、14年6月に、供与資金158,509.36伯レアルの

うち牡蠣養殖用設備、貝類採取用船舶等の購入のために計127,356.20伯レアルが

支払われたとする中間報告書を同団体から受領した。その後、15年3月に、同団体

が14年12月頃に内部分裂し活動を停止した旨の情報を外部から得たため、当時の

草の根無償担当者が同団体の代表者との連絡を試みたところ、ようやく15年12月

上旬に連絡が取れたが、再び連絡が取れなくなってしまった。そこで、15年12月

中旬に、当時の草の根無償担当者が事業の推進を図ろうとしている同団体の反代

表者グループに状況を確認したところ、代表者を中心とするグループが、15年5月
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頃、本件事業で購入した設備や船舶等を売却し、これにより得た資金をグループ

内で分配したとのことであり、一方、反代表者グループは、同年5月下旬に、代表

者に対して資金の返還を求める訴訟を起こしたとのことである。

その後、16年2月に、当時の草の根無償担当者が案件現場を確認したところ、現

場に残されていた機材は、養殖用筏及びロープのみであり、会計検査院の調査時

（18年3月）においても、反代表者グループが代表者に対して起こした資金の返還

を求める訴訟は継続中とのことであった。

上記のとおり、本件事業は、当該資金を供与してから約4年が経過した会計検査

院の調査時においても契約期間の変更申請等の手続も執られることなく、未だ事

業が完了していない事態となっていた。

(ｲ) アカキ青少年育成センター設置計画（エチオピア連邦民主共和国）

この事業は、エチオピア連邦民主共和国のアジスアベバ市において、地元青少

年の健全な育成に資するため、図書館、会議室等を備えた青少年育成センターの

建設等を内容とするものである。

在エチオピア日本国大使館では、16年2月に、本件事業を実施する団体との間で

贈与契約を締結し、同年2月に、資金81,869米ドル（邦貨換算額9,988,018円）を

供与している。

調査したところ、会計検査院の調査時（18年5月）において、施設については柱

工事や壁の工事を行っている途中であって完成しておらず、供与機材については

購入契約が締結されておらず、本件事業は完了していなかった。

これは、同団体の説明によると、市の行政区であるアカキ地区の担当者から施

設予定地の提供を受ける確約を得ていたが、贈与契約締結後に市制改革により、

土地の使用許可の担当が地区から市に変更になり、さらに、市側の担当者も数度

にわたり交代したことにより、手続に時間を要し、土地の使用許可を得るまで約

1年を要したため、工事の着工が遅延したとのことである。同大使館の説明による

と、同大使館は、16年8月に同団体から提出を受けた中間報告書により、このよう

な事態を把握し、それ以降、同団体に対し、本件事業の早期完了に向け工事を行

うよう指導を実施したとしている。

また、同団体によれば、工事着工後は、同国国政選挙（17年5月）後の2度に及

ぶ治安悪化のため、労働者が集まらなかったこと、雨季が例年よりも長く工事が
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できない期間が長かったこと、国内でセメントの供給不足があったことなどによ

り工事が遅延したとのことである。

上記のとおり、本件事業は、当該資金を供与してから2年以上が経過した会計検

査院の調査時においても契約期間の変更申請の手続も執られることなく、未だ事

業が完了していない事態となっていた。

(ｳ) ギザウ博士記念総合病院建設計画（エチオピア連邦民主共和国）

この事業は、エチオピア連邦民主共和国のデブレブラハン市において、アムハ

ラ州北ショア地方の医療施設不足の改善のため、将来順次整備していく予定とし

ているギザウ博士記念総合病院の建物全体のうち、部分開業に必要な建物の一部

の内装工事等を内容とするものである。

在エチオピア日本国大使館では、16年3月に、本件事業を実施する団体との間で

贈与契約を締結し、同年3月に、資金79,061米ドル（邦貨換算額9,645,442円）を

供与している。

調査したところ、本件事業は、会計検査院の調査時（18年5月）において、予定

していた内装工事等のうち、配線工事、窓枠設置工事等は終了していたが、その

すべてについては完了していなかった。

これは、同団体の説明によると、16年12月頃、工事関係者から、建物の配線工

事及び配管工事については、本件事業の対象となっている部分と対象外の部分と

を一体的に行うとの提案を受け、工事計画を変更し、同大使館に無断で供与され

た資金の一部を使用し、工事を実施していたとのことである。さらに、同団体は

贈与契約に定められた期限までに中間報告書を同大使館に提出していなかった。

そして、同団体は、同大使館からの督促により、17年11月に中間報告書を提出

し、上記の事態を同大使館に報告した。同大使館では、それ以降、同団体に対し、

本件事業の早期完了に向け工事を行うよう指導を実施したとしている。

また、同団体によれば、同国国政選挙（17年5月）後の2度に及ぶ治安悪化のた

め、労働者が集まらなかったこと、雨季が例年よりも長く工事ができない期間が

長かったこと、国内でセメントの供給不足があったことなどにより工事が遅延し

たとのことである。

上記のとおり、本件事業は、当該資金を供与してから2年以上が経過した会計検

査院の調査時においても契約期間の変更申請等の手続も執られることなく、未だ
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事業が完了していない事態となっていた。

(ｴ) ヴェリキ・グラダツ村小学校再建計画（クロアチア共和国）

この事業は、クロアチア共和国のヴェリキ・グラダツ村において、旧ユーゴ紛

争によるセルビア人難民・避難民の帰還を促すため、同村及び周辺5村の村民のた

めの小学校及び診療室として利用する目的で、既存小学校建物の修復及び教室、

診療室用の机・椅子等の購入を内容とするものである。

在クロアチア日本国大使館では、14年2月に、本件事業を実施する団体との間で

同年7月を完了期日とする贈与契約を締結し、同年3月に、資金46,891ユーロ（邦

貨換算額4,689,100円）を供与している。

調査したところ、本件事業は同年10月に完了し最終報告書が提出されていたが、

事業完了後3年6箇月を経た会計検査院の調査時（18年3月）において、当該施設は

事業本来の目的で一度も利用されていない事態となっていた。これは、同団体の

説明によると、同国の教育制度の改正等に伴い、同国教育省に対する学校再開の

承認申請手続に時間を要したこと、対象人数が少数のため同国保健省に対する診

療所開設の承認申請が認められないでいること及び紛争以前1,100人であった同村

の人口は調査時現在140人となっており難民の帰還が進まないことが大きな要因で

あるとのことである。

学校の再開については、間もなく承認が得られる予定であり、18年4月から同村

及び周辺村民の児童11人に対してセルビア語の特別課程の授業5時間を週1日当該

小学校で開始する予定であるとのことである。また、診療所の開設については、

同国保健省に申請済みではあるが、同国では住民人口に応じて医師が配置される

基準となっており、同村及び周辺の5村を併せてもその基準を大きく下回っている

状況のため、当分の間は困難であるとのことである。

上記のとおり、本件事業は完了しているものの、施設等は本来の目的で利用さ

れていない状況となっていると認められた。

ウ 過去に決算検査報告に掲記した草の根無償の現況について

草の根無償については、平成14年度決算検査報告及び平成16年度決算検査報告に

おいて「特定検査対象に関する検査状況」として援助の効果が十分発現されていな

いなどの事態を3事業及び4事業、計7事業掲記している。

これらについて、18年5月末現在における現況を、会計検査院が外務省から説明を
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聴取するなどして確認したところ、以下のとおりとなっていた。

(ｱ) 「平成14年度決算検査報告」に掲記した案件の現況について

ａ アフガン難民女性協会料理裁縫ショップ拡充計画（カザフスタン共和国）

(a) 検査報告に掲記した事態の概要

この事業は、カザフスタン共和国のアルマティ市において、アフガン難民

女性の職業創出のため、料理器具、裁縫器具等の機材を購入して店舗を拡充

することを内容とするものである。在カザフスタン日本国大使館では、10年

10月に、団体との間で贈与契約を締結し、同年11月に、資金19,944米ドル

（邦貨換算額2,353,392円）を贈与している。

同団体は12年3月に活動を停止し、同団体の代表者はカナダへ移住し、供与

機材については、カナダへ移住する際大部分を売却し、その資金で衣類や食

料を購入し、アフガン難民に送ったとのことであった。一部の機材について

は別の団体に引き継がれていることは判明したものの、残りの大部分の機材

は確認できず、援助の効果が十分発現していない状況となっていた。

(b) 現況

外務省では、15年に調査を行ったが、同団体の活動停止後の詳細な事実関

係は不明で、その後調査を行うことができないとのことである。

ｂ 女性の職業訓練のためのニット編み機供与（カザフスタン共和国）

(a) 検査報告に掲記した事態の概要

この事業は、カザフスタン共和国のアルマティ市において、ムスリム女性

の職業訓練及び雇用創出のため、既存の衣服製造作業場におけるニット編み

機、刺繍用編み機等の機材の購入を内容とするものである。在カザフスタン

日本国大使館では、10年7月に、団体との間で贈与契約を締結し、同年9月に、

資金72,320米ドル（邦貨換算額8,533,760円）を贈与している。

衣服製造作業場は13年6月に休止し、購入された機材が会計検査院の調査時

（15年5月）において2年近くも使用されておらず同作業場に保管されたまま

となっていて、援助の効果が十分発現していない状況となっていた。

(b) 現況

同作業場は、現時点でも活動を再開しておらず、供与機材は上記の会計検

査院調査時と同じ状態で保管されているとのことである。また、今後の見通
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しについては、同団体の代表者は活動を再開するとしているが、その時期に

ついては未定であるとのことである。

ｃ ルガ市女性のための職業訓練センター建設計画（セネガル共和国）

(a) 検査報告に掲記した事態の概要

この事業は、セネガル共和国のルガ市において、女性を対象として職業訓

練を実施するため、職業訓練施設の建設及び訓練用資機材の購入を内容とす

るものである。在セネガル日本国大使館では、11年11月に、団体との間で贈

与契約を締結し、同年12月に、資金394,106仏フラン（邦貨換算額8,670,332

円）を贈与している。

同団体は、資金の供与を受けてから3年3箇月を経た会計検査院の調査時

（15年3月）においても、職業訓練施設の建設に着工していないなど事業が全

く実施されておらず、供与された資金の使途などの現況については確認でき

ていない状況となっていた。

(b) 現況

本件は、同国において調査が進められており、外務省としては、同団体の

代表者が同国内で司法上の厳正な処分を受けるよう適当な措置を講ずる必要

があると考えており、同国政府等との協議及び捜査当局による調査結果を踏

まえ、状況を総合的に判断し対応を決定する考えであるとのことである。し

かし、現時点では、捜査当局から調査結果の通報を受けることができておら

ず、引き続き捜査当局及び司法当局の協力を強く要請しており、また、資金

は供与されたままとなっているとのことである。

(ｲ) 「平成16年度決算検査報告」に掲記した案件の現況について

ａ マンディラリ職業訓練センターの機材整備及び改修計画（カメルーン共和

国）

(a) 検査報告に掲記した事態の概要

この事業は、カメルーン共和国のヤウンデ市において、貧困層の女性の職

業訓練及び自立促進のため、裁縫器具等の機材の購入及び既存の訓練施設の

改修を内容とするものである。在カメルーン日本国大使館では、14年1月に、

団体との間で贈与契約を締結し、同年3月に、資金89,974ユーロ（邦貨換算額

8,997,400円）を供与している。
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足踏みミシンについて、同団体では、計画では35台購入する予定だったが

実際は15台しか購入していないなど、機材が計画どおり購入されておらず、

援助の効果が十分発現していない状況となっていた。

(b) 現況

同団体は、18年2月末までにすべての機材を調達する旨誓約し、現時点で足

踏みミシンについては計30台が納入されるなどしているが、残りの機材につ

いては海外に発注しており、納入されるのを待っている状況であるとのこと

である。

ｂ トンガ女性の地位向上のための育成センター建設及び機材整備計画（カメル

ーン共和国）

(a) 検査報告に掲記した事態の概要

この事業は、カメルーン共和国のトンガ市において、貧困層の女性の職業

訓練及び自立促進のため、訓練施設の増設及び裁縫器具等の機材の購入を内

容とするものである。在カメルーン日本国大使館では、14年7月に、団体との

間で贈与契約を締結し、同年9月に、資金82,328ユーロ（邦貨換算額8,891,4

24円）を供与している。

訓練施設については、17年5月の会計検査院の調査時においても、内装工事

を行っている途中であるなど、完成しておらず、援助の効果が十分発現して

いない状況となっていた。

(b) 現況

17年11月に施設が完成し、職業訓練を開始している。同年12月には、在外

公館において案件現場の視察による終了時確認を行い、18年4月に被供与団体

から最終報告書が提出されたとのことである。

ｃ オコラ女性職業訓練センターの改修及び機材整備計画（カメルーン共和国）

(a) 検査報告に掲記した事態の概要

この事業は、カメルーン共和国のオコラ市において、貧困層の女性の職業

訓練及び自立促進のため、訓練施設の増設及び木工器具等の機材の購入を内

容とするものである。在カメルーン日本国大使館では、14年7月に、団体との

間で贈与契約を締結し、同年9月に、資金83,496ユーロ（邦貨換算額9,017,5

68円）を供与している。
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訓練施設については、17年5月の会計検査院の調査時においても、窓枠や配

電関係の工事を行っている途中であるなど完成しておらず、機材については、

施設が完成していないため納入されておらず、本件資金供与による活動は行

われていないため、援助の効果が発現していない状況となっていた。

(b) 現況

同団体は、17年12月末までに事業を完了する旨誓約したものの、現時点で

完了していない。これまでの工事で天井用の梁、配電設備、配水管等が設置

されたが、天井板の設置等がされていないとのことである。なお、被供与団

体は、週1回建設中の施設内において、籐製品の製作や家畜の育成法等を指導

し、また、農村に長期出張して各種養成を実施している状況であるとのこと

である。

ｄ ロコトゥイヴァトゥ小学校整備計画（フィジー諸島共和国）

(a) 検査報告に掲記した事態の概要

この事業は、フィジー諸島共和国のタイレヴ県において、ロコトゥイヴァ

トゥ小学校の上級学年の新設に伴う学級数の増加等に対処するため、校舎１

棟、教員宿舎２棟、通学に必要な橋りょうの建設等を内容とするものである。

在フィジー日本国大使館では、13年2月に、団体との間で贈与契約を締結し、

同年3月に、資金71,496米ドル（邦貨換算額7,507,080円）を供与している。

資金の供与を受けてから4年を経た17年4月の会計検査院の調査時において

も、教員宿舎1棟の建築はしゅん功しておらず、また、橋りょうの建設につい

ては資機材が購入されていないため着工しておらず、援助の効果が十分発現

していない状況となっていた。

(b) 現況

同団体は、技術者不足と物価上昇を考慮し、当初計画していた吊り橋から

沈下橋へ設計変更することとする大使館からの提案を受け入れ、同国地域開

発省に詳細設計支援及び建設支援を要請している。同団体の報告によると、

現在、橋りょうの詳細設計及び見積りを行っているとのことである。
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3 検査の結果に対する所見

草の根無償は、開発途上国において活動しているＮＧＯ、地方公共団体、教育・医療

機関等が現地において実施する比較的小規模な案件に対して、我が国の在外公館が迅速

かつ的確に対応することにより草の根レベルに直接効果が発現することを目的としてい

る。

草の根無償は、15年度に人間の安全保障の考えを反映させ草の根無償資金協力から草

の根・人間の安全保障無償資金協力に改称され、予算額が増加され、供与限度額は従来

の最大5000万円から1億円までに拡充されており、在外公館においては、供与資金の適正

な使用に対する説明責任の徹底が求められている。そして、外務本省では、15年度以降、

ガイドラインにより、在外公館における案件の申請、モニタリング、フォローアップ等

に関する実施手順などを具体的に示している。

今般、会計検査院は、草の根無償の実施状況について、外務本省及び7箇国10在外公館

において検査を実施した結果、13、14両年度に比べて15、16両年度では、案件現場の視

察による事前調査が緊急案件を除きすべて実施されるようになっており、また、案件実

施中における現場視察の実施率が増加している状況となっていたが、その一方で、以下

のような事態が認められた。

① 草の根無償は、贈与契約の締結から1年以内の決められた期日までに案件を終了する

こととされているのに、案件終了まで1年以上経過しているものが少なからず見受けら

れ、贈与契約上の終了期日までに終了していないものが多く見受けられる一方、契約

期間の変更に関する承認手続がほとんど行われていない状況となっている。

② 最終報告書の提出が遅延しているものがあったり、案件現場の視察による終了時の

確認が十分に実施されていないものがあったり、一部の案件が未終了となっていたり

している。

③ 案件終了後の現場におけるフォローアップは、一部の在外公館を除き実施が低調と

なっている。

外務本省においては、以上の検査の結果を踏まえ、在外公館における草の根無償の実

施の実態を把握した上で、草の根無償が制度の趣旨に沿って適正に実施され所期の目的

を果たすよう、在外公館に対し以下の点について指示を徹底し、また、在外公館におい

ては、今後の業務運営等に当たり更に留意することが必要であると考えられる。

① 贈与契約の締結等の際には、契約上の期日以内に案件を終了すること、契約期間等
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の変更には承認手続が必要なこと、案件終了後速やかに最終報告書を提出することな

ど贈与契約の内容に沿った適切な案件の実施について被供与団体に対し十分に説明し、

草の根無償の制度の趣旨を一層周知徹底すること

② 被供与団体との連絡を密に取り、案件の進ちょく状況や最終報告書の提出状況など

を踏まえ、案件現場の視察を必要に応じて、遺漏がないよう実施し、施設、機材の現

況を確認し同団体の活動状況を把握して案件が未終了のままとならないよう努めるこ

と

③ 案件終了後における事業効果の発現状況について、案件現場に赴き施設や機材の利

用状況を把握するなどして、終了した案件を事後的に評価し、将来の案件形成にフィ

ードバックすることが不可欠な業務であることを十分認識して、計画的、効率的なフ

ォローアップに一層努めること

会計検査院としては、開発途上国においては草の根無償の事業内容が多様化し、援助実

績も増加してきていることにかんがみ、今後とも、草の根無償が制度の趣旨に沿って適切

に実施され、当初想定したとおりの事業効果が発現しているかについて注視していくこと

とする。



別表3-1

1 バングラデシュ 13
女性のための農村
開発計画

教育研究
ﾛｰｶﾙ
NGO

4,981,706

ｶﾞｼﾞﾌﾟｰﾙ県ｶｼﾞｺﾞﾝｼﾞ郡ｼﾞｬﾏﾙﾌﾟｰﾙにおいて、総合的な農
村開発を目的として農村女性への訓練を行うため、専用
の職業訓練ｾﾝﾀｰの建設及び機織機等の購入に必要な
資金を供与するもの

施設は完成し、機材は納入され、利
用されていた。

2 バングラデシュ 13
地方保健開発協会
STD及びHIVｴｲｽﾞ予
防･治療支援計画

医療保健
ﾛｰｶﾙ
NGO

4,977,212
首都ﾀﾞｯｶ市において、HIV及び性的感染症予防活動の拡
充、強化を図る目的で、医療機材、診療用車両等の購入
等に必要な資金を供与するもの

機材は納入され、利用されていた。

3 バングラデシュ 13
ﾀﾞｯｶ子供病院ｻﾗｾﾐ
ｱｾﾝﾀｰ建設計画

医療保健
ﾛｰｶﾙ
NGO

9,963,947

首都ﾀﾞｯｶ市内に所在するﾀﾞｯｶ子供病院において、ﾍﾞｯﾄﾞ
数を増加し研究ｽﾍﾟｰｽを拡充してｻﾗｾﾐｱ患者のﾆｰｽﾞに
応えるため、病棟の増設及びﾍﾞｯﾄﾞ等の機材の購入に必
要な資金を供与するもの

施設は完成し、機材は納入され、利
用されていた。

4 バングラデシュ 13
ｽﾘﾓﾝｺﾞﾙ財団・母子
保健ｸﾘﾆｯｸ施設建設
計画

医療保健
ﾛｰｶﾙ
NGO

9,812,114

ﾊﾞﾝｸﾞﾗﾃﾞｼｭ東部ｽﾘﾓﾝｺﾞﾙ地域において、地域医療活動を
行っている当該団体の活動の拡充、強化を図る目的で、
診療所の建設及び医療機材等の購入に必要な資金を供
与するもの

施設は完成し、機材は納入され、利
用されていた。

5 バングラデシュ 14
ｶｰﾝ財団診療所支
援計画

医療保健
ﾛｰｶﾙ
NGO

9,105,104

首都ﾀﾞｯｶ市の貧困地域において、母子保健向上のため
の活動を行っている当該団体支援のため、診療所の建
設及び医療機材、診療用車両等の購入に必要な資金を
供与するもの

施設は完成し、機材は納入され、利
用されていた。

6 バングラデシュ 14
ﾅﾘ･ﾏｲﾄﾚ母子保健
診療所支援計画(Ⅱ)

医療保健
ﾛｰｶﾙ
NGO

6,708,902

首都ﾀﾞｯｶ市の貧困地域において、母子保健向上のため
の活動を行っている当該団体支援のため、医療機材、診
療用車両、医薬品等の購入に必要な資金を供与するも
の

機材は納入され、利用されていた。

7 バングラデシュ 14
農村女性のための
工芸品製作訓練ｾﾝ
ﾀｰ支援計画

教育研究
ﾛｰｶﾙ
NGO

8,524,140
ｺﾐﾗ県において、女性の自立を支援するため、宿泊施設
を兼ね備えた教育等訓練用施設の建設及びﾐｼﾝ等の訓
練用機材等の購入に必要な資金を供与するもの

施設は完成し、機材は納入され、利
用されていた。

8 バングラデシュ 15
ﾉｱｶﾘ障害者職業訓
練所建設計画

民生環境
ﾛｰｶﾙ
NGO

9,524,540
ﾉｱｶﾘ県において、障害者の自立を支援するため、宿泊施
設を兼ね備えた職業訓練用施設の建設及び家具の購入
等に必要な資金を供与するもの

施設は完成し、機材は納入され、利
用されていた。

9 バングラデシュ 15
ﾅﾝｶﾞﾙｺﾄ青少年職業
訓練学校建設計画

教育研究
ﾛｰｶﾙ
NGO

7,688,806

ｺﾐﾗ県において、青少年の社会的自立を支援するため、
退学者及び未就職青少年に対して職業訓練を行う訓練
施設の建設及びｺﾝﾋﾟｭｰﾀ等の訓練機材等の購入に必要
な資金を供与するもの

施設は完成し、機材は納入され、利
用されていた。

10 ブラジル 14
ﾛﾃﾞｱﾄﾞｰﾙ地区ｺﾐｭﾆ
ﾃｨｾﾝﾀｰ計画

教育研究
ﾛｰｶﾙ
NGO

9,587,370

連邦区ﾌﾞﾗｽﾗﾝｼﾞｱ市ﾛﾃﾞｱﾄﾞｰﾙ地区において、同地域に
居住する住民の生活環境の向上を図るため、教育活動
や職業訓練を行うための建物及び井戸の建設に必要な
資金を供与するもの

施設等は完成し、利用されていた。

11 ブラジル 14
ｱﾅﾎﾟﾘｽ市医療分析
研究所計画

医療保健
地方公共
団体

8,553,908

ｺﾞｲｱｽ州ｱﾅﾎﾟﾘｽ市に所在する市の診療所兼研究所にお
いて、医療環境の向上を図る目的で、医療機材の拡充及
び改善のための医療機材の購入に必要な資金を供与す
るもの

機材は納入され、利用されていた。

12 サンパウロ 13
ｵｲｽｶ･ﾌﾞﾗｼﾞﾙ地域
活動ｾﾝﾀｰ建設計画

民生環境・
教育研究

ﾛｰｶﾙ
NGO

4,824,095

ｻﾝﾊﾟｳﾛ州ｼﾞｬｶﾚｲ市において、地域社会の安定的発展を
図り地元住民との信頼関係を促進させるため、託児所、
学童保育等の活動を実施する地域活動ｾﾝﾀｰの建設に
必要な資金を供与するもの

施設は完成し、利用されていた。

13 サンパウロ 13
ﾊﾞﾛﾝ･ﾃﾞ･ｲｸﾞｱﾍﾟ街
950番地ﾘｻｲｸﾙｾﾝ
ﾀｰ計画

民生環境
ﾛｰｶﾙ
NGO

5,999,597

ｻﾝﾊﾟｳﾛ州ｻﾝﾊﾟｳﾛ市ｾﾝﾄﾛ地区において、路上生活者の
職業的自立を支援する目的で、廃品の分別、ﾘｻｲｸﾙ品の
保管を行うための小屋の建設及び廃品収集用荷車、ﾍﾞﾙ
ﾄｺﾝﾍﾞｱ等の機材の購入に必要な資金を供与するもの

施設は完成し、機材は納入され、利
用されていた。

14 サンパウロ 15
小児糖尿病協会本
部建設計画

医療保健
ﾛｰｶﾙ
NGO

9,073,140

ｻﾝﾊﾟｳﾛ州ｻﾝﾊﾟｳﾛ市において、貧困小児糖尿病患者及
びその家族に対する生活指導等の支援の充実･拡充を
図るため、当該団体の本部建物の改築及びﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾀ等
の機材の購入に必要な資金を供与するもの

施設は完成し、機材は納入され、利
用されていた。

15 ﾘｵﾃﾞｼﾞｬﾈｲﾛ 13
ﾑｰﾙ貝・牡蠣養殖計
画

農林水産
ﾛｰｶﾙ
NGO

7,310,561

ﾘｵﾃﾞｼﾞｬﾈｲﾛ州ｱﾊｲｱﾙ･ﾄﾞ･ｶｰﾎﾞ市において、自生するﾑｰ
ﾙ貝の採取を防止して環境の保全を図るとともに、貝類採
取従事者の所得の安定・向上を図るため、ﾑｰﾙ貝や牡蠣
の養殖用設備、貝類加工処理施設等の機材の購入に必
要な資金を供与するもの

資金を供与してから約4年が経過して
いるが、未だ事業が完了していな
かった。

16 ﾘｵﾃﾞｼﾞｬﾈｲﾛ 14
ﾌﾝｼｬｳ小学校増改
築・多目的ﾎｰﾙ建設
計画

教育研究
地方公共
団体

7,618,656
ﾘｵﾃﾞｼﾞｬﾈｲﾛ州ｶｼｮｴｲﾗｽ･ﾃﾞ･ﾏｶｸ市において、授業環境
の改善及び地域活性化のため、老朽化した校舎の改築
及び多目的ﾎｰﾙの建設に必要な資金を供与するもの

施設は完成し、利用されていた。

17 ﾘｵﾃﾞｼﾞｬﾈｲﾛ 15
産婦人科病院医療
機材・保健教育資材
供与計画

医療保健
ﾛｰｶﾙ
NGO

5,972,952

ﾘｵﾃﾞｼﾞｬﾈｲﾛ州ﾘｵﾃﾞｼﾞｬﾈｲﾛ市に所在する産婦人科病院
において、医療水準向上のため、検査用医療機材の購
入と保健用教育資材の作成に必要な資金を供与するも
の

機材等は納入され、利用されていた。

18 クロアチア 13 難民帰還支援計画 通信運輸
ﾛｰｶﾙ
NGO

8,193,405

東ｽﾗｳﾞｫﾆｱ地域を除く旧紛争地域全土において、紛争に
より難民となったｾﾙﾋﾞｱ人の帰還を支援するため、僻地に
所在する難民の帰還先へ家屋建築資材を輸送するため
のｸﾚｰﾝ付ﾄﾗｯｸの購入に必要な資金を供与するもの

機材は納入され、利用されていた。

現地調査対象事業概要等一覧
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会計実地検査時点における利用状
況
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団体

年
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分野案件名在外公館
番
号

案件の概要金額 (円)

19 クロアチア 13
ｵｸﾞﾘﾝ市養老ﾎｰﾑ修
復計画

民生環境
ﾛｰｶﾙ
NGO

6,408,303
ｵｸﾞﾘﾝ市において、紛争時に破壊された市の養護老人ﾎｰ
ﾑの改修工事に必要な資金を供与するもの

施設は完成し、利用されていた。

20 クロアチア 13
東ｽﾗｳﾞｫﾆｱ地域地
雷除去活動支援計
画

その他
国･政府
機関

36,608,300

ｳﾞｺｳﾞｧﾙｽﾚﾑ県、ｵｼｴｸﾊﾞﾗﾆｬ県を中心とした東ｽﾗｳﾞｫﾆｱ
地域において、主に農耕作地での地雷探査活動と地雷
除去活動の目的で、地雷探査機材、活動用車両の購入
に必要な資金を供与するもの

機材は納入され、利用されていた。

21 クロアチア 13
ｳﾞｪﾘｷ・ｸﾞﾗﾀﾞﾂ村小
学校再建計画

教育研究・
医療保健

ﾛｰｶﾙ
NGO

4,689,100

ｳﾞｪﾘｷ・ｸﾞﾗﾀﾞﾂ村において、ｾﾙﾋﾞｱ人難民･避難民の帰還
を促し、同村及び周辺5村の村民のための小学校及び診
療所として利用する目的で、既存小学校建物の修復及び
教室、診療室用の机・椅子等の機材の購入に必要な資
金を供与するもの

施設は完成し、機材は納入されてい
るものの、小学校の開校及び診療所
の開設には至っておらず、本来の目
的で一度も利用されていなかった。

22 クロアチア 13
ﾋﾞﾘｪ小学校教育機
材供与計画

教育研究 教育機関 3,514,400

東ｽﾗｳﾞｫﾆｱ地域のｵｼｴｸ市において、紛争時に破壊さ
れ、盗難によって被害に遭った学校を改善して通常の教
育環境を提供するため、机、椅子等の機材の購入に必要
な資金を供与するもの

機材は納入され、利用されていた。

23 クロアチア 14
ｳﾞｨﾙﾘｶ町診療所医
療ｻｰﾋﾞｽ改善計画

医療保健 医療機関 2,626,992
ｳﾞｨﾙﾘｶ町に所在する診療所において、地域住民に対す
る緊急医療ｻｰﾋﾞｽの向上を図る目的で、救急車の購入に
必要な資金を供与するもの

機材は納入され、利用されていた。

24 クロアチア 14
ﾀﾞﾙﾏﾁｱ･ｶﾙﾛｳﾞｧｯﾂ
地域地雷対策活動
支援計画

その他
国･政府
機関

7,839,180

ﾀﾞﾙﾏﾁｱ地域及びｶﾙﾛｳﾞｧｯﾂ地域において、地雷対策活
動の強化及び活動の効率的、効果的な実施のため、老
朽化により不足している地雷除去用機材の購入に必要
な資金を供与するもの

機材は納入され、利用されていた。

25 クロアチア 15
ﾎﾞｸﾞﾀﾞﾉｳﾞﾂィ町舗道
修復計画

通信運輸
地方公共
団体

5,412,888
ﾎﾞｸﾞﾀﾞﾉｳﾞﾂィ町において、歩行者の安全を確保しｲﾝﾌﾗ状
況を整備するため、交通量が増加した幹線道路の歩道
の整備に必要な資金を供与するもの

歩道は整備され、利用されていた。

26 クロアチア 15
ｸﾞﾘﾅ町給水ｼｽﾃﾑ修
復計画

民生環境
地方公共
団体

8,020,350

ｸﾞﾘﾅ町に属するﾊﾞﾙﾃｨｯﾁ・ﾌﾞﾙﾄﾞ、ﾊﾞﾘﾅﾂ、ｽｹﾗ、ｺﾞﾙﾆｪ･ｾﾘ
ｼｭﾃ、ﾄﾞﾆｪ･ｾﾘｼｭﾃの5村において、安全な飲料水と畜産
用水の確保のため、ﾊﾟｲﾌﾟﾗｲﾝの設置に必要な資金を供
与するもの

施設は完成し、利用されていた。

27 クロアチア 15
ｼﾞｪｶﾞﾙ村小学校修
復計画

教育研究
ﾛｰｶﾙ
NGO

4,813,327

ｵﾌﾞﾛｳﾞｧｯﾂ町ｼﾞｪｶﾞﾙ村において、紛争時に破壊された小
学校の修復・再開のため、小学校の再建及び教室･職員
室で使用する机等の機材の購入に必要な資金を供与す
るもの

施設は完成し、機材は納入され、利
用されていた。

28 エチオピア 13 ｶﾘﾃｨ保健衛生計画
医療保健・
民生環境

ﾛｰｶﾙ
NGO

8,546,197
首都ｱｼﾞｽｱﾍﾞﾊﾞ市ｶﾘﾃｨ地区において、貧困地域住民の
健康状態の改善を図るため、保健所の建設及び給水施
設、排水溝等の整備に必要な資金を供与するもの

施設等は完成し、利用されていた。

29 エチオピア 14 都市農業普及計画 農林水産 国際NGO 2,150,006
首都ｱｼﾞｽｱﾍﾞﾊﾞ市のｺﾀﾍﾞ、ｱｶｷ、ﾒｷｼｺの各地区におい
て、栄養状態の改善等を図るため、野菜を主とした農業
生産の普及活動に必要な資金を供与するもの

倉庫3棟のうち1棟は建設途中であっ
たが、それ以外の事業は完了し、普
及活動は実施されていた。

30 エチオピア 15
ｱｶｷ青少年育成ｾﾝ
ﾀｰ設置計画

教育研究
ﾛｰｶﾙ
NGO

9,988,018

首都ｱｼﾞｽｱﾍﾞﾊﾞ市ｱｶｷ地区において、地元青少年の健全
な育成環境を提供するため、図書室、会議室等を備えた
青少年育成ｾﾝﾀｰの建設及びｾﾝﾀｰで使用する机、椅子
等の機材の購入に必要な資金を供与するもの

資金を供与してから2年以上経過して
いるが、未だ事業が完了していな
かった。

31 エチオピア 15
ｷﾞｻﾞｳ博士記念総合
病院建設計画

医療保健
ﾛｰｶﾙ
NGO

9,645,442

ｱﾑﾊﾗ州ﾃﾞﾌﾞﾚﾌﾞﾗﾊﾝ市において、地域の医療施設不足を
改善するため、将来順次整備していく予定の総合病院の
建物全体のうち、部分開業に必要な建物の一部の内装
工事等に必要な資金を供与するもの

資金を供与してから2年以上経過して
いるが、未だ事業が完了していな
かった。

32 エチオピア 15
ｻﾊﾞﾀ盲学校・特殊教
育教員養成ｾﾝﾀｰ教
材供与計画

教育研究 国際NGO 9,912,256

ｵﾓﾛ州ｻﾊﾞﾀ郡に所在する盲学校及び障害者教育教員養
成ｾﾝﾀｰにおいて、盲児童への教育の普及、教員の養成
のため、教育用機材の購入及び教員の養成に必要な資
金を供与するもの

機材は納入され、利用されており、教
員の養成は実施されていた。

33 レバノン 13
ﾑｸﾀｰﾗにおける飲料
水用井戸建設計画

民生環境
地方公共
団体

3,596,270
ｼｭｰﾌ県ﾑｸﾀｰﾗ町において、地域住民への安定した飲料
水供給を行うため、井戸の掘削及びﾎﾟﾝﾌﾟ等の機材購入
に必要な資金を供与するもの

施設は完成し、機材は納入され、利
用されていた。

34 レバノン 13

南ﾚﾊﾞﾉﾝ･ﾅﾊﾞﾃｨﾔに
おける人道目的の
地雷除去作業支援
計画

民生環境 国際NGO 8,983,281

南ﾚﾊﾞﾉﾝ県ﾅﾊﾞﾃｨﾔ郡ｸﾌｧﾙ･ﾙﾝﾏｰﾝ村において、ﾚﾊﾞﾉﾝ政
府に地雷除去作業を認められている当該団体の活動を
支援し、地域住民の生活環境の改善を図る目的で、地雷
除去作業用機材等の購入に必要な資金を供与するもの

機材は納入され、利用されていた。

35 レバノン 13
ｱﾌﾞﾗ村飲料水供給
網整備計画

民生環境
地方公共
団体

7,190,400
ｻﾞﾊﾚ近郊ｱﾌﾞﾗ村において、地域住民への安定した飲料
水供給を行うため、井戸の掘削、ﾎﾟﾝﾌﾟｽﾃｰｼｮﾝの建設等
に必要な資金を供与するもの

将来的な水の安定供給を図るため、
地下約500メートルの水源まで新たに
井戸を掘削することとしていたが、地
下140メートルまで掘削して水源に達
した井戸は、稼働して、利用されてい
た。

36 レバノン 14
ﾑｸﾀｰﾗ町における生
活用水貯水槽建設
計画

民生環境
地方公共
団体

4,819,000
ｼｭｰﾌ県ﾑｸﾀｰﾗ町において、地域住民への安定した生活
用水の供給を行うため、貯水槽等の建設に必要な資金を
供与するもの

施設は完成し、利用されていた。

37 レバノン 14
天然泉からｻｳﾌｧﾙ
町への水路拡充計
画

民生環境
ﾛｰｶﾙ
NGO

8,060,296
ｻｳﾌｧﾙ町において、衛生的で十分な量の生活用水を町
民に供給するため、ｸﾈｲｾ山ﾚﾑｻﾆｱ地区にある天然の泉
からの水路等の建設に必要な資金を供与するもの

施設は完成し、利用されていた。

38 レバノン 14
ｼｭｰﾌ地区ｵﾘｰﾌﾞｵｲ
ﾙ･ﾎﾞﾄﾘﾝｸﾞｾﾝﾀｰ設立
計画

農林水産
ﾛｰｶﾙ
NGO

5,447,544

ｼｭｰﾌ地区ﾊﾞｱｸﾘﾝ村において、地場産業の発展、地域社
会振興のため、当該団体が実施しているｵﾘｰﾌﾞｵｲﾙ･ﾎﾞﾄﾘ
ﾝｸﾞ･ｾﾝﾀｰの設立を支援し、ｾﾝﾀｰで必要となる機材の購
入に必要な資金を供与するもの

機材は納入され、利用されていた。
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会計実地検査時点における利用状
況
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団体
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度

分野案件名在外公館
番
号

案件の概要金額 (円)

39 レバノン 15
地雷探知犬による地
雷除去作業支援計
画

その他 国際NGO 6,174,176

南部県ｼﾞｪｽﾞｨｰﾝ郡ｻｲﾄﾞｩﾝ村、ｱﾗﾑﾀ村において、ﾚﾊﾞﾉﾝ政
府に地雷除去作業を認められている当該団体の活動を
支援するため、より効率的な地雷除去を可能にする地雷
探知犬の借上げに必要な資金を供与するもの

地雷探知犬の借上げによる支援は実
施されていた。

40 レバノン 15
ｲｽﾗﾑ職業技術訓練
所女子部ｺﾝﾋﾟｭｰﾀ･ﾗ
ﾎﾞ整備計画

教育研究
ﾛｰｶﾙ
NGO

4,738,114

首都ﾍﾞｲﾙｰﾄ郊外ｼｬｰﾃｨｰﾗ地区において、女性の地位向
上を図る目的で、当該団体が運営する職業訓練施設の
女子生徒専用のｺﾝﾋﾟｭｰﾀ･ﾗﾎﾞの整備のため、ｺﾝﾋﾟｭｰﾀ等
の機材の購入に必要な資金を供与するもの

機材は納入され、利用されていた。

41 東ティモール 13
ｱﾝｶｻ小学校への教
職員棟兼ﾄｲﾚ建設計
画

教育研究 国際NGO 1,020,780

首都ﾃﾞｨﾘ市西部ﾌﾀﾞﾗﾗﾝ地区に所在するｱﾝｶｻ小学校に
おいて、教育環境の改善と円滑な学校運営を図るため、
校長室、教職員室、ﾄｲﾚ等を備えた建物の建設に必要な
資金を供与するもの

施設は完成し、利用されていた。

42 東ティモール 13
ﾃﾞｨﾘ周辺地域植林
計画

民生環境
ﾛｰｶﾙ
NGO

7,035,999

首都ﾃﾞｨﾘ市周辺のｶｲｺﾘ、ｺﾓﾛ、ﾀｼﾄﾙ、ﾏﾝﾙｱﾅの4地区に
おいて、森林破壊の防止等のため、植林のための苗木、
機材の購入及び植林作業等に必要な資金を供与するも
の

機材等は納入され、利用されていた。

43 東ティモール 14
ｵｸｼ県人寮再建計
画

教育研究
ﾛｰｶﾙ
NGO

8,115,684

首都ﾃﾞｨﾘ市ｺﾓﾛ地区において、ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ領西ﾃｨﾓｰﾙに所
在するｵｸｼ県の出身である若者の高校や大学への通学
に寄与するため、壊れた県人寮の再建に必要な資金を
供与するもの

施設は完成し、利用されていた。

44 東ティモール 15
東ﾃｨﾓｰﾙ国民和解
支援計画

その他 その他 57,340,000

首都ﾃﾞｨﾘ市及び国内各県、並びにｲﾝﾄﾞﾈｼｱ領西ﾃｨﾓｰﾙ
東ﾇｻ・ﾄｩﾝｶﾞﾗ州等において、ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ支配時代及び独立
運動時に生じた住民間の亀裂の修復、地域社会の和解
促進のため、調査活動、会合の開催、出版による広報活
動等に必要な資金を供与するもの

調査、広報活動等は実施されてい
た。

45 東ティモール 15
ﾘｷｻ県2村に対する
浄水供給計画

民生環境
ﾛｰｶﾙ
NGO

7,060,018
ﾘｷｻ県ｶﾌﾞｲﾘﾓ村、ﾏﾝｺﾙﾊﾀ村において、衛生状態の改
善、生活用水等の確保のため、取水ﾀﾝｸ、貯水槽、配水
管等の給水ｼｽﾃﾑの建設に必要な資金を供与するもの

施設は完成し、利用されていた。

46 東ティモール 15
図書・資料ｾﾝﾀｰ建
設計画

教育研究
ﾛｰｶﾙ
NGO

9,857,600

首都ﾃﾞｨﾘ市において、教育関係の社会資本を整備し、民
主化教育の推進を図るため、図書館、資料ｾﾝﾀｰ、多目
的ﾙｰﾑを備えたｾﾝﾀｰの建設及び図書、机、本棚等の機
材の購入に必要な資金を供与するもの

施設は完成し、機材は納入され、利
用されていた。

47 ベトナム 13
溶接・切断職業訓練
計画

教育研究 教育機関 8,256,120

ﾊﾞｯｸｻﾞﾝ省ﾊﾞｯｸｻﾞﾝ市に所在する電気機械化学職業訓練
学校において、溶接･切断技術者の技能ﾚﾍﾞﾙの向上を図
るため、ｶﾞｽ切断機等の機材の購入に必要な資金を供与
するもの

機材は納入され、利用されていた。

48 ベトナム 13
障害児ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ
学校機材改善計画

教育研究 教育機関 9,132,022

ﾌﾝｲｴﾝ省ｺｱｲ･ﾁｬｳ郡に所在するﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ学校におい
て、障害児の支援環境を改善するため、学校の改修及び
ﾐｼﾝ等の訓練用機材の購入に必要な資金を供与するも
の

施設は完成し、機材は納入され、利
用されていた。

49 ベトナム 13
ﾊﾞｯｸﾀﾞﾝ灌漑ﾎﾟﾝﾌﾟ場
改善計画

農林水産
地方公共
団体

9,923,501
ｸｱﾝﾆﾝ省ｳｵﾝﾋﾞ町ﾌｵﾝﾅﾑ村ﾊﾞｯｸﾀﾞﾝ地区において、農業
の生産性向上及び農民の生活ﾚﾍﾞﾙの向上を図るため、
灌漑ﾎﾟﾝﾌﾟ場の建設に必要な資金を供与するもの

施設は完成し、利用されていた。

50 ベトナム 14
ﾁｬﾑﾁｮｲ町小学校建
設計画

教育研究
地方公共
団体

9,255,896

ﾊｰﾀｲ省ﾎｱｲﾄﾞｩｯｸ郡ﾁｬﾑﾁｮｲ町において、各場所に分散
している教室をひとつにまとめ、初等教育環境を改善す
るため、新たな小学校校舎の建設及び机、椅子等の機
材の購入に必要な資金を供与するもの

施設は完成し、機材は納入され、利
用されていた。

51 ベトナム 15
ﾄｩﾝｻﾞﾝ村道路整備
計画

通信運輸
地方公共
団体

9,683,628
ﾊﾞｸﾆﾝ省ﾄｩｰｿﾝ郡ﾄｩﾝｻﾞﾝ村において、利便性の向上及び
安全性を確保するため、同村内の未舗装道路の整備に
必要な資金を供与するもの

道路は整備され、利用されていた。

52 ホーチミン 14
ｶﾝﾄｰ省貧困女性用
職業訓練所建設計
画

教育研究
ﾛｰｶﾙ
NGO

8,747,888
ｶﾝﾄｰ省ｶﾝﾄｰ市において、貧困女性の所得を増加させ、
貧困削減を図るため、職業訓練用施設の建設及び工業
用縫製ﾐｼﾝの購入に必要な資金を供与するもの

施設は完成し、機材は納入され、利
用されていた。

453,033,131
合計

(10在外公館 52件)
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第4 スマトラ沖地震の緊急援助の実施状況について

1 検査の対象、着眼点及び方法

(1) 検査の対象

会計検査院は、16年12月26日に発生したスマトラ沖地震及びインド洋津波被害（以

下「津波等災害」という。）に際して、我が国が無償で供与することを決定した5億米

ドルのうち、二国間供与分の緊急援助としてインドネシア共和国、モルディブ共和国、

スリランカ民主社会主義共和国（以下「スリランカ共和国」という。）及びタイ王国

の4箇国（以下「4箇国」という。）に供与した次の財政的支援2億5000万米ドル相当を

対象として検査した。

ア ＪＩＣＡが4箇国に対して実施した緊急援助物資供与

イ 外務省が4箇国のうちタイ王国を除く3箇国（以下「3箇国」という。）に対して実

施した緊急無償資金協力事業及びノン・プロジェクト無償資金協力事業（以下「ノ

ンプロ無償資金協力事業」という。）

(2) 検査の着眼点

会計検査院は、次の点に着眼して検査した。

ア 津波等災害に対する被災国及び国際機関からの要請に対し、我が国政府はどのよ

うにして財政的支援の規模、方法を決定したか。

イ 緊急援助物資供与及び緊急無償資金協力事業については、相手国においてどのよ

うに受け入れられ実施されているか、供与された物資や資金は、その趣旨に沿って

使用されているか。

ウ ノンプロ無償資金協力事業として供与された資金（以下「ノンプロ無償資金」と

いう。）については、国別に、

(ｱ) 相手国において援助がどのように受け入れられ実施されているか、被災地にお

ける需要の把握及び事業内容の決定がどのようになされているか、

(ｲ) 供与された資金は交換公文、附属文書等に従って使用されているか、各案件に

ついては決定された事業内容に従って契約手続が執られ資金の支払が行われてい

るか、契約手続や資金の支払が遅延しているものはないか、

(ｳ) 援助の対象となった施設及び機材は、当初決定された事業内容に即し被災地に
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おいてその趣旨に沿って使用されているか。

(3) 検査の方法

検査に当たっては、外務本省及びＪＩＣＡ本部において、我が国政府の対応状況、

援助の制度的枠組み、実施手順等について説明を聴取したほか、在外公館及びＪＩＣ

Ａの在外事務所からの報告資料等に基づき説明を聴取した。また、職員を3箇国に派遣

し、在外公館及びＪＩＣＡの在外事務所において、相手国の実施機関等から提出され

た報告書等の関係書類等に基づき事業の実施状況について説明を聴取した。

また、会計検査院の検査権限は相手国には及ばないが、協力が得られた範囲で、事

業の実施状況について相手国の実施機関等から説明を聴取した。さらに、一部の案件

については、概括的に事業の進ちょく状況を確認するなどの現地調査を外務省の職員

等の立会いの下に実施した。

なお、本件事案の検査の過程において、外務本省、ＪＩＣＡ本部等に対する会計実

地検査及び3箇国における現地調査に要した人日数は55.5人日である。

2 検査の結果

(1) 津波等災害に対する被災国及び国際機関からの援助の要請並びに我が国政府の対応

状況

ア 津波等災害による被害の状況

16年12月26日にインドネシア共和国のスマトラ島沖で発生したマグニチュード9.

0と推定される大地震及びそれに伴う大規模な津波により、4箇国を始めとしてイン

ド洋沿岸諸国は大規模な被害を受けたが、外務省によれば各国の被害状況は、表4-

1のとおりであった。
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表4-1 津波等災害による被害状況

被災国 被害の内訳

バングラデシュ人民共和国 死者：2名

イ ン ド 死者：10,749名

インドネシア共和国 死者：128,645名

行方不明者：37,087名

死者：1名ケ ニ ア 共 和 国

マ レ ー シ ア 死者：68名

行方不明者：5名

モルディブ共和国 死者：82名

ミ ャ ン マ ー 連 邦 死者：61名

セーシェル共和国 死者：1名

ソマリア民主共和国 死者：298名

スリランカ共和国 死者：31,141名

負傷者：23,033名

行方不明者：4,245名

タンザニア連合共和国 死者：10名

タ イ 王 国 死者：5,395名

イ 我が国政府の対応状況

(ｱ) 緊急援助物資供与

ａ 制度的枠組み

緊急援助物資供与は、ＪＩＣＡが、海外の地域、特に開発途上地域における

大規模な災害に対し、国際協力の推進に寄与することを目的として、被災国に

対して物的援助として被災者の当面の生活を確保するために必要な物資の供与

を行うものであり、昭和62年度から行われている。

ｂ 事業の実施手順

外務省は、相手国政府等からの要請に対し援助の実施の必要性があると判断

した場合、ＪＩＣＡに対して物資供与の要請伝達を行う。これを受けたＪＩＣ

Ａは、海外に3箇所（平成16年12月現在）ある倉庫にあらかじめ備蓄している生

活必需品等を相手国政府等に供与することになっている。

ｃ 援助の実施

我が国政府は、津波等災害のあった16年12月26日以降、インドネシア共和国

政府、モルディブ共和国政府及びスリランカ共和国政府からは26日に、タイ王

国政府からは30日に、それぞれ、緊急援助として物資の供与に関する要請を受

けた。これに対して外務省はＪＩＣＡに対して要請伝達を行い、ＪＩＣＡはこ
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れに基づき、3箇国に対しては27日に、タイ王国に対しては31日に、それぞれ緊

急援助物資の供与を行うことを決定した。そして、ＪＩＣＡは、相手国政府、

現地の在外公館等と調整の上、相手国政府の要請の中から対応可能なものを選

択し、被災地に最も近いシンガポール共和国にある備蓄倉庫から、表4-2のとお

り、供与相当額計53,006,878円の物資を上記各国の現地に輸送した。

表4-2 緊急援助物資供与による支援 （単位：円）

計国名 インドネシア共和国 モルディブ共和国 スリランカ共和国 タイ王国内訳

供 与 相 当 額 19,177,918 7,866,755 14,209,853 11,752,352 53,006,878

16年12月30日 17年1月2日 16年12月31日 17年1月5日物資送付完了時期

この供与相当額計53,006,878円は、ＪＩＣＡが、16年度予算として外務省か

ら受けた運営費交付金（項）災害援助等協力関係費（目）災害援助協力経費及

び（目）災害援助訓練等経費から、17年3月までに支出した。支出額の内訳は、

被災地への物資の輸送費13,083,321円、現地での医薬品の調達費6,024,006円及

び備蓄倉庫から払い出された物資の事後補充に要した経費34,697,727円の合計

額53,805,054円から為替レート等の調整額798,176円を差し引いたものである。

なお、今回の津波等災害により被害を受けた4箇国以外の国からは、我が国政

府に対する具体的な援助の要請はなかった。

(ｲ) 緊急無償資金協力事業

ａ 制度的枠組み

緊急無償資金協力事業は、外務省が、災害緊急援助として海外における自然

災害及び内戦等の人為的災害の被災者を救済することなどを目的として、被災

国等に対して資金供与を行うものであり、昭和48年度から行われている。

ｂ 事業の実施手順

外務省の説明によれば、相手国政府等からの要請に対し、要請内容の検討、

ヒアリング等の案件情報収集を行った上で、援助の実施の必要性、妥当性等が

あると判断した場合、外務大臣が閣議で緊急無償を実施する旨の発言を行う。

そして、相手国に所在する我が国の大使館が相手国政府との間で口上書を交換

した後、一括して資金を支払うこととなっている。相手国政府は、資金により

必要な資機材等の調達を行い、資金を使用した後にその使用状況について外務

省に報告することとなっている。なお、資金の使用期限は特に定められていな
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い。

ｃ 援助の実施

被災国のうちの3箇国から、我が国に対して緊急援助として資金供与に関する

要請があった。

これに対して、我が国は、3箇国に対して、現地における緊急支援物資等の調

達のため、302万米ドルの緊急無償資金協力事業を行うこととし、平成16年12月

29日に3箇国との間で口上書を交換し、これに基づき表4-3のとおり、計3,020,

570米ドルの資金の供与を行った。

表4-3 緊急無償資金協力事業による支援 （単位：米ドル）

インドネシア共和国 モルディブ共和国 スリランカ共和国 計国名内訳

供 与 額 1,499,570 510,000 1,011,000 3,020,570

支 出 日 17年1月19日 17年1月6日 17年1月6日

送 金 完 了 日 17年2月1日 17年1月10日 17年1月12日

この援助を実施するに当たっては、外務省は、16年度予算一般会計の（項）

経済協力費（目）政府開発援助経済開発等援助費から332,262,700円（米ドル換

算額3,020,570米ドル）を17年1月に支出し、2月までに送金を完了した。

(ｳ) ノンプロ無償資金協力事業

我が国は、上記のように、津波等災害発生直後から、4箇国に対して緊急援助を

行っていた。

一方、今回の津波等災害に対し、国際社会では、我が国を含めた緊急首脳会議

を17年1月6日にジャカルタで行い、その中で国際連合は被災国に対する9.77億米

ドルの緊急支援アピールを行った。また、各国は津波等災害に対する緊急支援措

置、復旧・復興及び再発防止策について合意した。その際、我が国は5億米ドルの

無償支援を表明し、その後、我が国を含めた各国の援助表明額は50億米ドル以上

になった。このうちの主要国等における援助表明額は、表4-4のとおりである。

表4-4 主要国等の援助表明額 （単位：億米ドル）

国名 日本 ｱﾒﾘｶ合衆国 ｵｰｽﾄﾗﾘｱ連邦 欧州委員会 ﾌﾗﾝｽ共和国 計ﾄﾞｲﾂ連邦共和国

5 9.5 8 6.8 6.2 4.5 40.0表明額

以上のような経緯を経て、我が国は、5億米ドルの緊急援助を行うことを国際的

に表明したが、このうち2億5000万米ドルは国連児童基金（ＵＮＩＣＥＦ）等の国
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際機関を経由した援助とされ、残りの2億5000万米ドルが二国間の援助とされた。

そして、我が国は、上記二国間の援助である2億5000万米ドルのうち既に供与の

終わっていた緊急援助物資及び緊急無償資金協力事業に係る援助の合計分400万米

ドル相当を除いた2億4600万米ドルについて、1米ドル＝100円で換算した上で、表

4-5のとおり、インドネシア共和国146億円、スリランカ共和国80億円及びモルデ

ィブ共和国20億円、計246億円をノンプロ無償資金協力事業として実施することと

した。

これらノンプロ無償資金の援助額の根拠について、外務省は、災害が前例のな

い規模であること、国際機関からの巨額の支出要請があること、アジア地域にお

ける災害に対して同じアジアの一員としてその責任に見合った最大限の支援を行

う必要性があることなどを総合的に勘案し、当面の復旧・復興に必要となる支援

額として246億円という金額を決定したと説明している。なお、従来のノンプロ無

償資金協力事業は、昭和62年度から平成15年度までの間に、平均すると年間約26

4億円、１箇国当たり約15億円の実施規模であった。また、従来のノンプロ無償資

金協力事業として年間で1箇国に対して供与された金額は、15年度にアフガニスタ

ン共和国に供与された132億円が最高額であったが、今回インドネシア共和国に供

与された146億円はこれを超えるものであった。

ａ 制度的枠組み

我が国は、今回の津波等災害の甚大さ及び緊急性にかんがみ、津波等災害に

よる損害に対処するための事業の実施に迅速に貢献することを目的として、昭

和62年度から行われてきたノンプロ無償資金協力事業の枠組みにより資金供与

を実施することにした。そして、その際、迅速な調達を行うことを可能にする

ため、従来認められていなかった被援助国内における現地調達を認めることに

した。また、ノンプロ無償資金協力事業は原則として物品の調達を対象として

いたが、被災状況に応じた柔軟かつ的確な支援を行うことを可能にするため、

施設の建設のほか輸送、医療活動など役務の調達を認めることにした。さらに、

ノンプロ無償資金協力事業で調達した物品が無償で被災者等に配布されたり、

公共事業に使われたりすることを想定して、調達した資機材を相手国内で売却

するなどして得た対価を積み立てる見返り資金の積立て義務を免除するなど枠

組みに変更を加えた。
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ｂ 事業の実施手順

平成17年1月17日に閣議決定され、外務省が、同日に3箇国と取り交わした交

換公文及び附属文書によれば、資金は、相手国政府が開設した日本国内の銀行

口座（以下「政府口座」という。）に、17年3月末までに円貨で支払うこととな

っている。

そして、相手国政府は、この資金（この資金から発生した利息を含む。以下

同じ。）による必要な資機材等の調達に当たっては、附属文書の規定によって、

事業の円滑な実施と適切な調達の実施が確保できるように、調達代理機関を選

定することとなっている。そして、相手国政府と調達代理機関とが締結した契

約（以下「調達代理契約」という。）に基づき、調達代理機関が相手国政府に

代わって資機材等の調達に必要な業務を行い、相手国政府は調達代理手数料を

支払うこととなっている。

ノンプロ無償資金協力事業は、特定の事業の実施を前提として資金を供与す

るものではなく、また、より迅速な援助を実施するとの観点から、一般プロジ

ェクト無償資金協力事業で行われている事前調査としてのＪＩＣＡによる基本

設計調査は行われていない。しかし、今回のノンプロ無償資金協力事業では、

多くの施設の設置や修復案件を対象にしていることから、ＪＩＣＡは、別途実

施していた緊急開発調査等において、相手国政府の要請を受けて必要に応じ、

ノンプロ無償資金協力事業で対象としている施設の設計等を取り込んで実施し

た。また、外務省は、調達代理機関として財団法人国際協力システム(Japan

International Cooperation System。 以下「ＪＩＣＳ」という。)を推薦し、

17年1月及び2月に3箇国はＪＩＣＳと調達代理契約を締結した。そして、ＪＩＣ

Ｓは、相手国政府から調達を希望する資機材等の品目の提示を受けた後、資機

材等の代金の支払に必要な資金を政府口座から調達代理機関であるＪＩＣＳの

口座（以下「調達口座」という。）に受け入れ、調達口座から、業者に代金を

支払うこととなっている。そして、ＪＩＣＳは、調達代理機関として行ったす

べての支払や調達口座における資金の残高についての定期報告書、資金の使用

がすべて終わった後の最終報告書を相手国政府と我が国外務省に提出すること

となっている。また、外務省は、ＪＩＣＳから上記の報告書の提出を受けるほ

か、事業の進ちょく状況や契約の実績についても報告を受けることとなってい
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る。これらを通じて、相手国政府及び外務省は、契約の履行や事業の進ちょく

状況を確認することができることになっている。

ｃ 援助の実施

外務省は、3箇国から我が国に対して援助の要請を受けたとして、表4-5のと

おり、17年1月19日に3箇国の政府口座に資金の供与を行った。

表4-5 ノンプロ無償資金協力事業による支援 （単位：億円）

インドネシア共和国 モルディブ共和国 スリランカ共和国 計国名内訳

供 与 額 146 20 80 246

送金完了時期 17年1月19日 17年1月19日 17年1月19日

この援助を実施するに当たっては、外務省は、16年度予算一般会計の（項）

経済協力費（目）政府開発援助経済開発等援助費から246億円を17年1月19日に

支出した。

(2) 緊急援助物資供与の実施状況

ア インドネシア共和国

(ｱ) 援助の要請と引渡し

インドネシア共和国においては、緊急援助物資供与を行うに当たって、ＪＩＣ

Ａのインドネシア事務所が物資の受入手続及び引渡手続の準備等を担当し、在イ

ンドネシア日本国大使館がインドネシア共和国政府からの要請の受理、供与決定

後の通知及び引渡しを担当した。

まず、同国国家災害管理調整委員会が地方の災害管理調整委員会から直接現地

の情報を得るとともに、同国保健省からの情報や地方政府からの要請等の需要を

把握し、我が国に対して被災当日の16年12月26日に援助の要請を行った。そして、

我が国政府による翌27日の供与決定を経て、緊急援助物資は、被災地の近傍にあ

る在メダン日本国総領事館によって30日に同国政府に引き渡された。

(ｲ) 供与された物資の内訳とその後の使用状況

我が国が緊急援助として供与した物資は、表4-6のとおりである。
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表4-6 供与された緊急援助物資の具体的内訳（インドネシア共和国）

品目 数量

テント（ 6人用） 28張

毛布（普通） 3,000枚

発電機 100台

コードリール 100台

スリーピングマット 300枚

簡易水槽3000L 20台

浄水器 20台

ポリタンク 300個

8品目（19,177,918円相当）

会計検査院は、これらの物資の具体的内訳が記載され、これに被災地のアチェ

州に近接する北スマトラ州のメダン中央対策本部長が署名した受領書（写し）を

確認した。

また、その後の使用状況については、外務省の説明によれば、同国政府は未利

用のものはないとしている。また、ＪＩＣＡのインドネシア事務所の説明におい

ても、国際移住機関(ＩＯＭ)等を通じ、すべて被災地に配布され未利用のものは

ないとしている。

イ モルディブ共和国

(ｱ) 援助の要請と引渡し

モルディブ共和国においては、緊急援助物資供与を行うに当たって、ＪＩＣＡ

のスリランカ事務所が物資の受入手続及び引渡手続の準備等を担当し、在スリラ

ンカ日本国大使館がモルディブ共和国政府からの要請の受理、供与決定後の通知

及び引渡しを担当した。

まず、同国外務省が緊急物資として必要な機材リストを作成し、我が国に対し

て被災当日の16年12月26日に援助の要請を行った。そして、我が国政府による翌

27日の供与決定を経て、緊急援助物資は、17年1月2日に同国政府に引き渡された。

(ｲ) 供与された物資の内訳とその後の使用状況

我が国が緊急援助として供与した物資は、表4-7のとおりである。
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表4-7 供与された物資の具体的内訳（モルディブ共和国）

品目 数量

テント（ 6人用） 30張

毛布（普通） 2,000枚

発電機220V/50Hz 20台

コードリール 20台

ポリタンク 300個

簡易水槽3000L 10台

6品目（7,866,755円相当）

会計検査院は、これらの物資を同国外務省に引き渡す際に在スリランカ日本国

大使館が相手国に手交したとする、物資の具体的内訳が記載された書類（写し）

を確認した。

また、その後の使用状況については、外務省の説明によれば、同国政府におい

てこれらの物資は受入後、順次、国家災害管理センター、建設環境省、国家警備

局等を通じ、被災地の住民に配布されたとしている。また、ＪＩＣＡのスリラン

カ事務所の説明においても、ほぼすべての物資が同国政府の組織を通じて被災地

に配布され有効に活用されていることが確認できているとしている。

ウ スリランカ共和国

(ｱ) 援助の要請と引渡し

スリランカ共和国においては、緊急援助物資供与を行うに当たって、ＪＩＣＡ

のスリランカ事務所が物資の受入手続及び引渡手続の準備等を担当し、在スリラ

ンカ日本国大使館がスリランカ共和国政府からの要請の受理、供与決定後の通知

及び引渡しを担当した。

まず、同国首相府が災害管理センターと調整の上、我が国から提示された物資

リストを参考にして、被災当日の16年12月26日に援助の要請を行った。そして、

我が国政府による翌27日の供与決定を経て、緊急援助物資は、在スリランカ日本

国大使館によって31日に同国政府に引き渡された。

(ｲ) 供与された物資の内訳とその後の使用状況

我が国が緊急援助として供与した物資は、表4-8のとおりである。
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表4-8 供与された物資の具体的内訳（スリランカ共和国）

品目 数量

テント（ 6人用） 30張

同 （20人用） 10張

スリーピングマット 300枚

プラスチックシート 30巻

発電機220V/50Hz 20台

コードリール 20台

浄水器 10台

簡易水槽2000L 15台

毛布（普通） 2,000枚

9品目(14,209,853円相当）

会計検査院は、これらの物資を同国女性活力・社会福祉省に引き渡す際に相手

国に手交したとする、物資の具体的内訳が記載された書類（写し）を確認した。

また、その後の使用状況については、外務省の説明によれば、同国政府におい

てこれらの物資は受入後、順次、県事務所、漁業省、復興救済和解省等を通じて

被災地の住民に配布されたとしている。また、ＪＩＣＡのスリランカ事務所の説

明においても、ほぼすべての物資が同国政府の組織を通じて、被災地に配布され、

有効に活用されていることが確認できているとしている。

エ タイ王国

(ｱ) 援助の要請と引渡し

タイ王国においては、緊急援助物資供与を行うに当たって、ＪＩＣＡのタイ事

務所が物資の受入手続及び引渡を担当し、在タイ日本国大使館がタイ王国政府か

らの要請の受理及び供与決定後の通知を担当した。

まず、同国政府が16年12月30日に援助の要請を行った。そして、我が国政府に

よる翌31日の供与決定を経て、緊急援助物資は、ＪＩＣＡのタイ事務所によって

翌年の17年1月1日及び5日に同国政府に引き渡された。

(ｲ) 供与された物資の内訳とその後の使用状況

我が国が緊急援助として供与した物資は、表4-9のとおりである。
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表4-9 供与された物資の具体的内訳（タイ王国）

品目 数量

テント（20人用） 8張

毛布（普通） 1,000枚

浄水器 15台

発電機220V/50Hz 20台

コードリール 20台

医薬品 一式

6品目（11,752,352円相当）

会計検査院は、これらの物資の具体的内訳が記載され、これにタイ王国のプー

ケット県の副知事が署名した受領書（写し）を確認した。

また、その後の使用状況については、ＪＩＣＡの説明によれば、ＪＩＣＡのタ

イ事務所では、これらの物資は受入後、各支援国や国連、ＮＧＯなどからの援助

物資を含めて、同国外務省等の調整のもと各地の被災者に広く活用されたことを

確認しており、また、プーケット県知事等受領機関から未利用のものはないとの

説明を受けたとしている。

(3) 緊急無償資金協力事業の実施状況

ア インドネシア共和国

(ｱ) 援助の要請と資金の供与

インドネシア共和国においては、在インドネシア日本国大使館が、インドネシ

ア共和国政府からの要請を受け、16年12月29日に同国政府との間で口上書交換を

行い、17年2月1日に緊急無償資金協力事業に係る資金1,499,570米ドルを一括して

資金供与していた。

(ｲ) 供与された資金の使用状況

同国政府は、国家災害管理調整委員会が地方の災害管理調整委員会からの情報、

保健省からの情報、地方政府からの要請等により需要を把握し、それらを総合的

に勘案して緊急無償資金協力事業の必要性を判断したと説明している。

そして、同国政府から我が国外務省に対して18年1月5日に提出された使途報告

書によると、我が国から供与された資金は全額支出済みであるとされていた。そ

して、我が国以外から受理した津波等支援のための資金も合わせた資金の全体に
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ついて、ポリエチレン容器、救急車、移動図書館の購入のための支払や社会事業

省、地方災害管理調整委員会等他省庁を含む各種機関への送金等が使途として記

載されていた。また、これらの資金は使用されず残高として残っているものがあ

り、我が国から供与された資金の具体的使途等を特定することができない状況と

なっていた。

イ モルディブ共和国

(ｱ) 援助の要請と資金の供与

モルディブ共和国においては、在スリランカ日本国大使館がモルディブ共和国

政府からの要請を受け、16年12月29日に同国政府との間で口上書交換を行い、17

年1月10日に緊急無償資金協力事業に係る資金510,000米ドルを一括して資金供与

していた。

(ｲ) 供与された資金の使用状況

同国政府から我が国外務省に対して17年6月15日に提出された使途報告書による

と、我が国から供与された資金は、同国財務省が津波被災救援基金で管理を行っ

ており、津波等災害に関する援助のため修理関係、燃料、医薬品関係など11の緊

急支出項目のために全額使用したとされていた。

ウ スリランカ共和国

(ｱ) 援助の要請と資金の供与

スリランカ共和国においては、在スリランカ日本国大使館がスリランカ共和国

政府からの要請を受け、16年12月29日に同国政府との間で口上書交換を行い、17

年1月12日に緊急無償資金協力事業に係る資金1,011,000米ドルを一括して資金供

与していた。

(ｲ) 供与された資金の使用状況

同国政府から我が国外務省に対して17年4月7日に提出された使途報告書による

と、救済復興和解省が資金の実施機関となり、北東部地域のジャフナ県ほか5県に

おける津波等災害のための瓦礫の除去の役務のために全額使用したとされていた。

(4) ノンプロ無償資金協力事業の実施状況

ア インドネシア共和国

(ｱ) 援助の受入・実施体制
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インドネシア共和国においては、国家開発企画庁が、津波等災害に対して各省

庁が実施機関となって取り組む全体の復旧・復興計画を立案したり、各実施機関

が集約した津波等災害の需要に対する州政府からの情報を取りまとめ、我が国を

含めた外国からの支援受入に関する連絡・調整をしたりしている。

我が国が援助したノンプロ無償資金協力事業の実施に当たっては、図4-1のとお

り、同国政府からの要請、案件の選定、案件の実施状況の確認等を行う政府間協

議会に、同国政府側からは国家開発企画庁、各実施機関、財務省など関係するす

べての機関が、我が国政府側からは在インドネシア日本国大使館が、それぞれ参

加している。また、ＪＩＣＡのインドネシア事務所は、ＪＩＣＡが行う緊急開発

調査等に関して必要な情報交換を同大使館及びＪＩＣＳと行った。

そして、本災害が大統領令により国家災害とされたこと、アチェ州内の地方行

政当局が長年の国内紛争に加えて、今回の津波災害で壊滅的な打撃を受け、回復

に時間を要することなどから、今後5年間にわたる今回の津波等災害に対する復旧

・復興を進めるために、17年4月30日に大統領令によってアチェ・ニアス復旧・復

興庁が被災地域のバンダ・アチェ市に設置された。国家開発企画庁は国家レベル

の復旧・復興を担当する機関であったが、アチェ・ニアス復旧・復興庁というア

チェ・ニアスの復旧・復興を担う機関が出来、これ以降は、アチェ・ニアス復旧

・復興庁が、今回の津波等災害の復旧・復興の調整を担当する中央政府の機関と

して、国家開発企画庁とともに政府間協議会に参加することとなった。
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図4-1 インドネシア共和国政府における援助受入及び実施組織

政 府 間 協 議 会

イ 〈援助調整担当機関〉 〈実施機関〉日

本 保健省（医療・保健分野）

国 交換公文 国家開発企画庁ン

政 通信情報技術省（放送分野）

ド府

アチェ・ニアス 公共事業省(輸送・社会基盤・生活分野)

外 復旧・復興庁ネ

務 146億円 （17年4月以降) 社会省（コミュニティ分野）

シ省

漁業省、商業省(産業分野)

ア 〈予算担当機関〉

教育省、宗教省、労働・移住省(教育・コ

財務省 ミュニティ分野）政

JICA 調達代理契約 国家土地庁（行政分野）府

アチェ・ニアス復旧・復興庁

（社会基盤・コミュニティ分野）（17年4

月以降）

調達代理機関（JICS）

(ｲ) 被災地における需要の把握と事業内容の決定の状況

在インドネシア日本国大使館等の説明によれば、インドネシア共和国政府は次

のようにして被災地における需要を把握し、ノンプロ無償資金協力事業の内容を

決定している。

① 同国政府内部において、まず各実施機関が、被災地の州政府からの情報等を

踏まえて担当分野における需要に関する情報を集約する。

② 次に、国家開発企画庁等は各実施機関からの情報を取りまとめ、優先順位を

勘案して絞込みを行う。

③ その後、政府間協議会において協議を行い、具体的な案件及び資金配分を決

定する。

④ さらにその後に、各実施機関から示された需要に関する詳細な情報に基づい

て、案件ごとに各実施機関、国家開発企画庁等と同大使館との間で、より詳細

な協議を行い、より具体的な案件内容を正式決定する。

⑤ そして、同国側が要望した内容と実際の援助の内容が異ならないように、各
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実施機関は調達に当たっての仕様、調達条件等について調達代理機関のＪＩＣ

Ｓと協議を行い事業内容を決定する。

上記の被災地における需要の把握及び事業内容の決定に関する問題点について、

外務省等では次のとおり説明している。

① 今回の災害が、大規模であったこと、被災により同国政府職員が多数犠牲に

なったこと、被災地が首都ジャカルタから遠隔地であったことなどから、災害

後相当期間にわたって被害状況を把握することが困難であったこと

② 被害があらゆる分野にまたがり、地域的にも広範囲に及ぶものであったこと

から、多数の関係省庁から復旧・復興の需要を把握し事業内容として取りまと

めることが困難であったこと

③ 表4-10のとおり、津波等災害に対して国際社会から大規模な支援が行われ、

外国政府や国際機関以外に国際ＮＧＯが多額の資金を集め参画してきたことな

どから、同国政府内での調整、中央政府と地方政府との調整、支援国等の間で

の調整等、様々な調整に時間を要したこと

表4-10 インドネシア共和国における我が国以外の支援国等の支援状況 （単位：億米ドル）

インドネシア 国際援助 民間支援

政府自己資金 国際機関 二国間 ＮＧＯ 合計

供与額 1.10 1.68 1.27 3.70 7.75

このような状況の中で、同国政府は、津波等災害に関する国家としてのマスタ

ープランとなる復興計画案を17年4月までに取りまとめた。一方、我が国が供与し

たノンプロ無償資金146億円について、外務省から提出された資料に基づき、会計

検査院が把握した18年3月末現在の事業の概要を、分野（実施機関）、資金の配分

（概算額）、案件名、調達品目、事業内容の別に整理して示すと、表4-11のとお

りとなる。
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表4-11 事業の概要（インドネシア共和国）

分野 資金の配分 案件名 調達品目 事業内容
(実施機関) （概算額）

医薬品、医療器具、医薬品の 医薬品及び医療器具を保健省の①緊急支援物資

モニタリングに係るコンサル 地方倉庫に供与する。（医薬品・医療器

選定、救急車、巡回治療用車医療・保健（保健省） 約11.2億円 具）供与事業

両等、研究所用ラボ機材、保 医療キットなど機材の供与と保②保健所復旧事業

健所の再建 健所の修復

ラジオ放送機材、ラジオ放送 ラジオ局、テレビ局のそれぞれ約10.6億円 ③ラジオ・テレビ

局の修復、テレビ放送機材 につき、機材を供与し建物を修放送（通信情報技術省） 放送支援事業

復する。

建設機械、蛇籠、コルゲート 建設機械などの機材、資材の調輸送（公共事業省） ④西海岸道路復旧

パイプ、道路復旧工事、土嚢 達と道路工事事業

袋、車両、移動式排水ポン 井戸の掘削機などの機材と堤防約58.3億円 ⑤放水路（護岸工

プ、掘削機、小規模工事、大 の修復工事社会基盤（公共事業省） 事）復旧事業

規模工事

建設機械、輸送役務、バキュ 建設機械などの機材と配管の敷生活（公共事業省） 約10.6億円 ⑥水道・衛生施設

ームカー、ゴミ収集用アーム 設工事復旧事業

ロールトラック、消防車、ト

ラック、水道管敷設工事

孤児院修復・再建工事、孤児 政府系の孤児院その他修復、機コミュニティ（社会省） 約4.1億円 ⑦孤児院再建事業

院向け備品の調達 材供与

養殖施設向けピックアップト 魚市場に併設する冷凍装置を保約5.9億円 ⑧漁業支援事業

ラック・建設機械・車両・機 管する建物の建設及び機材の供

材の調達、養殖施設工事、漁 与等

獲総局向け漁具・漁船エンジ

ン・漁船・ワークショップ機産業（漁業省、商業省）

材・施設の建設工事・アイス

プラント機材

度量衡機材、再建工事のコン バンダ・アチェ周辺及びニアス約3.5億円 ⑨市場復旧整備事

サル選定、再建工事 の市場修復業

イスラム大学向け機材、大学 イスラム大学とシャクアラ大学⑩大学復旧等支援

施設の改修・再建工事のコン に機材の供与と工事事業

サル選定、大学施設の改修・教育（教育省、宗教省）

再建工事、シャクアラ大学向

け機材

移動訓練車、職業訓練機材、 移動訓練車を含む訓練機材と建教育（労働・移住省） ⑪職業訓練センタ

職業訓練センターの修復工事 物の修復、再建約16.9億円 ー支援事業

マドラサ・ペサントレン向け 公立校、イスラム校ともに教育⑫イスラム学校等

学校機材、教育省管轄学校向 機材を供与、公立校についてはに対する支援事業

け教育機材、学校の修復・再 建物の修復教育（教育省、宗教省）

建工事のコンサル選定、学校

の修復・再建工事

土地台帳修復のための役務、 水没した土地権利台帳を修復す約2.4億円 ⑬土地台帳の修復

凍結乾燥機を設置する建物の るための凍結乾燥機の貸与、建事業

建築、土地台帳を保管してい 物の建築、冷凍倉庫の保管料、コミュニティ（労働・移

る冷凍倉庫の賃貸料の支払、 デジタル化機材の調達住省、国家土地庁）

台帳・地図の保管庫、デジタ

ル保存するための機材一式

排水路、排水ポンプ場、貯水 バンダアチェ市内に排水路、排社会基盤・コミュニティ 約19.3億円 ⑭排水施設緊急復

池設置、避難道路・避難塔工 水ポンプ場、及び貯水池を設（アチェ・ニアス復旧・ 旧・モデルエリア

事に係るコンサルタントの選 置。ウレレ地区に避難道路・避復興庁） 開発事業

定・施工業者の選定 難用塔を建設。

上記全案件に係る調達手続の進約3.1億円 調達代理手数料

ちょく状況に応じて随時支出さ

れる

援助額146億円
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外務省は、これらの分野又は案件ごとに契約を締結する時期や案件を完了させ

る時期が具体的に定められていないこと、事業の契約手続を進める中で、入札の

結果などによっては契約額が下がり資金に余裕が生じることなどのため、新たに

案件が増えたり、調達品目が増えたりすることなどがあると説明している。

(ｳ) 資金の執行状況

我が国からインドネシア共和国政府の政府口座に資金が供与された17年1月以降

の、ＪＩＣＳの管理する調達口座への資金の移動状況及び調達口座における資金

の執行状況についてみると、表4-12のとおり、調達口座に受け入れた資金146億円

に対して、ＪＩＣＳから18年3月末までに支払われた額は29億9067万余円（20.5

%）となっていた。

表4-12 資金の月別執行状況（インドネシア共和国）

調達口座での資金の執行状況

契約 支払政府口座から調

年月 達口座への受入 契約締 支払率 支払後の残高

金額（円） 件数 金額（円） 結率 金額（円） (%) （円）

（%）

注(1)
17.1 0 310,784,313 2.1 0 0.0 01

2 0 0 2.1 0 0.0 00

3 0 0 2.1 0 0.0 00

4 3,765,000,000 0 2.1 0 0.0 3,765,000,0000

5 0 235,006,983 3.7 0 0.0 3,765,000,0006

6 8,475,000,000 400,915,255 6.5 41,187,240 0.3 12,198,812,76010

7 0 664,407,542 11.0 116,640,850 1.1 12,082,171,91012

8 0 80,546,072 11.6 312,542,771 3.2 11,769,629,1394

9 0 115,213,724 12.4 155,171,252 4.3 11,614,457,8875

10 25,000,000 781,778,944 17.7 76,581,586 4.8 11,562,876,30114

11 0 2,719,301,933 36.4 199,107,360 6.2 11,363,768,9413

12 0 1,803,096,482 48.7 1,193,699,831 14.3 10,170,069,11023

18.1 2,335,059,325 333,288,986 51.0 79,097,351 14.9 12,426,031,08410

2 0 510,378,842 54.5 429,451,394 17.8 11,996,579,69011

3 0 572,240,166 58.4 387,192,635 20.5 11,609,387,0559

合計 14,600,059,325 108 8,526,959,242 58.4 2,990,672,270 20.5

注(1) 1件はＪＩＣＳとの調達代理契約を示し、310,784,313円は同契約により調達口座からＪ

ＩＣＳに支払うことになる調達代理手数料として計算された額の概算額（上限額）を示す。

注(2) 「政府口座から調達口座への受入金額」には我が国から供与された資金の他に、政府口

座において発生し調達口座に入金された利息59,325円を含む。

注(3) 「契約締結率(%)」及び「支払率(%)」は小数点以下第2位を四捨五入している。
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17年1月19日に政府口座に送金された資金は、4月18日から4回にわたって調達口

座に移動され、18年1月18日にはすべて移動されていた。そして、外務省の説明に

よれば、当該資金の移動については、政府間協議会等を通じて調達品目が確定さ

れた後に、同国政府の同意を得るなどして行われたとしている。

交換公文によれば、資金が供与された後12箇月以内に使用すること、及びその

期間経過後に政府口座にある残高は日本国政府に返還することとされている。そ

して、12箇月以内に使用するという交換公文の規定に関しては、附属文書によれ

ば、資金を供与した後12箇月以内に政府口座から調達口座に資金を移動すること

とされていることから、外務省では、上記のように資金が使用されず、調達口座

に残高があったとしても、交換公文の規定に違反していることにはならないとし

ている。

このようにして調達口座に移動された資金は、前記の事業内容に従って各案件

に係る契約が締結され、当該契約の履行に応じてＪＩＣＳから業者等に支払われ

ることになる。

これら契約の締結と資金の支払の実績を月別にみると、表4-12のとおり、ＪＩ

ＣＳとの調達代理契約を除く案件に係る契約の締結は17年5月以降、また、資金の

支払が行われたのは6月以降となっている。

そして、18年3月末現在の資金の執行状況についてみると、契約締結済額は108

件、85億2695万余円で、資金供与額146億円に対する契約締結済額の割合である契

約締結率は58.4%、また、支払済額は29億9067万余円、資金供与額146億円に対す

る支払済額の割合である支払率は20.5%となっている。また、施設の工事に係る契

約等においては、契約後全額を支払うのではなく進ちょくに応じた分割払を行っ

ていた。

調達口座での残高は、表4-12のとおり、18年3月末現在で、116億0938万余円と

なっている。

(ｴ) 案件に係る契約の進ちょく状況

各案件に係る契約の進ちょく状況についてみると、表4-13のとおり、18年3月末

現在で、予定契約件数123件のうち、契約相手方の選定を開始したものは111件、

業者との契約締結を終了したものは107件、締結した契約に基づく業者の給付が完
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了したものは45件となっている。

表4-13 案件に係る契約の進ちょく状況（インドネシア共和国） 18年3月末現在

契約進ちょくの段階

予定契約 契約相手方の 契約締結の 契約に基づく

案 件 名 件数(a) 選定開始 終了 給付の完了

件数 割合(%) 件数 割合(%) 件数 割合(%)

(b/a) (c/a) (d/a)(b) (c) (d)

4 3 75.0 3 75.0 2 50.0①緊急支援物資(医薬品・医療器具)供与事業

8 8 100.0 8 100.0 0 0.0②保 健 所 復 旧 事 業

7 7 100.0 6 85.7 4 57.1③ﾗｼﾞｵ･ﾃﾚﾋﾞ放送支援事業

16 16 100.0 16 100.0 13 81.3④西海岸道路復旧事業

17 17 100.0 17 100.0 9 52.9⑤放水路(護岸工事)復旧事業

13 13 100.0 13 100.0 10 76.9⑥水道・衛生施設復旧事業

4 3 75.0 3 75.0 0 0.0⑦孤 児 院 再 建 事 業

15 12 80.0 12 80.0 4 26.7⑧漁 業 支 援 事 業

6 3 50.0 3 50.0 0 0.0⑨市場復旧整備事業

13 12 92.3 9 69.2 0 0.0⑩大学復旧等支援事業

4 4 100.0 4 100.0 0 0.0⑪職業訓練ｾﾝﾀｰ支援事業

7 6 85.7 6 85.7 1 14.3⑫ｲｽﾗﾑ学校等に対する支援事業

6 6 100.0 6 100.0 2 33.3⑬土地台帳の修復事業

3 1 33.3 1 33.3 0 0.0⑭排水施設緊急復旧・ﾓﾃﾞﾙｴﾘｱ開発事業

14案件合計 123 111 107 45

これを案件別にみると、予定契約件数に対して契約締結が終了した件数の割合

が100%となっている案件は、14案件のうち6案件ある。また、契約に基づく給付の

完了した件数の割合が100%となっている案件はなく、50%以上となっている案件は

5案件あったが、⑦孤児院再建事業、⑨市場復旧整備事業、⑭排水施設緊急復旧・

モデルエリア開発事業の施設工事に係る3案件を含む6案件は0%であった。

そして、業者からの給付が完了している契約45件の契約内訳をみると、そのう

ち44件は医薬品、取材車両、家具、道路建設用の車両等、機械及び資材の調達契

約であった。

また、工事に係る契約で給付が完了していないものが多いことについて、外務

省は、実施機関等は、工事には詳細設計が必要で、そのため日時を要したり、ま

た契約後相応の工期を要したりするためであると説明しているとしている。

④西海岸道路復旧事業及び⑥水道・衛生施設復旧事業の2案件は、工事に係る案

件であるが、給付の完了している契約件数の割合がそれぞれ81.3%及び76.9%とな

っている。これについては、建設機械などの機材調達契約が多く含まれており、
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我が国からの支援による工事以外の災害復旧作業にもこれらの機材を使用するこ

とができるように、工事契約に先立って機材調達契約を優先的に締結したためで

あるとしている。

また、機材に係る案件である①緊急支援物資（医薬品・医療器具）供与事業や

②保健所復旧事業が、案件の進ちょくに時間を要している。これについては、緊

急支援物資である医薬品及び医療器具は、当初から複数回に分けて調達する計画

であり、保健所に配置する車両、医療キット等は需要把握と支援調整を終えた上

で、事業の具体化を行ったためであるとしている。

これら14案件に係る契約の実施状況について、18年3月末現在、締結された契約

107件の契約内容等を契約別に整理して示すと、別表4-1（118ページ）のとおりと

なる。

イ モルディブ共和国

(ｱ) 援助の受入・実施体制

モルディブ共和国においては、同国外務省が総合調整窓口となり漁業・農業省

等の実施機関との調整を、国家開発計画省が国家計画の調整とモニタリングを、

また、財務省が予算監理、予算配分、及び支援国等をも含めた案件調整を、それ

ぞれ行うこととなっている。

我が国が援助したノンプロ無償資金協力事業の実施に当たっては、図4-2のとお

り、同国政府からの要請、案件の選定、案件実施状況の確認等を行う政府間協議

会が設置されている。そして、政府間協議会には、同国政府側からは外務省、各

実施機関など関係機関が、我が国政府側からは同国を所轄する在スリランカ日本

国大使館が、それぞれ参加している。また、ＪＩＣＡのスリランカ事務所は、緊

急開発調査に関連した調査・設計等に関する専門的知見を提供した。

そして、案件の選定については、政府間協議会がプロジェクトの妥当性の検討、

具体的な案件の選定を行うこととなっている。
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図4-2 モルディブ共和国政府における援助受入及び実施組織

政 府 間 協 議 会

モ 〈援助調整担当機関〉 〈実施機関〉日

本

国 交換公文 外務省 漁業・農業省（漁業・農業分野）ル

政

府 国家開発計画省デ

環礁開発省、運輸省、環境・エネル

外 ギー・水省（社会基盤・行政分野）ィ 〈予算担当機関〉

務 20億円

ブ省

財務省

政

調達代理契約府

JICA

調達代理機関（JICS)

(ｲ) 被災地における需要の把握と事業内容の決定の状況

在スリランカ日本国大使館等の説明によれば、モルディブ共和国政府は次のよ

うにして被災地における需要を把握し、ノンプロ無償資金協力事業の内容を決定

している。

① 同国政府内部において、まず各実施機関が、被災地域からの情報等を踏まえ

て担当分野における需要に関する要望を取りまとめる。

② その後、政府間協議会において協議を行い、具体的な案件及び資金配分を決

定する。

同国政府は、同国における津波復旧・復興事業の基礎となる国家復旧・復興計

画を17年3月に取りまとめた。一方、我が国が供与したノンプロ無償資金20億円に

ついて、外務省から提出された資料に基づき、会計検査院が把握した18年3月末現

在の事業の概要を、分野（実施機関）、資金の配分（概算額）、案件名、調達品

目、事業内容の別に整理して示すと、表4-14のとおりとなる。
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表4-14 事業の概要（モルディブ共和国）

分野 資金の配分 案件名 調達品目 事業内容
(実施機関) （概算額）

漁業（漁業・農業省） 約5億円 ①漁業関連設備整 無線機、GPS、魚網、エン 漁船積載用無線機の調達、漁

備計画 ジン、発電機、ポンプ、漁 船積載用各種漁具の調達、津

船修理用機材、漁船用エン 波にて被災した漁船のエンジ

ジンオーバーホール用スペ ン、スペアパーツ、プロペラ

アパーツ、漁船用プロペラ ・シャフト等の調達、カツオ

及びシャフト、85フィート 一本釣り用漁船（新造）の現

漁船 地調達

社会基盤・行政 約12億円 ②公共施設・設備 ガン島行政合同庁舎建設、 コーズウェイ建設、多目的防

（環礁開発省、運輸 整備計画 フォナドゥー島行政事務所 災ビル建設、アイランドオフ

省、環境・エネルギ 再建、行政事務所用太陽光 ィス建設、配電設備設置、下

ー・水省） 発電システム、コーズウェ 水システム整備

イの復旧と再建、ラームア

トール配電網復旧計画、下

水処理システム改善計画

農業（漁業・農業省） 約2.4億円 ③農業関連機材供 トラクター、ピックアップ 津波で被災した農業機材の調

与 トラック、背負い式スプレ 達

ーヤー、シュレッダー、温

室冷却システム、太陽光乾

燥機、船舶、発電機、芝刈

り機、スペアパーツ等

約0.6億円 調達代理手数料 上記全案件に係る調達手続の

進ちょく状況に応じて随時支

出される

援助額20億円

外務省は、これらの分野又は案件ごとに契約を締結する時期や案件を完了させ

る時期が具体的に定められていないこと、事業の契約手続を進める中で、入札の

結果などによっては契約額が下がり資金に余裕が生じることなどのため、新たに

案件が増えたり、調達品目が増えたりすることなどがあると説明している。

(ｳ) 資金の執行状況

我が国からモルディブ共和国政府の政府口座に資金が供与された17年1月以降の、

ＪＩＣＳの管理する調達口座への資金の移動状況及び調達口座における資金の執

行状況についてみると、表4-15のとおり、調達口座に受け入れた資金20億円に対

して、ＪＩＣＳから18年3月末までに支払われた額は6億0420万余円（30.2%）とな

っていた。
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表4-15 資金の月別執行状況（モルディブ共和国）

調達口座での資金の執行状況

政府口座から調 契約 支払

年月 達口座への受入 契約締 支払率 支払後の残高（無

金額（円） 件数 金額（円） 結率 金額（円） (%) 単位は円、$は米ド

（%） ルを示す）

注(1)
17.1 0 1 59,628,543 3.0 0 0.0 0

2 0 0 0 3.0 0 0.0 0

3 2,000,002,235 0 0 3.0 0 0.0 2,000,002,235

4 0 1 481,328 3.0 0 0.0 2,000,002,235

5 0 1 43,746,125 5.2 0 0.0 2,000,002,235

6 0 0 0 5.2 16,715,537 0.8 1,983,286,698

7 0 1 102,304,000 10.3 0 0.8 1,983,286,698

8 0 4 107,054,272 15.7 0 0.8 1,983,288,013

9 0 2 51,217,802 18.2 20,744,314 1.9 1,962,543,699

10 0 5 185,830,600 27.5 14,449,006 2.6 1,948,094,693

11 0 3 1,175,007,036 86.3 199,702,220 12.6 147,304,001
$13,342,403.94

12 0 1 148,596,805 93.7 311,835,398 28.2 147,304,001
$10,743,775.62

18.1 0 0 0 93.7 1,506,157 28.2 147,304,001
$10,731,224.31

2 0 0 0 93.7 34,554,007 30.0 136,066,407
$10,543,396.94

3 0 1 82,802,775 97.8 4,702,084 30.2 136,066,407
$10,504,212.91

合計 2,000,002,235 20 1,956,669,286 97.8 604,208,723 30.2

注(1) 1件はＪＩＣＳとの調達代理契約を示し、59,628,543円は同契約により調達口座からＪＩ

ＣＳに支払うことになる調達代理手数料として計算された額の概算額（上限額）を示す。

注(2) 「政府口座から調達口座への受入金額」には我が国から供与された資金の他に、政府口

座において発生し調達口座に入金された利息2,235円を含む。

注(3) 「支払後の残高」欄を17年11月分以降、円と米ドルの2本立てで表示しているのは、円安

による為替相場の変動に対処するために円口座の他に米ドル口座を同月以降新たに設けた

ことによるものである。

注(4) 「支払後の残高」には調達口座において発生した利息が含まれているため、「政府口座

から調達口座への受入金額」から「支払」欄の金額を差し引いた金額とは一致しない。

注(5) 「契約締結率(%)」及び「支払率(%)」は小数点以下第2位を四捨五入している。

17年1月19日に政府口座に送金された資金は、3月8日に調達口座にすべて移動さ

れていた。そして、外務省の説明によれば、当該資金の移動については、政府間

協議会等を通じて調達品目が確定された後に同国政府の同意を得るなどして行わ

れたとしている。

交換公文によれば、資金が供与された後12箇月以内に使用すること、及びその
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期間経過後に政府口座にある残高は日本国政府に返還することとされている。そ

して、12箇月以内に使用するという交換公文の規定に関しては、附属文書によれ

ば、資金を供与した後12箇月以内に政府口座から調達口座に資金を移動すること

とされていることから、外務省では、上記のように資金が使用されず、調達口座

に残高があったとしても、交換公文の規定に違反していることにはならないとし

ている。

これら契約の締結と支払の実績を月別にみると、表4-15のとおり、ＪＩＣＳと

の調達代理契約を除く案件に係る契約の締結は17年4月以降、また、資金の支払が

行われたのは6月以降となっている。契約の締結の開始が4月になったのは、実施

機関の説明等によると、案件内容を特定するのに必要なニーズアセスメントなど

の事前調査が完了していなかったためであるとしている。

そして、18年3月末現在の資金の執行状況についてみると、契約締結済額は20件、

19億5666万余円で、資金供与額20億円に対する契約締結済額の割合である契約締

結率は97.8%、また、支払済額は6億0420万余円、資金供与額20億円に対する支払

済額の割合である支払率は30.2%となっている。また、施設の工事に係る契約等に

おいては、契約後全額を支払うのではなく進ちょくに応じた分割払を行っていた。

各月別の契約実績をみると、17年11月分の金額が11億7500万余円と他の月より

も非常に多くなっているが、これは契約金額の大きな施設の工事に係るものが締

結されたためである。

また、調達口座での残高は、表4-15のとおり、18年3月末現在で、1億3606万余

円及び10,504,212.91米ドル（邦貨換算額12億6050万余円）、計13億9657万余円と

なっている。

(ｴ) 案件に係る契約の進ちょく状況

各案件に係る契約の進ちょく状況についてみると、表4-16のとおり、18年3月末

現在で、予定契約件数19件のうち、契約相手方の選定を開始したものは19件、業

者との契約締結を終了したものは19件、締結した契約に基づく業者の給付が完了

したものは8件となっている。
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表4-16 案件に係る契約の進ちょく状況（モルディブ共和国） 18年3月末現在

契約進ちょくの段階

予定契約 契約相手方の 契約締結の 契約に基づく

案 件 名 件数(a) 選定開始 終了 給付の完了

件数 割合(%) 件数 割合(%) 件数 割合(%)

(b/a) (c/a) (d/a)(b) (c) (d)

9 9 100.0 9 100.0 6 66.7①漁業関連設備整備計画

5 5 100.0 5 100.0 0 0.0②公共施設・設備整備計画

5 5 100.0 5 100.0 2 40.0③農業関連機材供与

3案件合計 19 19 19 8

これを案件別にみると、すべて契約締結が終了しており、また、予定契約件数

に対して契約に基づく給付の完了した件数の割合が、①漁業関連設備整備計画で

は66.7%となっている一方、②公共施設・設備整備計画では0%であった。

そして、業者からの給付が完了している契約8件の内容をみると、無線機、ＧＰ

Ｓ、漁船用スペアパーツ、機械及び資材の調達契約であった。

また、工事に係る契約で給付が完了したものがないことについて、外務省は、

ＪＩＣＳは、工事契約には詳細設計等が必要でそのため日時を要したり、相応の

工期を要したりするためであると説明しているとしている。

これら3案件に係る契約の実施状況について、18年3月末現在、締結された契約

19件の契約内容等を契約別に整理して示すと、別表4-2（124ページ）のとおりと

なる。

ウ スリランカ共和国

(ｱ) 援助の受入・実施体制

スリランカ共和国政府においては、財務計画省が、交換公文の署名に係る業務

を行うほか、各実施機関の取りまとめを行う援助調整機関となっている。

我が国が援助したノンプロ無償資金協力事業の実施に当たっては、図4-3のとお

り、同国政府からの要請、案件の選定、案件実施状況の確認等を行う政府間協議

会が設置されている。そして、政府間協議会には、同国政府側からは財務計画省、

各実施機関など関係機関が、我が国政府側からは在スリランカ日本国大使館が、

それぞれ参加している。また、ＪＩＣＡのスリランカ事務所は、緊急開発調査に

関連した調査 設計等に関する専門的知見を提供した。・
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そして、案件の選定については、政府間協議会がプロジェクトの妥当性の検討、

具体的な案件の選定を行うこととなっている。

図4-3 スリランカ共和国政府における援助受入及び実施組織

政 府 間 協 議 会

ス 〈援助調整担当機関〉 〈実施機関〉日

本 都市開発・水供給省（衛生、生活分野）

リ国 交換公文

政 電力省（生活分野）

府 財務計画省ラ

住宅建設工業省（生活、輸送分野）

ン外

務 80億円 ハイウェイ省（輸送分野）

カ省

警察庁（治安分野）

政

調達代理契約 教育省（教育分野）

府

JICA 漁業水産資源省（漁業分野）

保健省（医療分野）

行政・国内問題省（行政分野）

調達代理機関(JICS)

(ｲ) 被災地における需要の把握と事業内容の決定の状況

在スリランカ日本国大使館等の説明によれば、スリランカ共和国政府は次のよ

うにして被災地における需要を把握し、ノンプロ無償資金協力事業の内容を決定

している。

① 同国政府内部において、まず各実施機関が、被災地域からの情報等を踏まえ

て担当分野における需要に関する要望を取りまとめる。

② その後、政府間協議会において協議を行い、具体的な案件及び資金配分を決

定する。

同国政府は、同国における津波復旧・復興事業の基礎となる復興計画を17年5月

に取りまとめた。一方、我が国が供与したノンプロ無償資金80億円について、外

務省から提出された資料に基づき、会計検査院が把握した18年3月末現在の事業の

概要を、分野（実施機関）、資金の配分（概算額）、案件名、調達品目、事業内
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容の別に整理して示すと、表4-17のとおりとなる。

表4-17 事業の概要（スリランカ共和国）

分野 資金の配分 案件名 調達品目 事業内容
(実施機関) （概算額）

衛生･生活（都市 約16億円 ①中古バキュームカーの バキュームカーの輸送、 被災地住民の衛生管理

開発・水供給省） 輸送及び高圧洗浄機の購 スペアパーツ、高圧洗浄

入計画 機、技術者の派遣、し尿

処理施設

生活（都市開発・ ②給水車および貯水タン 給水車、貯水タンク 被災地住民の生活用水確保

水供給省、電力 クの購入計画

省、住宅建設工業 ③上水道の再整備（水管 水管橋、メーター、パイ 被災地住民の飲料水供給体制の

省） 橋他の整備） プ 整備

④発電機（100台）購入 発電機配布・設置 被災地住民の電力改善

計画

⑤被災者用住宅 住宅 被災地住民の住宅供給改善

輸送（ハイウェイ 約16億円 ⑥建設用重機械及び既存 建設機械スペアパーツ、 被災地域の道路等の改善

省、住宅建設工業 機械のスペアパーツの購 建設機械

省） 入計画

⑦橋梁工事計画(Galle-M 南部5橋梁等修復工事に 被災地域の橋梁等復旧

atara) 関する役務

治安（警察庁） 約3億円 ⑧警察署建設計画(6箇 建設工事、施工監理 被災地域の警察署復旧

所)

教育（教育省） 約15億円 ⑨小中学校再建計画(14 再建に関する役務 被災地域の学校復旧

校）

漁業（漁業水産資 約21億円 ⑩漁業用資機材購入計画 船外機用コンテナワーク 被災地域の漁業改善

源省） ショップ、コンテナタイ

プ製氷機、冷蔵庫、漁船

補修材料、漁具、船外

機、漁船、船外機スペア

パーツ、漁船修復人件

費、港湾施設、日本型訓

練船、現地型マルチデー

ボート

医療（保健省） 約2億円 ⑪医療関連機材購入計画 病院機材、回診車、狂犬 被災地の医療レベルの回復及び

病対策用機材 向上

行政（行政・国内 約2億円 ⑫津波被災地巡回車両調 ピックアップ(4WD)、ピ 被災地域の復興活動支援

問題省） 達計画 ックアップ(4WD)アクセ

サリー、ピックアップ(4

WD)レンタカー借上げ

治安（警察庁） 約2億円 ⑬災害時緊急通報用機材 車載用サイレン、メガホ 今後の災害時における緊急通報

調達計画 ン、救命胴衣 機能の改善

生活（住宅建設工 約1億円 ⑭住宅等建設検査用機材 掘削機、コンクリート圧 被災地の住宅建設技術の向上と

業省） 調達計画 縮試験機、モルタル振動 品質の確保

器、クロマトグラフ、他

約1.99億円 調達代理手数料 上記全案件に係る調達手続の進

ちょく状況に応じて随時支出さ

れる

援助額80億円

外務省は、これらの分野又は案件ごとに契約を締結する時期や案件を完了させ

る時期が具体的に定められていないこと、事業の契約手続を進める中で、入札の

結果などによっては契約額が下がり資金に余裕が生じることなどのため、新たに
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案件が増えたり、調達品目が増えたりすることなどがあると説明している。

(ｳ) 資金の執行状況

我が国からスリランカ共和国政府の政府口座に資金が供与された17年1月以降の、

ＪＩＣＳの管理する調達口座への資金の移動状況及び調達口座における資金の執

行状況についてみると、表4-18のとおり、調達口座に受け入れた資金80億円に対

して、ＪＩＣＳから18年3月末までに支払われた額は34億2364万余円（42.8%）と

なっていた。

表4-18 資金の月別執行状況（スリランカ共和国）

調達口座での資金の執行状況

政府口座から調 契約 支払

年月 達口座への受入 契約締 支払率 支払後の残高

金額（円） 件数 金額（円） 結率 金額（円） (%) （円）

（%）

17.1 0 0 0 0.0 0 0.0 0

注(1)
2 0 2 193,749,430 2.4 0 0.0 0

3 8,000,009,316 14 176,541,376 4.6 0 0.0 8,000,009,316

4 0 5 377,535,876 9.3 3,051,583 0.0 7,996,957,733

5 0 5 235,616,377 12.3 116,928,023 1.5 7,880,029,710

6 0 6 330,411,199 16.4 133,248,835 3.2 7,746,780,875

7 0 11 2,221,225,803 44.2 283,134,162 6.7 7,463,646,713

8 0 6 184,634,444 46.5 666,834,761 15.0 6,796,816,773

9 0 7 1,018,080,012 59.2 233,520,494 18.0 6,563,296,279

10 0 11 696,027,925 67.9 296,584,053 21.7 6,266,712,226

11 0 7 310,143,594 71.8 371,582,055 26.3 5,895,130,171

12 0 10 1,522,903,073 90.8 524,355,556 32.9 5,370,774,615

18.1 0 0 0 90.8 297,187,831 36.6 5,073,586,784

2 0 1 69,810,747 91.7 225,489,861 39.4 4,848,096,923

3 0 1 170,063,434 93.8 271,732,012 42.8 4,576,364,911

合計 8,000,009,316 86 7,506,743,290 93.8 3,423,649,226 42.8

注(1) 件数2件のうち1件はＪＩＣＳとの調達代理契約を示し、193,749,430円は同契約により調

達口座からＪＩＣＳに支払うことになる調達代理手数料として計算された額の概算額（上

限額）191,780,822円を含む。

注(2) 「政府口座から調達口座への受入金額」には我が国から供与された資金の他に、政府口

座において発生し調達口座に入金された利息9,316円を含む。

注(3) 「支払後の残高」には調達口座において発生した利息が含まれているため、「政府口座

から調達口座への受入金額」から「支払」欄の金額を差し引いた金額とは一致しない。

注(4) 「契約締結率（％）」及び「支払率（％）」は小数点以下第2位を四捨五入している。

17年1月19日に政府口座に送金された資金は、3月10日に調達口座にすべて移動
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されていた。そして、外務省の説明によれば、当該資金の移動については、政府

間協議会等を通じて調達品目が確定された後に、同国政府の同意を得るなどして

行われたとしている。

交換公文によれば、資金が供与された後12箇月以内に使用すること、及びその

期間経過後に政府口座にある残高は日本国政府に返還されることとされている。

そして、12箇月以内に使用するという交換公文の規定に関しては、附属文書によ

れば、資金を供与した後12箇月以内に政府口座から調達口座に資金を移動するこ

ととされていることから、外務省では、上記のように資金が使用されず、調達口

座に残高があったとしても、交換公文の規定に違反していることにはならないと

している。

これら契約の締結と支払の実績を月別にみると、表4-18のとおり、ＪＩＣＳと

の調達代理契約を除く案件に係る契約の締結は17年2月以降、また、資金の支払い

が行われたのは4月以降となっている。

そして、18年3月末現在の資金の執行についてみると、契約締結済額は86件、7

5億0674万余円で、資金供与額80億円に対する契約締結済額の割合である契約締結

率は93.8%、また、支払済額は34億2364万余円、資金供与額80億円に対する支払済

額の割合である支払率は42.8%となっている。また、施設の工事に係る契約等にお

いては、契約後全額を支払うのではなく進ちょくに応じた分割払を行っていた。

各月別の契約実績をみると、17年7月、9月及び12月分の金額が他の月よりも非

常に多くなっているが、これは契約金額の大きな施設の工事に係るものが締結さ

れたためである。

また、調達口座での残高は、表4-18のとおり、18年3月末現在で、45億7636万余

円となっている。

(ｴ) 案件に係る契約の進ちょく状況

各案件に係る契約の進ちょく状況についてみると、表4-19のとおり、18年3月末

現在で、予定契約件数94件のうち、契約相手方の選定を開始したものは85件、業

者との契約締結を終了したものは85件、締結した契約に基づく業者の給付が完了

したものは26件となっている。



- 113 -

表4-19 案件に係る契約の進ちょく状況（スリランカ共和国） 18年3月末現在

契約進ちょくの段階

予定契約 契約相手方の 契約締結の終 契約に基づく

案 件 名 件数(a) 選定開始 了 給付の完了

件数 割合(%) 件数 割合(%) 件数 割合(%)

(b/a) (c/a) (d/a)(b) (c) (d)

8 8 100.0 8 100.0 4 50.0①中古ﾊﾞｷｭｰﾑｶｰの輸送及び高圧洗浄機

の購入計画

2 2 100.0 2 100.0 2 100.0②給水車及び貯水タンクの購入計画

4 4 100.0 4 100.0 2 50.0③上水道の再整備（水管橋他の整備）

2 2 100.0 2 100.0 1 50.0④発電機（100台）購入計画

5 5 100.0 5 100.0 0 0.0⑤被 災 者 用 住 宅

4 4 100.0 4 100.0 4 100.0⑥建設用重機械及び既存機械のｽﾍﾟｱﾊﾟ

ｰﾂの購入計画

4 4 100.0 4 100.0 0 0.0⑦橋梁工事計画(Galle-Matara)

12 12 100.0 12 100.0 0 0.0⑧警察署建設計画（6箇所）

22 22 100.0 22 100.0 2 9.1⑨小中学校再建計画（14校）

14 14 100.0 14 100.0 6 42.9⑩漁業用資機材購入計画

3 3 100.0 3 100.0 0 0.0⑪医療関連機材購入計画

5 5 100.0 5 100.0 5 100.0⑫津波被災地巡回用車両調達計画

3 0 0.0 0 0.0 0 0.0⑬災害時緊急通報用機材調達計画

6 0 0.0 0 0.0 0 0.0⑭住宅等建設検査用機材

94 85 85 2614案件合計

これを案件別にみると、予定契約件数に対して、契約締結が終了した件数の割

合が100%となっている案件は、14案件のうち12案件あった。また、契約に基づく

給付の完了した件数の割合が100%となっている案件は3案件あったものの、⑤被災

者用住宅、⑦橋梁工事計画、⑧警察署建設計画（6箇所）の施設の工事に係る3案

件など6案件は0%であった。

そして、業者からの給付が完了している契約26件の内容をみると、そのうち24

件は中古バキュームカーの輸送、バキュームカースペアパーツ、高圧洗浄機、給

水車、機械及び資材の調達契約であった。

また、工事に係る契約で給付が完了していないものが多いことについて、外務

省は、実施機関等は、施設の工事案件に関しては基本設計を行う必要があり、日

時を要したり、また契約後相応の工期を要したりするためであると説明している

としている。

これら14案件に係る契約の実施状況について、18年3月末現在、締結された契約
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85件の契約内容等を契約別に整理して示すと、別表4-3（125ページ）のとおりと

なる。

エ 外務省におけるノンプロ無償資金協力事業の実施に関する中間評価

外務省では、緊急援助のうちのノンプロ無償資金協力事業についてモニタリング

を主体とした中間評価を行い、その結果を「スマトラ沖大地震及びインド洋津波被

害2国間無償資金協力に係る中間評価報告書」（以下「報告書」という。）として取

りまとめ、津波等災害の発生から1年後の17年12月26日に発表を行った。

外務省はこの中間評価の実施に当たって、中間評価実施ガイドラインを定めてい

る。これによれば、この評価は、17年12月末を節目として、本件支援によって計画

されている案件又は既に実施された案件の実施状況、実施中の案件の現状、事業完

了後の効果の発現状況等について確認を行い、その上で、必要に応じて適切な改善

措置を検討するとともに、評価の結果を将来の案件形成、計画策定及び実施に反映

することを企図するものである。また、評価結果を公表することで、国民に対する

説明責任を果たすことも目的としている。

援助の対象として決定された案件については、次のように実施される。すなわち、

調査・設計等を含む事前調査、機材の技術的仕様や価格に関する調査が行われ、施

設案件では、用地の取得、測量等が実施される。そして、機材の調達や施設の工事

の契約に当たっては、ＪＩＣＳが、入札参加者に示す入札図書等を作成し、参加者

の募集のための入札公告を行い、入札図書等を配布して、契約者を選定するための

入札を行うなどして、契約手続を進め、その後、落札者等と契約が締結される。契

約の相手方は、機材の製造、輸送、通関及び国内配布を行ったり、施設の工事を行

ったりして、機材の納入や施設のしゅん功によって事業が完成し、ＪＩＣＳが契約

履行の完了の確認を行った上で、契約金額が支払われる。

また、供与された資金で調達した機材や建設した施設の維持管理については、こ

れらの機材や施設の供与を受けた実施機関等が維持管理責任を持つことになってい

る。

これら一連の事業の実施については、ＮＧＯ、コンサルタント等本件事業の実施

に直接関与していない第三者機関が評価の実施主体となって、対象事業に係る関連

文書や調査報告書の調査、対象案件への直接の視察、相手国実施機関や受益者等か
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らの聞き取り調査を行った。そして、現地の各大使館がこれらの評価内容を取りま

とめた上で、さらに、外務本省が支援対象となった3箇国分を一つの報告書として取

りまとめ、公表したものである。

報告書では、各案件について、案件の進ちょく状況、案件の妥当性、施設及び機

材の活用度、案件完了後に期待される効果等について評価を行うとともに、提言、

教訓等を記述している。

案件の進ちょく状況については、全体的な進ちょく状況、他の支援国等との比較、

案件の進ちょくの遅れの原因、再入札などの入札プロセスとの関連等に関して、ま

た、施設及び機材の活用度については、引き渡されている機材に関して、それぞれ

評価を行っている。そして、提言及び教訓については、災害復興を迅速に行うため

の枠組みの整備、迅速な案件形成、着実な施工管理及びモニタリングを行うための

体制作りの重要性、変化する被災地のニーズを把握し、時宜に適った調達・事業を

行うことの重要性等を挙げている。

なお、外務省においては、今後とも各事業の完了後、数箇月以内を目途に事後評

価を行うとしている。

3 検査の結果に対する所見

我が国は 4箇国を始めとしてインド洋沿岸諸国が大規模な被害を受けた前例のない津、

波等災害に対して、相手国の要請及び緊急首脳会議における支援措置等の合意などを受

けて当面の復旧・復興に必要となる支援額としての援助の規模を決定した。

このうち4箇国に対する緊急援助物資供与については、会計検査院は、我が国が援助の

要請に応じて供与した物資が、災害発生直後の17年1月5日までに4箇国に対してすべて引

き渡されていたことを、関係書類等で確認した。そして、これらの物資は、被災地に届

けられその趣旨に沿って使用されているとの説明を受けた。

また、3箇国に対する緊急無償資金協力については、我が国が援助の要請に応じて供与

した資金は、使途報告書によれば、スリランカ共和国では17年4月、モルディブ共和国で

は同年6月までにその趣旨に沿って使用されたとしていた。そして、インドネシア共和国

については、18年1月に提出された使途報告書によれば、17年2月1日に我が国から供与さ

れた資金は全額支出済みであるとしていたが、我が国以外から供与された資金も合わせ

た全体額について、津波等災害に関する援助のために使用されたとする報告となってお
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り、我が国の供与した資金の具体的使途等を特定することができない状況となっていた。

3箇国に対するノンプロ無償資金協力事業については、17年1月にインドネシア共和国

に対しては146億円、モルディブ共和国に対しては20億円、スリランカ共和国に対しては

80億円が供与されて以来、3箇国とも交換公文に定められた使用期限である12箇月以内に

調達口座へ資金の移動がすべてなされ、我が国と各相手国との間における政府間協議会

によって、分野の別に実施する案件の内容が決定されていた。

そして、案件実施のために締結した契約の実績額について 資金供与額に対する契約、

締結済額の割合である契約締結率は、18年3月末現在、モルディブ共和国及びスリランカ

共和国では90%以上であるのに比べて、インドネシア共和国では58.4%となっている。

ノンプロ無償資金による事業の内容は、3箇国とも、施設の工事に係る契約が多く、契

約締結に先立って工事前の詳細設計等が必要であり時間を要すること、また契約締結後

も工事の完了までに相応の工期を要し、工事の進ちょくに応じて資金を支払うことにな

っていることから、資金供与額に対する支払済額の割合である支払率は、インドネシア

共和国では20.5%、モルディブ共和国では30.2%、スリランカ共和国では42.8%となってい

た。

また、3箇国とも、供与されたノンプロ無償資金はすべて政府口座から調達口座に移動

されていたが、調達口座における残高状況を見ると、ノンプロ無償資金が供与されて1年

2箇月を経過した18年3月末において、インドネシア共和国では約116億円、モルディブ共

和国では約14億円、スリランカ共和国では約46億円が残されていた。

ノンプロ無償資金協力事業は、津波等災害に対する緊急援助として実施されたもので

あるため、相手国において、速やかに、必要な施設が建設され機材が調達されて、被災

地等で災害復旧・復興のために使用されることが必要である。

したがって、会計検査院としては、本件ノンプロ無償資金協力事業によって施設が建

設され、機材が調達されて完了することとなる事業について、施設の建設や機材の調達

のための資金の執行状況について引き続き検査を実施し、取りまとめが出来次第報告す

ることとする。

また、今回実施されたノンプロ無償資金協力事業は、従来のノンプロ無償資金協力事

業と比べて大規模なものであり、対象となった事業のうちには、中長期的な事業効果が

期待される施設の案件も含まれている。外務省においては、17年12月に中間評価を公表
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し、さらに、今後とも同様な評価を行うことにしている。

そして、会計検査院としては、緊急援助の最終受益者である被災地の住民に援助が届

き、また、中長期的な事業効果が発現されるかどうか、外務省が行う本件ノンプロ無償

資金協力事業に対する評価を踏まえた上で、今後の利活用の状況について注視していく。

なお、会計検査院は、我が国を含めた各国等からインドネシア共和国政府に供与され

た津波等災害の援助資金による復興再建事業に対して同国会計検査院が行う会計検査活

動を支援するための国際会議等に参加し、協力を行ってきている。
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別表4-1 締結された契約の内訳（インドネシア共和国）
案件名及び契約内訳 契約額 契約年月日 契約に基づ

（契約業者名） く給付完了（変更契約年月日)

1.緊急支援物資（医薬品・医療器具）供与事業

60,377,412円 17.7.7 完了医薬品及び医療器具
(PT.Kimia Farma Trading & Distribution) (17.8.24)

57,413,865円 18.3.17医療器具第2弾
(PT.Sumitomo Indonesia) (18.3.24)

5,392,496円 17.12.7 完了医薬品の使用状況等に係るモニタリング役務
(PT.Manggala Jiwa Mukti)

小計 3件 123,183,773円

2.保健所復旧事業

104,790,000円 18.2.23巡回治療用車両
(PT.Starion Berlian Indonesia)

7,560,520円 18.1.17薬剤運搬用トラック
(PT.Starion Berlian Indonesia)

5,000,000円 18.1.17医療従事者用バイク
(CV.New Sentosa)

53,741,100円 18.3.2救急車
(PT.Mulindo Agung Trikarsa)

16,145,159円 18.2.15保健所支援事業に係る研究所用実験室機材
(PT.Kanbutsu Indonesia)

47,000,000円 18.3.3保健所向け医療キット
(PT.Alhas Jaya Group)

8,581,000円 18.1.12保健所（プスケスマス）再建に関する役務（施
(18.3.24)工監理）

(PT.Multi Area Conindo)

144,400,000円 18.1.30保健所（プスケスマス）再建工事（施工業者）
(PT.Daya Mulia Turangga)

小計 8件 387,217,779円

3.ラジオ・テレビ放送支援事業

IDR91,358,000 17.6.20 完了ラジオ局向け事務所用家具
(PT.Elite Permai Metal Works Ltd.)

24,838,000円 17.8.18 完了ラジオ局向け緊急機材
(住友商事株式会社)

349,200,000円 17.10.31ラジオ局復旧事業向け放送機材
(住友商事株式会社)

24,044,000円 17.12.26ラジオ局の建物改修（施工業者）
(PT.Piyeung Jaya Perkasa)

IDR509,700,000 17.7.27 完了ラジオ局及びテレビ局向け取材車両（ミニバ
ン）
(PT.Indomobil Trada Nasional)

IDR216,000,000 17.7.27 完了テレビ局向け取材車両（ピックアップトラッ
ク）
(PT.Indomobil Trada Nasional)

小計 6件 398,082,000 円

817,058,000 IDR

4.西海岸道路復旧事業

34,364,950円 17.5.4 完了道路建設用機械①（4台）
(PT.Equipindo Perkasa)
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案件名及び契約内訳 契約額 契約年月日 契約に基づ

（契約業者名） く給付完了（変更契約年月日)

12,256,810円 17.5.4 完了道路建設用車両①（10台）
(PT.Marubeni Indonesia)

61,189,920円 17.5.6 完了道路建設用車両②（18台）
(PT.Itochu Indonesia)

54,223,650円 17.5.9 完了道路建設用機械②（5台）
(PT.Daya Kobelco Construction Machinery)

28,513,000円 17.5.10 完了道路建設用機械③（2台）
(Sojitz Corporation)

44,458,653円 17.5.10 完了道路建設用機械④（2台）
(PT.United Tractor)

7,095,950円 17.7.1 完了道路建設用車両①
(PT.Pundi Kencana Mas)

169,572,439円 17.7.1道路建設用車両、機械②
(PT.Equipindo Perkasa) (17.9.21)

9,411,800円 17.7.11 完了道路建設用機械③
(株式会社シリウス)

47,307,300円 17.7.12 完了道路建設用機械④
(双日株式会社)

35,074,545円 17.9.13 完了道路建設用機械⑤
(PT.United Tractor)

63,915,520円 17.9.13 完了道路建設用機械⑥
(Itochu Corporation)

10,173,000円 17.8.1 完了道路工事用資材①
(PT.Bevananda Mustika)

26,035,072円 17.8.1 完了道路工事用資材②
(PT.Wijaya Karya Intrade)

151,576,800円 17.7.13道路建設に関する役務（施工監理）
(コンソーシアム：片平エンジニアリング、PT.Virama Kary

a, PT.Cipta Strada, PT.Perent Jana Djaya, PT. Herda C

arter Indonesia)

2,651,681,982円 17.11.28道路建設工事（施工業者）
(PT.Adhi Karya(persero)Tbk)

小計16件 3,406,851,391 円

5.放水路（護岸工事）復旧事業

42,974,436円 17.6.22 完了護岸工事用建設機械①
(伊藤忠商事株式会社)

80,000,000円 17.6.27 完了護岸工事用建設機械②
(PT.Daya Kobelco Construction Machinery)

38,453,900円 17.6.27 完了護岸工事用ダンプトラック
(PT.Itochu Indonesia)

5,105,104円 17.6.27 完了護岸工事用散水車
(PT.Pundi Kencana Mas)

49,997,364円 17.6.27 完了護岸工事用建設機械③
(PT.United Tractor)

59,416,000円 17.7.5 完了護岸工事用建設機械④
(双日株式会社)

55,905,600円 17.7.20 完了護岸工事用資材①
(PT.Bevananda Mustika)

4,664,000円 17.7.22 完了護岸工事用資材②
(PT.Wijaya Karya Intrade)

19,500,000円 17.8.15 完了護岸用車両
(PT.Marubeni Indonesia)

73,890,000円 18.1.16護岸工事に係わる移動式掘削機
(Tomen Corporation)
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案件名及び契約内訳 契約額 契約年月日 契約に基づ

（契約業者名） く給付完了（変更契約年月日)

26,502,500円 17.12.27護岸工事に係わる移動式ポンプ
(PT.Djawa Baru)

30,962,251円 17.10.31護岸工事に係る役務（施工監理）
(PT.Tri Tunggal Pratyaksa)

32,388,863円 17.11.1護岸工事に係る工事役務①
(PT.Bina Pratama Persada)

159,043,409円 17.12.12護岸復旧工事（施工業者④）
(PT.Adhi Karya(persero)Tbk)

130,340,998円 17.12.8護岸復旧工事（施工業者①）
(PT.Waskita Karya(persero))

26,171,608円 17.12.8護岸復旧工事（施工業者②）
(PT.Istaka Karya(persero))

36,823,300円 17.12.8護岸復旧工事（施工業者③）
(PT.Istaka Karya(persero))

小計17件 872,139,333円

6.水道・衛生施設復旧事業

15,315,312円 17.6.27 完了上下水道整備用給水車
(PT.Pundi Kencana Mas)

34,778,150円 17.6.27 完了上下水道整備用ダンプトラック
(PT.Itochu Indonesia) (17.7.11)

40,100,000円 17.6.27 完了上下水道整備用建設機械①
(PT.Daya Kobelco Construction Machinery) (17.7.4)

90,414,000円 17.7.5 完了上下水道整備用ブルドーザー
(双日株式会社)

IDR72,630,000.00 17.9.1 完了上水道整備計画に係る輸送役務
(PT.Quarta Airindo Sakti) (17.10.25)

12,555,810円 17.10.27 完了上水道及び衛生施設復旧計画向けトラック
(PT.Itochu Indonesia)

7,185,750円 17.10.26 完了上水道及び衛生施設復旧計画向けバキュームカ
ー
(PT.Sandebaja Perkasa)

21,562,499円 17.10.26 完了上水道及び衛生施設復旧計画向けゴミ収集用ア
ームロールトラック
(CV.New Sentosa)

35,487,720円 17.10.26 完了上水道及び衛生施設復旧計画向け消防車①
(PT.Pundi Kencana Mas)

16,086,956円 17.10.26 完了上水道及び衛生施設復旧計画向け消防車②
(PT.Hidup Indah Abadi)

35,231,088円 17.11.29水道工事に係わる役務（施工監理）
(PT.Arkonin Engineering Manggala Pratama)

533,168,660円 17.12.23水道復旧事業に係わる施工業者（バンダアチ
ェ）
(Glynwed Pipe System(Asia)PTE Ltd.)

194,599,229円 17.12.23水道復旧事業に係わる施工業者（アチェブサー
ル、ニアス島）
(Glynwed Pipe System(Asia)PTE Ltd.)

小計13件 1,036,485,174 円

72,630,000.00 IDR

7.孤児院再建事業

31,662,574円 18.2.10孤児院向け機材
（PT.Kanbutsu Indonesia）
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案件名及び契約内訳 契約額 契約年月日 契約に基づ

（契約業者名） く給付完了（変更契約年月日)

23,673,800円 17.12.26孤児院修復・再建工事に係わる役務（設計調
査、施工監理）
（PT.Bina Karya(Persero)）

153,497,000円 17.12.26孤児院修復・再建工事パッケージ1（施工業
者）
（PT.Istaka Karya(Persero)）

小計 3件 208,833,374 円

8.漁業支援事業

6,845,000円 18.2.28漁獲支援事業に係るワークショップの建設工事
（施工監理）
(PT.Bina Karya(Persero))

7,667,430円 17.12.30漁獲総局向け施設の建設工事パッケージ1（ラ
ンプロのワークショップ、施工業者の選定）
(PT.Piyeung Jaya Perkasa)

28,267,000円 18.3.10漁業支援事業に係るワークショップの建設工事
（4箇所）
(PT.Gasny Halim)

6,618,900円 18.2.13漁業支援事業に係るワークショップ機材
(PT.Kawan Lama Sejhatera)

16,700,741円 17.12.22 完了漁業支援事業における漁船エンジン①
(PT.Buntala Bersaudara Darmaja) (18.2.27)

9,423,270円 17.12.22漁業支援事業における漁船エンジン②
(ヤマハ発動機株式会社) (18.2.27)

63,250,000円 18.2.27漁業支援事業に係る魚網の供与
(PT.Buntala Bersaudara Darmaja)

14,782,000円 17.10.25漁業支援事業における養殖場の再建役務（設計
調査、施工監理）
(PT.Trans Intra Asia)

1,716,140円 17.10.21 完了漁業支援事業向け車両
(PT.Itochu Indonesia)

2,636,750円 17.10.14 完了漁業支援事業向けピックアップトラック
(PT.Equipindo Perkasa)

10,000,000円 17.10.14 完了漁業支援事業向け建設機械
(PT.Daya Kobelco Construction Machinery)

17,796,357円 18.3.22漁業支援事業に係る養殖研究所向け機材
(オガワ精機株式会社)

小計12件 185,703,588 円

9.市場復旧整備事業

28,230,400円 17.12.7市場の再建工事（設計調査、施工監理）
(PT.Arsi Wastuadi)

49,411,000円 18.2.1市場再建工事パッケージ1（施工業者）
(PT.Gasny Halim)

24,856,560円 18.1.30市場復旧工事に係わる度量衡機材
(PT.Almega Sejahtera)

小計 3件 102,497,960 円

10.大学復旧等支援事業

11,570,749円 18.1.11アラニリ大学向け実験試薬①
(PT.Kanbutsu Indonesia)
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案件名及び契約内訳 契約額 契約年月日 契約に基づ

（契約業者名） く給付完了（変更契約年月日)

149,888円 18.1.11アラニリ大学向け実験試薬②
(PT.Delphi Utama)

1,281,269円 18.1.11アラニリ大学向け実験試薬③
(PT.Wijaya Karya Intrade)

2,842,400円 18.2.1アラニリ大学向け機材（書籍）
(CV. Spektra Anugerahabadi)

73,516,324円 18.3.2シャクアラ大学向け機材（農学部、機械工学
部、化学部）
(PT.Mulindo Agung Trikarsa)

69,500,000円 18.3.2シャクアラ大学向け機材（医学部）
(オガワ精機株式会社)

15,988,000円 17.12.29アラニリ・シャクアラ大学施設の改修・再建に
関する役務（施工監理）
(PT.Arkonin Engineering Manggala Pratama)

26,000,000円 17.12.29アラニリ・シャクアラ大学施設の改修・再建工
事パッケージ1（施工業者）
(PT.Cahayamurni Dirganusa)

56,495,000円 18.1.25アラニリ大学施設の改修・再建工事パッケージ
2（施工業者）
(PT.Waskita Karya)

小計 9件 257,343,630円

11.職業訓練センター支援事業

117,777,415円 18.2.13職業訓練巡回車両
(PT.Gita Vidya Hutama)

4,712,000円 17.12.26職業訓練センターの修復・再建工事に係わる役
務（施工監理）
(PT.Multi Area Conindo)

53,148,000円 17.12.28職業訓練センターの修復・再建工事（施工業
者）
(PT.Hutama Kaya(Persero))

102,233,023円 18.2.14職業訓練センター向け機材
(関東物産株式会社)

小計 4件 277,870,438 円

12.イスラム学校等に対する支援事業

84,738,684円 17.10.28マドラッサ、ペサントレン向け学校機材①
(PT.Kanbutsu Indonesia)

62,916,000円 17.10.28マドラッサ、ペサントレン向け学校機材②
(PT.Sari Tiodo)

131,948,384円 17.10.28 完了公立学校向け学校機材
(PT.Elite Permai Metal Works Ltd.)

7,909,942円 18.2.15公立学校向け学校機材②
(CV.MitraSejati)

23,112,000円 17.12.26イスラム学校の修復・再建工事（設計調査、施
工監理）
(PT.Multi Area Conindo)

242,107,000円 17.12.26イスラム学校の修復・再建工事パッケージ1
（施工業者）
(PT.Waskita Karya(Persero))

小計 6件 552,732,010 円
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案件名及び契約内訳 契約額 契約年月日 契約に基づ

（契約業者名） く給付完了（変更契約年月日)

13.土地台帳の修復事業

93,100,000円 17.6.20土地台帳修復に係る凍結乾燥機と関連する役務
(オガワ精機株式会社)

11,218,448円 17.9.5 完了土地台帳修復に係る機材保管施設の工事に関す
る役務（施工業者）
(PT.Hutama Karya)

IDR346,500,000.00 17.9.16土地台帳の修復に係る冷凍倉庫の保管料
(Perum Prasarana Perikanan Samudera Cabang Jakarta)

USD68,358.18 18.3.16土地台帳の修復に係る冷凍倉庫の保管料
(Perum Prasarana Perikanan Samudera Cabang Jakarta)

3,095,625円 17.12.9 完了土地台帳修復に係わる保管庫
(PT.Elite Permai Metal Works Ltd.)

60,259,016円 17.12.23土地台帳修復に係わるデジタル化機材
(PT.Equipindo Perkasa) (18.1.6)

(18.1.30)

(18.2.20)

小計 6件 167,673,089 円

346,500,000.00 IDR

68,358.18 USD

14.排水施設緊急復旧事業・モデルエリア開発事業

214,578,100円 18.3.1排水施設復旧事業及びモデルエリア開発事業に
係る建設工事（設計調査及び施工管理）
(日本工営株式会社)

小計 1件 214,578,100 円

注 契約金額計欄のうちUSDは米ドルを、IDRはインドネシアルピアを示す。
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別表4-2 締結された契約の内訳（モルディブ共和国）
案件名及び契約内訳 契約額 契約年月日 契約に基づ

（契約業者名） く給付完了（変更契約年月日)

1.漁業関連設備整備計画

USD4,080 17.4.25 完了無線機（漁業用資機材）
(NAMIRA ENGINEERING & TRADING PTE.LTD.)

USD370,816 17.5.29 完了GPS、魚網、エンジン、発電機、ポンプ、等
(Jet Companies Pvt.Ltd.)

USD39,477.91 17.10.6 完了漁船用スペアパーツ
(Maldives Transport Contracting Company Plc.)

USD1,128,267.50 17.10.2385ft漁船建造
(Fairline Designs Pvt.Ltd)

USD1,259,587.50 17.12.2685ft漁船建造
(Fairline Designs Pvt.Ltd)

USD752,752.50 18.3.1385ft漁船建造
(Fairline Designs Pvt.Ltd)

USD89,796.79 17.8.23 完了漁業機材フェーズ2
(Alia Investments Pvt.Ltd)

USD37,111.68 17.10.23 完了漁業機材フェーズ2
(Alia Investments Pvt.Ltd)

USD12,889.35 17.10.24 完了漁業機材フェーズ2
(Misraab)

小計 9件 3,694,779.23USD

2.公共施設・設備整備計画

USD2,710,000 17.11.2ラーム環礁におけるガン島行政合同庁舎及びフ
(18.3.27)ォナドー島行政事務所の再建及び太陽光整備

(若築建設株式会社)

USD5,500,000 17.11.21ラーム環礁におけるコーズウェイ復旧・再建
(若築建設株式会社)

USD479,693.31 17.8.10公共インフラ・配電網復旧工事
(Static Company Pvt.Ltd) (18.3.31)

USD1,750,000 17.11.9ラーム環礁における下水処理システム整備
(新日本空調株式会社) (18.3.28)

102,304,000円 17.7.11公共インフラ整備計画（施工管理）
(八千代エンジニアリング株式会社)

小計 5件 102,304,000 円

10,439,693.31 USD

3.農業関連機材供与

USD85,384.00 17.8.23農業機材フェーズ1
(Apollo Enterprises Pvt.Ltd)

USD252,576.25 17.8.25 完了農業機材フェーズ1
(Jinasena Limited)

USD244,420 17.9.26農業機材フェーズ2①
(Sanco Marine Services)

USD189,730 17.9.29 完了農業機材フェーズ2②
(オガワ精機株式会社)

USD357,455.00 17.10.26農業機材フェーズ2③
(Johs.Gram-Hanssen A/S)

小計 5件 1,129,565.25 USD

注 契約金額計欄のうちUSDは米ドルを示す。
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別表4-3 締結された契約の内訳（スリランカ共和国）
案件名及び契約内訳 契約額 契約年月日 契約に基づ

（契約業者名） く給付完了（変更契約年月日)

1.中古ﾊﾞｷｭｰﾑｶｰの輸送及び高圧洗浄機の購入計画

1,968,608円 17.2.28 完了中古バキュームカー（9台）の輸送（横浜～コ
(17.3.16)ロンボ）

(関東物産株式会社)

5,397,543円 17.7.7 完了バキュームカースペアパーツ
(関東物産株式会社)

2,569,950円 17.3.14 完了高圧洗浄機（9台）
(日世貿易株式会社)

1,700,000円 17.3.24 完了バキュームカーの保守点検指導及び操作指導の
ための技術者派遣
(株式会社モリタエコノス)

LKR11,419,266.79 17.11.21Batticaloaし尿処理施設建設（施工業者）
(TEXONE TECHNOLOGIES(Pvt) Ltd.)

LKR920,600 17.9.9Batticaloaし尿処理施設建設（施工管理）
(Ceywater Consultants(Pvt) Ltd.)

LKR9,302,172.00 17.11.30Hambantotaし尿処理施設建設（施工業者）
(H.M.A Engineering Construction)

LKR789,200 17.9.9Hambantotaし尿処理施設建設（施工管理）
(Ceywater Consaltants(Pvt) Ltd.)

小計 8件 11,636,101 円

22,431,238.79 LKR

2.給水車及び貯水タンクの購入計画

LKR30,943,000 17.3.15 完了給水車（11台）
(Lanka Development Network(Pvt)) (17.3.28)

LKR986,340.00 17.3.21 完了給水タンク（30台）
(Plastishells Ltd.)

小計 2件 31,929,340.00 LKR

3.上水道の再整備（水管橋他の整備）

LKR26,195,000 17.8.8水管橋修復工事（施工業者）
(大成建設株式会社)

LKR2,189,400 17.7.27水管橋修復工事（施工管理）
(Ceywater Consaltants(Pvt) Ltd.)

LKR75,600,000 17.8.8 完了水道メーター
(Access International(Pvt) Ltd.)

LKR125,245,876.35 17.7.28 完了水道パイプ
(Lanka Development Network (Pvt) Ltd.)

小計 4件 229,230,276.35 LKR

4.発電機（100台）購入計画

LKR29,800,000 17.4.8 完了発電機（100台）
(Mackwoods Limited)

LKR6,000,000 17.6.20発電機の輸送及び設置
(Ceylon Electricity Board)

小計 2件 35,800,000 LKR
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案件名及び契約内訳 契約額 契約年月日 契約に基づ

（契約業者名） く給付完了（変更契約年月日)

5.被災者用住宅

LKR423,616,754.00 17.12.20日本・スリランカ友好村（イクバルナガル）建
設（施工業者）
(Central Engineering Consultancy Bureau)

LKR379,603,537.25 17.12.20日本・スリランカ友好村（ヒジラナガル）建設
（施工業者）
(Central Engineering Consultancy Bureau)

36,670,000円 17.9.28日本・スリランカ友好村（イクバルナガル及び
ヒジラナガル）建設（施工管理）
(日本工営株式会社)

LKR241,049,578.25 17.12.29日本・スリランカ友好村（コネサプリ）建設
（施工業者）
(Isuru Engineering(Pte) Ltd.)

15,000,000円 17.12.26日本・スリランカ友好村（コネサプリ）建設
（施工管理）
(日本工営株式会社)

小計 5件 51,670,000 円

1,044,269,869.50 LKR

6.建設用重機械及び既存機械のｽﾍﾟｱﾊﾟｰﾂの購入計画

USD187,432.34 17.3.7 完了建設機械のスペアパーツ①
(United tractor & Equipment Ltd.)

LKR25,188,600 17.3.14 完了建設機械のスペアパーツ②
(SENOK Trade Combine Ltd.)

LKR22,660,148 17.3.22 完了建設機械のスペアパーツ③
(Diesel & Motor Engineering Co., Ltd.)

LKR33,150,000 17.3.15 完了建設機械（計3台）
(United tractor & Equipment Ltd.)

小計 4件 80,998,748.00 LKR

187,432.34 USD

7.橋梁工事計画(Galle-Matara)

48,000,000円 17.4.20南部橋梁等修復工事（施工管理）
(株式会社オリエンタルコンサルタンツ)

546,000,000円 17.7.11南部橋梁等修復工事（コントラクター契約）
(熊谷組株式会社)

49,886,000円 17.6.3東部コーズウェイに関する役務（施工管理）
(株式会社オリエンタルコンサルタンツ・日本工営株式会社

・日本技研株式会社JV)

810,000,000円 17.7.26東部コーズウェイ修復工事（施工業者）
(株式会社間組)

小計 4件 1,453,886,000 円

8.警察署建設計画（6箇所）

LKR38,394,123.50 17.7.25Rathgama警察署再建に関する役務（施工業者）
(G.V.M.Silva & Sons) (18.2.27)

LKR2,587,888.84 17.3.21Rathgama警察署再建に関する役務（施工管理）
(Kemna Consultants(Pvt) Ltd.) (17.7.12)

LKR37,890,126.65 17.7.25Dikwella警察署再建に関する役務（施工業者）
(G.V.M.Silva & Sons) (18.2.27)
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案件名及び契約内訳 契約額 契約年月日 契約に基づ

（契約業者名） く給付完了（変更契約年月日)

LKR2,621,008.86 17.3.21Dikwella警察署再建に関する役務（施工管理）
(Arch International(Pvt) Ltd.) (17.7.12)

LKR38,688,936.03 17.7.25Kuchchaveli警察署再建に関する役務（施工業
(17.12.19)者）

(Madhushani Builders)

LKR2,679,986.69 17.3.21Kuchchaveli警察署再建に関する役務（施工管
(17.7.12)理）

(Ranjan Nadesapillai Associates)

LKR9,864,829.30 17.7.25Kirinda警察署再建に関する役務（施工業者）
(K.W.S de Silva & Sons) (18.2.27)

LKR700,238.05 17.3.21Kirinda警察署再建に関する役務（施工管理）
(Woodrow Steele(Pvt) Ltd.) (17.7.12)

(18.2.27)

LKR38,409,381.00 17.8.30Kosgoda警察署再建に関する役務（施工業者）
(Cibuilro Engineering(Pvt) Ltd.) (18.2.27)

LKR2,623,546.67 17.3.21Kosgoda警察署再建に関する役務（施工管理）
(D.H.Wijewardene Associates(Pvt) Ltd.) (17.8.24)

LKR63,969,789.98 17.12.27Hikkaduwa警察署再建に関する役務（施工業
者）
(Gunathilake Constructions(Pvt) Ltd.)

LKR4,487,885.30 17.3.21Hikkaduwa警察署再建に関する役務（施工管
(17.12.27)理）

(Environmental Planning Services(Pvt) Ltd.)

小計12件 242,917,740.87 LKR

9.小中学校再建計画（14校）

LKR22,799,883.57 17.5.20 完了Deepankara校再建に関する役務（施工業者）
(NUWANI Construction(Pvt) Ltd.)

LKR1,759,106.25 17.5.20 完了Deepankara校再建に関する役務（施工管理）
(Surath wickramasinghe Associates)

LKR144,066,470.08 17.10.7Olikulam校及びAnver校再建に関する役務（施工
業者）
(Squire Mech Engineering(Pvt) Ltd.)

LKR3,160,000.00 17.10.10Olikulam校及びAnver校再建に関する役務（施工
管理）
(Engineering Consultants Limited)

LKR102,078,953.08 17.10.7Puthukudyiruppu校及びSt.Theresa校再建に関す
る役務（施工業者）
(Squire Mech Engineering(Pvt) Ltd.)

LKR3,100,000.00 17.10.10Puthukudyiruppu校及びSt.Theresa校再建に関す
る役務（施工管理）
(Engineering Consultants Limited)

LKR72,704,464.25 17.9.15Kudawella校再建に関する役務（施工業者）
(NUWANI Construction(Pvt) Ltd.)

LKR2,609,612.50 17.8.30Kudawella校再建に関する役務（施工管理）
(Surath wickramasinghe Associates)

LKR40,264,390.10 17.9.15Karathive校再建に関する役務（施工業者）
(Ranasiha Lanka Construction(Pvt) Ltd.)

LKR2,171,500.00 17.8.30Karathive校再建に関する役務（施工管理）
(Engineering Consultants Limited)

LKR277,345,798.74 17.10.31Sri Sumangala Boys School 再建に関する役務
（施工業者）
(Buildmart Lanka(Pvt) Ltd.)

LKR5,654,000.00 17.10.7Sri Sumangala校再建に関する役務（施工管理）
(Surath wickramasinghe Associates)
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案件名及び契約内訳 契約額 契約年月日 契約に基づ

（契約業者名） く給付完了（変更契約年月日)

LKR59,188,283.11 17.11.23Kumara Kasyapa校再建に関する役務（施工業
者）
(Link Engineering Ltd.)

LKR1,476,000.00 17.11.23Kumara Kasyapa校再建に関する役務（施工管
理）
(D.H.Wijewardene Associates(Pvt) Ltd.)

LKR53,276,467.26 17.11.29A/Bahriya Vidyalaya校再建に関する役務（施工
業者）
(Ranasiha Lanka Construction(Pvt) Ltd.)

LKR2,537,500.00 17.11.29A/Bahriya Vidyalaya校再建に関する役務（施工
管理）
(State Engineering Corporation)

LKR88,006,181.26 17.12.23Am/Km/Absan Vidyalaya校再建に関する役務（施
工業者）
(Squire Mech Engineering(Pvt) Ltd.)

LKR3,030,000.00 17.12.27Am/Km/Absan Vidyalaya校再建に関する役務（施
工管理）
(Engineering Consultants Limited)

LKR67,571,922.66 17.12.30Payagala North R.C.校再建に関する役務（施工
業者）
(Elemech Engineers(Pvt) Ltd.)

LKR1,936,500.00 17.12.26Payagala North R.C.校再建に関する役務（施工
管理）
(Surath wickramasinghe Associates)

LKR145,093,422.64 18.3.17Aliyawalai CCTMV校再建に関する役務（施工業
者）
(Stephens' Construction(Pvt) Ltd.)

LKR8,850,000.00 17.12.27Aliyawalai CCTMV校再建に関する役務（施工管
理）
(Engineering Consultants Limited)

小計22件 1,108,680,455.50 LKR

10.漁業用資機材購入計画

66,500,000円 17.6.27 完了コンテナタイプワークショップ
(株式会社シリウス)

LKR451,687,181.62 17.7.28コンテナタイプアイスプラント
(Lanka Transformers Ltd.)

148,216,320円 17.11.16冷凍車
(伊藤忠商事株式会社)

LKR31,614,390 17.5.16 完了漁船補修材料
(U.S.S.Services(Pvt) Ltd.)

LKR101,500,000 17.5.20 完了漁具
(Lipi Lanka Enterprises)

LKR41,962,500 17.5.10 完了船外機
（Associated Motor Co.,Ltd.）

LKR164,196,250 17.4.29漁船
(Cey-Nor Foundation Ltd.) (18.2.6)

LKR36,966,428 17.4.21 完了船外機のスペアパーツ①
(Associated Motor Co.,Ltd.)

LKR48,315,445 17.4.29 完了船外機のスペアパーツ②
(Nail Marine Ltd.)

LKR12,526,800 17.8.9漁船修復
(Cey-Nor Foundation Ltd.)

728,302,753円 17.9.12南部漁港修復（施工業者）
(五洋建設・若築建設JV)
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案件名及び契約内訳 契約額 契約年月日 契約に基づ

（契約業者名） く給付完了（変更契約年月日)

33,179,000円 17.7.20南部漁港修復（施工管理）
(ｵｰﾊﾞｰｼｰｽﾞ･ｱｸﾞﾛﾌｨｯｼｬﾘｰｽﾞｺﾝｻﾙﾀﾝﾂ株式会社・日本工営株式 (17.12.6)

会社JV)

44,700,000円 17.10.28日本型訓練船
(ヤマハ発動機株式会社)

LKR64,120,000.00 18.2.3マルチデイ漁船
(Neil Fernando & Co.)

小計14件 1,020,898,073 円

952,888,994.62 LKR

11.医療関連機材購入計画

145,894,815円 17.6.1033地方病院機材
(岩谷産業株式会社)

49,866,000円 17.6.6回診車
(岩谷産業株式会社)

11,183,000円 17.6.6狂犬病対策機材
(株式会社シリウス)

小計 3件 206,943,815 円

12.津波被災地巡回用車両調達計画

117,760,000円 17.9.22 完了被災地域巡回用ピックアップトラック
(豊田通商株式会社)

LKR2,560,000.00 17.10.5 完了被災地域巡回用ピックアップトラックアクセサ
リー
(Toyota Lanka(Pvt) Ltd.)

LKR5,169,046.00 17.10.2 完了被災地域巡回用ピックアップトラックレンタル
①
(Casons Rent-a-Car(Pvt) Ltd.)

LKR1,102,040.00 17.10.2 完了被災地域巡回用ピックアップトラックレンタル
(17.10.11)②

(ECD Global(Pvt) Ltd.)

LKR7,628,655.00 17.10.2 完了被災地域巡回用ピックアップトラックレンタル
(17.10.11)③

(ECD Global(Pvt) Ltd.)

小計 5件 117,760,000 円

16,459,741.00 LKR

注 契約金額計欄のうちUSDは米ドルを、LKRはスリランカルピーを示す。




